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Abstract 

 

 This study provides insight into research approaches and empirical evidence pertaining to innovation in service 

organizations, which is scarce. This study positions agile software development methodologies as an innovation for 

software development organizations in Japanese firms. The aim of this study is to provide insight into the acceptance 

of innovation in service organizations through the acceptance event of agile in Japanese software development 

organizations.  

The general understanding up to this point is that Japan lags the rest of the world in the adoption and diffusion of Agile 

software development. However, 20 years have passed since Agile originated, the true reality in Japan is not known. 

In this study, we assume that the situation in which Japan is lagging in "Agile is adoption, but not deployment and 

diffusion within the business organization". This leads us to believe that there is no improvement in the number of 

cases in Japan, and that Agile has not been revitalized. The purpose of this study is to investigate the actual situation 

and the factors behind the slow adoption of Agile in Japan. This study focuses on the barriers that prevent knowledge-

intensive organizations from adopting Agile, or embracing innovation, as a case study of IT organizations in Japan. 

We will speculate on how organizations are governed by barriers to innovation adoption, or whether barriers can be 

overcome, and aim to provide suggestions on strategies for the adoption and diffusion of Agile by Japanese IT 

organizations, which are knowledge-intensive service organizations. 

Toward the objectives of this study, we explore three thematic questions about the event: 1) How is the adoption 

and diffusion of Agile driven, 2) How does the organizational environment affect the adoption and diffusion, and 3) 

What barriers prevent the adoption and diffusion? The analysis of this study then revealed the following as a result: 

the adoption of Agile in IT organizations 1) proceeds bottom-up by the field, led by project managers as the driving 

force that drives the organization to adopt the new methodology. It is important to synchronize and support the concept 

of Agile with the department heads of the IT organization who are its superiors as an organizational effort. However, 

2) Many business organizations do not have an environment that supports the emergence and spread of Agile adoption 

in the business organization. 3) There are not only barriers to adoption at the development site, but also barriers to the 

deployment and diffusion of Agile around the development site within the business organization. 

 Based on the above, this study explains the phenomenon of Agile's standstill in Japan as follows: 1) The business 

organization does not provide organizational support for deployment and dissemination in response to individual 

adoption by frontline proponents, and therefore, deployment and dissemination within the business organization does 

not progress. In such business organizations, the "knowledge barrier" is raised, which postpones the adoption of Agile. 

This is because  that 2) the business organization does not have the environment to be emergent about new initiatives. 

3) In addition to these barriers, middle management and back-office departments that support the spread of Agile 

become "middle-layer barriers," tacitly creating a status quo that further heightens the "knowledge barrier," and 

thereby This contributes to the procrastination of Agile adoption.  

 To this point, there has been no model that comprehensively explains barriers to innovation in business 

organizations, leaving this issue as with short-sighted discussions of "organizational culture" and "organizational 

perception". This study expands and reconfigures the concept of "knowledge barriers" and proposes a "Barriers to 

Agile Adoption in Business Organizations Model" as a theoretical model and a practical model to better understand 

"adoption barriers" and "barriers by the middle class" in this model. 
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論文要旨 

 

本研究は、研究のアプローチおよび実証的なエビデンスが乏しいサービス組

織のイノベーションに関わる知見を提供するものである。本研究ではアジャイ

ルソフトウエア開発手法を、日本企業でソフトウエア開発を行う組織にとって

のイノベーションとして位置付ける。日本のソフトウエア開発組織のアジャイ

ルの受け入れ事象を通じ、サービス組織のイノベーションの受け入れに関する

洞察を行うことを本研究の狙いとする。 

アジャイルソフトウエア開発の採用と普及については、世界に比較すると日

本は遅れているというのがここまでの一般的な理解である。ただし、アジャイル

が発祥して２０年が経とうとしている現在、日本における真の実態は明確に把

握できない。本研究では、アジャイルに対して足踏みしている状況を「採用はし

ているが、事業組織内に展開・普及がされていない」と仮定している。こうする

ことで、足踏みしている事象を、国内の事例の増進がなく、アジャイルの活性が

なされていないという見立てをしている。そこでアジャイルに対する足踏み事

象の要因について演繹的に追及を試みることが本研究の目的である。本研究で

は足踏みをする事象に対するアプローチの一つとして、日本のソフトウエア開

発組織のアジャイルの採用、すなわちイノベーションの受け入れをケースに、サ

ービス組織を阻む障壁に着目をする。イノベーションの採用を巡り組織はどの

ように障壁に支配されるのか、あるいは障壁は克服されるのかについて推察し、

サービス組織として日本のソフトウエア開発組織がアジャイルを採用し、普及

させるための方略に関する示唆を示すことを目指す。 

本研究の目的に向けて、事象に対して次の３つのテーマをもって探究をすす

める。それらは、１）アジャイルの採用と普及の主導はどのように行われるのか、

２）組織環境はどのように採用と普及に影響するのか、３）どのような障壁が採

用と普及を阻むのかである。そして、本研究の分析によって結果として次のこと

が明らかになった。ソフトウエア開発組織におけるアジャイルの採用は、１）組

織を新たな手法の採用に駆動させる駆動源としてプロジェクトマネージャーが

主導する現場によるボトムアップで進行すること。組織的な取り組みとしてそ

の上席である IT組織の部門長との間でアジャイルに対する考え方の同期と支援

が重要である。ただし、２）多くの事業組織はアジャイルの採用を事業組織に展

開、普及することに対して創発的に支援する環境を持っていない。そこには、３）

開発現場に発生する採用に向けた障壁だけではなく、事業組織内の開発現場周

辺においてアジャイルの展開、普及を阻む障壁が存在する。 

 これらを踏まえ、本研究の考察では、日本におけるアジャイルの足踏みの現象
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を次のように説明する。１）現場の推進者の個による採用に対し、事業組織は組

織的な展開・普及の支援を行っていないために、事業組織内での展開・普及は進

まない。そのような事業組織では「知識の障壁」が高まることによりアジャイル

の採用を先延ばしにする。それは、２）新たな取り組みに対して事業組織として

創発的に取り組む環境ではないことによるものである。採用を阻む障壁として、

３）現場での採用障壁だけではなく、これに加え、ミドル・マネジメント、普及

への支援的な立場になるバックオフィスと称される周辺部門は「ミドル層によ

る障壁」と化し、現状維持の状態を暗黙的に作り上げ、「知識の壁」を更に高く

作用させることでアジャイルの採用の先延ばしを助長する。 

 ここに至るまで、事業組織におけるイノベーションに対する障壁を包括的に

説明するモデルは存在しない。そのために、アジャイルの足踏みを「組織文化」

や「組織の知覚」という短絡的な議論でこの問題を置き去りにしてしまっている。

本研究は「知識の障壁」の概念の拡大と再構成を行い理論的モデルとして「事業

組織におけるアジャイル普及障壁モデル」と、当該モデルにおける「採用障壁」

と「ミドル層による障壁」の理解を深めるための実務的モデルの提案を行うもの

である。 

 

キーワード：アジャイル、サービス組織、イノベーション、採用、障壁 
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第１章 序論 

 

1.1 はじめに 

 

 ２１世紀をすでに２０年以上を経過した現在、組織や個人を取り巻く環境が

変化し、将来への予測が難しい状況を称する VUCA(Volatility, Uncertainty, 

Complexity, Ambiguity ; 変動性、不確実性、複雑性、曖昧性)という造語が使われ

るようになって久しい。経済産業省（2019）も VUCA の時代にあって、経営の

トップ・マネジメントが率先して変革（イノベーション）を進めることを期待す

る。遡ってシュンペーターは彼の著書において、鉄道を建設したものは一般には

駅馬車の持ち主ではなかったことを例にし、「旧いものは概して自分自身のなか

から新しい大躍進をおこなう力をもたない」(シュムペーター, 1977, p.184)と述

べている。つまり企業のトップ・マネジメントがイノベーションをリードするこ

とは VUCA の時代に限らずいつの時代も難しい。それゆえに、多くのマネジメ

ントスタディは、イノベーションはトップ・マネジメントの主導による前提で研

究実績を積み上げマネジメントに示唆を提供する。 

 企業がイノベーションを受け入れることにまつわる話題では、一般的には組

織文化や組織の慣性があがる。いずれも、組織的なイノベーションを阻害すると

いう悪しき側面で捉えられる。慣性については、例えば、一般の従業員が手にす

るようなイノベーション・マネジメントを説明するテキスト（一橋大学イノベー

ション研究センター編, 2022, p.78-79）には次の説明がなされている。「環境への

適応がうまくできない状況を経営学では組織的慣性（Organizational Inertia）と表

現する」。またこれに関連して、「組織内部で確立された明示的・暗示的な慣習や

ルール、価値観を組織のルーチンと呼ぶ」、加えて「確立された組織のルーチン

こそが集団レベルで見た組織の環境適応能力をそぐ原因として機能する」とし

て組織の慣性とルーチンの悪しき側面が重なるように説明されている。企業の

各層のマネジメントにとっては、ルーチンと慣性がどんな関係であるかはさて

おき、それらはイノベーションに対して組織に足踏みさせる要因であるという

理解として示される。ただし、この例に限らず、企業におけるマネジメントは、

企業がイノベーションを受け入れることの難しさを語る散逸的な論調に雑駁な

理解のまま触れることが多い。VUCA の時代であればこそ、マネジメントは取

り巻く環境変化を適切に捉えながら、イノベーションを受け入れることに苦慮

する組織的な背景を自ら深く知る必要があろう。 
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1.2 研究の背景  

 

 変化に適応しながら「機敏に」「すばやく」という意味をもつ「アジャイル

(Agile)」と称するソフトウエア開発手法（以下、アジャイル）が、ソフトウエア

開発以外の企業活動でも注目されている。２００１年、あるソフトウエア開発者

のコミュニティが「アジャイルソフトウエア開発のためのマニフェスト」を宣言

して以降、アジャイルは、従来からのソフトウエア開発手法であったウォーター

フォール開発手法（以下、ウォーターフォール）の様々な問題点を克服するもの

として期待されてきており、ソフトウエア開発におけるイノベーションとして、

世界中の多くのソフトウエア開発実務者に受け入れられるに至っている。アジ

ャイルはソフトウエア開発から始まり、今やソフトウエア開発だけの手法では

なくなっている。例えば、米国のラジオ局では新番組の企画に、製造業では設備

の開発・生産に、その他ではマーケティングや人事にアジャイルが活用されてい

る。（リグビーほか, 2016） 

では、このアジャイルはどのようにして世界に展開が進んでいるのであろう

か。アジャイルに関する調査(Digital.ai, 2020)では、調査に回答した企業の９５%

がアジャイルを採用しているとする一方で、アジャイルの採用拡大を拒む課題

として組織文化（組織の抵抗、アジャイルの価値観と対立する組織文化）とリー

ダーシップの参加が不十分（不十分な経営陣のサポートとスポンサーシップ）で

あることを報告している。この調査は北米およびヨーロッパからの回答者が７

０％を超えていることから、アジャイルの採用が進んでいる欧米においてもイ

ノベーションに対する壁が組織に存在することを示唆するものである。 

 

一般的には、どのイノベーションでもそれがもたらすポジティブな側面に注

目があたり、様々な情報チャネル（例えばインターネットでの有識者によるレポ

ート、あるいは書籍や雑誌記事等）でイノベーション採用の成功を取り上げる。

ただし、採用していない組織が、表層で捉えられる採用組織の行動を模倣試行し

ても、それだけで非採用組織がイノベーションの採用を成功させることが可能

であろうか。恐らくは、先述の調査報告のように組織文化に阻害されてしまうこ

とであろう。「組織文化」というワードは多くの場面で触れるが、仮に採用を阻

害する文化的要因が存在するにしても、それは具体的に何であるのかの議論は

一般的にされることはない。そこには複数の要因が暗黙的に組織に根付いてい

ると考えられるからか、一括りで困ったものを苦し紛れに概念的に示すために

「組織文化」がネガティブな意味で使われている可能性もある。先の調査の例に

頼らずともイノベーションを受け入れることが上手く運ばないのは洋の東西を

問わず同じである。組織に属す企業人は、イノベーションを受け入れることが上
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手くいかないのは当然のこととして放置してきた。現状に何ら困ったことがな

く、満足していればなおさらであろう。その結果として「組織文化」に原因を寄

せてしまっているようでもあり、表面的にはイノベーションに期待感をもった

としても、具体的に受け入れ方を持ち合わせていないことに触れることはない。 

 

折しも VUCA の時代と称し、経済産業省が企業にイノベーションを促す昨今、

事業環境変化への対応に苦慮する企業、事業組織において、特に IT 企業の現業

部門や一般企業における情報システム部門は、知識集約型のサービスを提供す

る役割を担っていることであろう。これら IT 組織は、今ではデジタルトランス

フォーメーション（以下 DXと略す）というワードで言い表される新たな環境変

化に晒され、まさにアジャイルへの対応も求められる立場でもあろう。このよう

な環境の中でも、ソフトウエア開発の現場におけるイノベーションを巡る状況

を把握することは一般的には注目されることはない。アジャイルの発祥から２

０年を経過した現在でも日本においては、様々な ITに関与する団体・機関によ

る調査が行われることはあるが、どれも日本でのアジャイルは遅れているとい

う論調もあれば、遅れはしたが採用が進んでいるという論調もある。このような

調査は、それぞれの調査を主導する機関の掌握する範囲、あるいはアジャイルに

対する思惑による判断が影響するため、これらの先行調査事例から真の実態は

つかむことはできない。一般的な目線で言えば、アジャイルについては単なるソ

フトウエア開発の手法の採否であるという極めてミクロな事象として見受けら

れるためかここに着目されることもない。アジャイルは海外発祥の概念である

が、海外から寄せられる新たな概念に対し日本の組織の反応が鈍いのはこれに

限らない。IT の領域を中心に到来した革新的な概念を振り返ると、８０年代か

ら９０年代にかけてのインターネットの進展によるビジネスプロセスイノベー

ション、９０年代から２０００年代にかけての Eコマース、その後 ITインフラ

のクラウド化に伴うクラウドコンピューティング、そしてこの時代の DXといっ

たように、多種多様に到来する新たな概念に対し、日本の組織の反応は押しなべ

て早くはない。振り返れば、節目、節目で押し寄せてくる海外からの新たな概念

の提案は、企業組織それぞれに対し変革への対応の決断を迫るものであったと

も見受けることができる。それでは、現在、組織がどのようにこれらを受け止め、

対応できるのであろうか。明らかに、日本の組織はイノベーションの受け入れに

対し明確な対応策や方法論を持たずに、発展途上の状態のまま今に至っている

可能性がある。 

 

このような状況のなか、日本において採用が進まないと評されるのはなぜな

のか。また、アジャイルを採用する組織は、どのようにこのイノベーションの採
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用に対峙すべきであろうか。これを解決する手立ては、先の調査報告の指摘する

マネジメントのサポートが切り札なのであろうか。仮にそうだとして、マネジメ

ントの介入はどのようにすべきか。これらの疑問に、マネジメントスタディは何

を答えてくれるだろうか。マネジメントの支援とイノベーション導入の成功と

の間には正の相関関係がある(Sharma and Yetton, 2003)といわれる。ただし、経営

陣のリーダーシップの研究や組織慣性の研究は多数ある中で、アジャイルのよ

うな現場実践的かつボトムアップ的に展開が進むタイプのイノベーションはマ

ネジメントから理解が容易いとは言い難く、またマネジメントスタディの興味

も高いとは言えない。なぜなら、マネジメントを支える組織のイノベーション研

究領域においては、イノベーションの意思決定要因の一般化を指向し組織自体

が革新的か否か、その革新性の決定要因を明らかにすることに注目する(Wolfe, 

1994)といわれる。一方で、そこに至る以前の段階である個々イノベーションの

採用に関しては組織ごとの固有の「知覚」に基づくことなので一般化を不安定に

させる(Wolfe, 1994)として注目しない傾向も従来からある。このような背景から

マネジメントスタディの蓄積からアジャイル採用に向けての解や有用な示唆を

直接的に導ける可能性は高くはない。 

 

 

1.3 本研究の狙いと目的  

 

 本研究は、研究のアプローチおよび実証的なエビデンスが乏しいサービス組

織における、イノベーションに関わる知見を提供することを狙いとする。具体的

にはアジャイルの採否を巡る事象を調査することで、イノベーションの採用・普

及が足踏みする要因を究明することを目的とする。ここでのサービス組織とは、

研究開発、コンサルティング、ソフトウエア開発等の専門知識を要する知識労働

を主とする組織と捉え、企業内外に向けサービス提供を行う組織を本研究では

位置付けることとする。本研究では、IT に関わる特にソフトウエア開発にかか

わる組織をサービス組織と位置づけることで、先行するサービス組織にかかわ

るイノベーションに関する研究から知見を得ながら、ソフトウエア開発組織の

アジャイルの採用、すなわちイノベーションの受け入れる事象をケースに研究

を進めることとする。 

 本研究では、日本のソフトウエア開発組織のアジャイル開発手法の採否をめ

ぐる組織事象を通して、日本サービス組織のイノベーションの受け入れを巡る

状況と潜在的な課題を洞察し、脱工業化から始まるサービス化時代のイノベー

ションに対し、組織が受け入れにブレーキを働かす機序の一端を探ることを目

指す。  
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1.4 リサーチ・クエスチョン 

  

本研究では、日本におけるアジャイルの普及が足踏みする状況を、「アジャイ

ルを採用はしたが、それは事業組織内には展開・普及がされていない」と仮定す

る。つまり、事業組織内に展開、普及していないので、事業組織内、そして国内

事例は増進がなく、アジャイルによる活動が活性化しているように把握できな

いという見立てをする。この仮定をおくことで、足踏みをする要因、条件を探り、

組織として手当てすべき対応について実務的な示唆をもたらすことを目指す。 

本研究では、日本でのアジャイルの普及が足踏みする現象が、なぜ、どのよう

に、起きるのかを主とするリサーチ・クエスチョンを検討し、３つの視点で現象

を捉えようとする。３つの視点とは、１）アジャイルの採用および普及にかかわ

る主導はどのように行われるのか、また２）どのような組織環境なのか、３）組

織において採用および普及に対しどのような障壁が採用、普及を阻むのかであ

る。これら３つの視点による事象の観測結果から日本のアジャイルの採否を巡

る現象の理解を進める。 

 

改めて、本研究では以下のメジャーリサーチ・クエスチョン MRQ と３つのサ

ブシディアリリサーチ・クエスチョン SRQ を述べる。 

 

MRQ: なぜ、日本のアジャイルの採用と普及は進まないのか？   

  

SRQ1: 採用と普及の主導はどのように行われるのか？  

SRQ2: 組織環境はどのように採用と普及に影響するのか？ 

SRQ3: どのような障壁が採用と普及を阻むのか？ 

 

 本研究は、まず、アジャイルを「採用した組織」、「採用をしない組織」に属す

プロジェクトマネージャーに対する調査を通じて、各組織のアジャイルの採否

を巡る状況の分析を進める。なお、分析は上述した各「組織」を、生態学的アプ

ローチ(Hannan and Freeman, 1977)で示されるところの「個体群」と見立て、組織

の集団、すなわち「組織群」を分析の単位として扱う。これは、すべての組織は

特定の外因性の刺激に対して同じ影響は受けない前提があるも、環境に対する

脆弱性に関しては比較的均一的なクラスの識別が可能であり、これらの組織の

集団は理論的には役立つ抽象化である(Hannan and Freeman, 1977)と本研究では

捉える。また、後章で示すように、本研究では、質問調査によってパターンによ

る組織群の傾向をとらえる。さらに並行して先に行った調査とは別のデータセ

ットにおけるインタビュー調査によって、アジャイルの採否に直面する当事者
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の率直な意識を捉えるべく、当事者の言説の質的分析を行う方法を採る。このよ

うに分析を多元化させることで現実的な妥当性を確保する試みを行う。よって、

本研究による分析結果と考察は日本のソフトウエア開発組織群における特性の

傾向について、ある一定の理解を促す含意をもつものと考える。 

 

SRQ1 は、日本のソフトウエア開発組織において、アジャイルの採用、事業組

織普及を駆動させるのは誰がどのように行っているのかを把握することを想定

している。IT 組織の部門長、すなわち中間管理職（ミドルマネージャ）が主導

するのか、あるいはソフトウエア開発現場のプロジェクトマネージャーが主導

しボトムアップで推進されるものなのか。アジャイルはソフトウエア開発の手

法・プロセスのイノベーションと位置付けることも容易ではあるが、仮に遅れて

いるという状況であるならば、その採用に関する「主導」に視点を定めることで、

遅れる何等かの要因、またはその一端を把握できることを想定する。さらに日本

におけるアジャイルの採否に関し、この時点までの展開の把握と今後の展開に

対する示唆を得ることを想定する。 

SRQ2 は、先に仮定したように日本のソフトウエア開発組織を、専門知識を要

する知識労働を主とする組織と捉え、企業内外に向けサービス提供を行う組織

と本研究では位置付けている。このような知識集約型のサービス活動を行うソ

フトウエア開発、そしてそれを擁する事業組織はどのような知識創造活動を行

うのか、また、その活動がアジャイルの採否と普及にどのような影響をもたらす

のかを把握することを想定している。 

SRQ3 については、アジャイルの採否にかかわる「障壁」を取り上げる。「障

壁」の存在を解き明かすことで、その克服に向けた対応策の導出に資することを

想定し、当該リサーチ・クエスチョンの答えの導出を目論む。 

 

 

1.5 学術的・実務的意義  

 

 本研究の学術的立場は、既存理論や一般仮説の精緻化のために、さらに有用な

構成要素を見出すための質的研究を行う点に立脚する。そこで得られた知見の

有用性をもってしてサービス組織の研究領域への学術的貢献、およびマネジメ

ントへの示唆による実務的貢献を目指す。 

 

対象とするサービス組織とアジャイルへの着眼について、一般的にサービス

組織は、顧客サービスであっても企業にとって組織の下層に位置付けられる傾

向がある。(Teece, 2009, 邦訳書 p.39) そのことに加え、サービスを提供する組
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織のイノベーションについては、その多くがサービスのプロセスや手順の漸進

的な取り組みを特徴とする（安田, 2021）とされる。これらを理由に、企業のト

ップ・マネジメントがトップダウンでコントロールをするようなイノベーショ

ンを研究対象とする伝統的なマネジメントスタディのアプローチ(Teece, 2009, 

邦訳書 p.38)が、サービスイノベーションに注目するケースは多くはないと捉え

る。一方で、アジャイルがもたらす、変化に対する機敏な行動指向は、今ではソ

フトウエア開発以外の企業活動でもその考え方を採用するという世界的な進展

に至っている。つまり、ソフトウエア開発の現場のアジャイルの採用・普及は、

言わばソフトウエア開発以外の企業活動領域におけるアジャイル進展の源流で

あり、マネジメント研究の対象としても決して意義がないわけではない。但し、

ソフトウエア開発の現場においては、アジャイルは開発手法のイノベーション

であり、トップ・マネジメントからは程遠いボトムアップでの展開が想定される。

よって、マネジメントスタディによる研究の蓄積からは本研究の着目に応える

直接の解は期待できそうもない。そこで、本研究は周辺研究領域の理論および仮

説を援用し、それらのレンズで本研究が追及する事象の分析・考察を行う。また、

先行研究の理論・仮説の適用拡大の側面で学術的な貢献を果たすことを目指す。 

 

 分析アプローチについて本研究では、例えば「障壁」といった高次の概念を低

次のレベルで理解することに焦点をあてるためにミクロファウンデーション

(microfoundations; Foss et al., 2016 ほか)と称されるアプローチをとる。ミクロフ

ァウンデーションは、ミクロな学問分野での焦点で仮定、理論メカニズム、独立

変数/従属変数のセットを組織分析に用いることを特徴(Felin et al., 2015)として

おり、その分析においては、基本的に「個人レベルの要因」がどのように集合レ

ベルに集約されるかに関心を持ち(Barnny & Felin, 2013)、集団概念を解き明かす

ことを指向する。つまりこれまでのマネジメントスタディにおける研究では成

し得なかった問題への洞察を提供する研究ムーブメントであると捉えられてい

る(Seki & Kohda, 2019)。 

 

上述のような指向性をもって、本研究では、現場での観測において、主として

ソフトウエア開発をリード、マネジメントを行うプロジェクトマネージャーに

着目、調査を行う。「障壁」の捉え方は、遡って「障壁」を扱う先行研究で議論

された定義に依拠するが、一方でここまで看過されている点を指摘し、独自に構

造化を行うことで進める。また、サービスイノベーションの枠組みをレンズにす

ることで調査対象組織を概念モデル化し、知識科学の視点でサービス組織であ

るソフトウエア開発組織におけるアジャイルの採否に関わる考察を行う。 
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本研究では一般的に議論されるような従来のマクロ的視点やマネジメントス

タディのアプローチでは見落とされがちな事象に焦点をあてる。そこで本研究

の取り組みとして、個別散在するイノベーションの受け入れに関連する諸概念

を改めて整理し、加えて、知識科学でとらえるサービス科学研究領域および周辺

の専門領域の視点を援用し、その知識的洞察を通して既存理論の仮説の精緻化

に貢献するものである。これらを踏まえることで、知識科学領域の知見の有用性

の蓄積と、分析から導かれる有用な学術的、実務的な示唆の提供をもって学術・

実務に貢献するものである。 

 

 

1.6 本論文の構成  

 

 本論文は、本章を含め以下の７章によって構成されている。 

 第１章である本章では、組織を取り巻く環境変化に応じて機敏に対応をとっ

ていく必要のある現状とそれを迎える組織がイノベーションの受け入れに対し

術を持たないことを述べ、本研究の狙いと意義を説明し、リサーチ・クエスチョ

ンの設定を行った。 

 先行研究を捉える２章では、まず、関連周辺研究の概観を捉え、本研究の位置

づけを定める。さらに先行研究の取り組みが本研究にどの程度サポートできる

のかを確認し、考察に援用する理論的枠組みと本研究で用いるモデル化につい

て論じる。 

 第３章の研究方法では、本研究は２つの研究を組み合わせて構成することを

示し、本研究のデザイン、研究対象、データ収集、分析の方法および分析の枠組

みを示す。 

 第４章では、研究１の分析結果を示す。 

 第５章では、研究２の分析結果を示す。 

第６章の考察では、研究１と２で得られた結果を統合し、考察を行い、日本の

ソフトウエア開発組織のアジャイルの採否を巡る状況を論じる。また、本研究の

リサーチ・クエスチョンに対する回答の準備をここで行う。 

 第７章では、３つの SRQ と MRQ の回答を示し、そのうえで、理論的・実務

的含意を示す。加えて本研究成果の制限を述べ今後の研究課題を示す。 
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第２章 先行研究レビューと理論的枠組み 

 

2.1  はじめに 

 

 本章では、本研究の対象領域と周辺領域に関する先行研究のレビューと本研究

で明らかにする領域を示し、どのような理論的貢献を行うのかについて述べる。

それらを踏まえ、援用を試みる理論的枠組みの提案と追跡する事象を把握する

ための概念によって構成するモデル化を研究に供すこととする。 

 本研究を進めるうえでの基本的な考え方として、実用的な方法論や思考のア

プローチを指向する哲学的な立場1に立ち、洞察を得ようとしている。また、本

研究における調査対象に対するアプローチは、マネジメントスタディで蓄積さ

れる知見とそれにとどまらず他の研究領域から得られる洞察も取り入れ、既出

研究では見落とされがちな点に焦点を絞ることを基本的な考え方とする。この

アプローチは、組織と戦略の研究領域の組織レベルの行動と個人レベルの行動

との関係に着目する(Seki and Kohda, 2019)ことが多い。例えばダイナミック・ケ

イパビリティ(Teece et al., 1997)や両利きマネジメント（例えば Rogan and Mors 

(2014)）を含む研究領域では、この類のアプローチをミクロファウンデーション 

(microfoundations; Foss et al., 2016 ほか)と称す。ミクロファウンデーションとは、

個レベルの要因が組織にどのような影響を与えるのか、個の相互作用がどのよ

うに創発的、集団的、組織的な成果やパフォーマンスにつながるかに関心を持ち

(Barny and Felin, 2013)、集団概念を解き明かす(Felin et al., 2015)ことを指向する

研究のムーブメントである(Seki and Kohda, 2019)。そこでは心理学や組織行動学

といったミクロな学問分野との連携を模索する一方で、ミクロな学問分野で焦

点を補完するユニークな問い、仮定、理論メカニズム、独立変数／従属変数のセ

ットを特徴としている(Felin et al., 2015)。Foss et al. (2016) によると、ミクロファ

ウンデーションは、特に、ダイナミックケイパビリティ、ソーシャル・キャピタ

ルといった高次の概念を低次のレベルで理解することに焦点をあてるといわれ

る。本研究はこれらの指向をもって従来のマクロレベルで見落とされがちな事

象を、他の研究領域から得られる知識的洞察をレンズにして解き明かすもので

ある。  

 まず、研究の対象になる事象を生み出しているアジャイルソフトウエア開発

手法とその研究について触れる。続いてマネジメントスタディにおけるイノベ

ーションの受け入れにかかわる先行研究のレビューを踏まえ、本研究の位置づ

 

 
1 「プラグマティズム」と称される。 
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け、援用する理論的枠組み、および本研究で行う研究対象の概念化とモデル化に

ついて整理を行う。   

 

 

2.2  アジャイルソフトウエア開発手法の現状の捉え方 

 

アジャイルソフトウエア開発手法（以下アジャイル）は、ソフトウエア開発の

プロセスであり、従来からの開発手法であるウォーターフォールとは異なる柔

軟性を重視する方法論と言われる。また、アジャイルはソフトウエア開発におい

てイノベーションを促進する手法として捉えることができる。その理由として、

顧客のニーズを重視し顧客の要望に対応を迅速にとることで顧客価値の高いプ

ロダクト、サービスを提供することが可能となり、顧客との共創的なイノベーシ

ョンを促進するための手法と位置付けることができるためである。このように

アジャイルはイノベーションを促進する手法ではあるが、一方で、ソフトウエア

開発をする組織にとっては従来の手法とは異なる新たな手法であり、ソフトウ

エア開発を行う組織は、新たな手法を採用することで、顧客との価値共創が促進

される。Zaltman et al (1973)は、イノベーションを「採用」の側面に立脚し、あ

る単位（例えば個、組織）によって新しいと知覚されたすべてのアイディア、実

践、物質的人工物をイノベーションと捉えている。本研究においても、アジャイ

ルを個や組織が新しいと知覚するアイディア、実践として、これをイノベーショ

ンとして捉えることとする。 

 アジャイルに関する様々な研究領域の中の一つとして、アジャイルの採用を

テーマにする研究が欧米で行われている。特に採用の試みの失敗、および、組織

文化、管理、人材に関連するアジャイルへの移行の課題は特に産業界からの経験

的な報告がされている。Hoda & Noble (2017)によると、一般的に欧米では、アジ

ャイル開発の実践を選択、あるいはアジャイル採用を行うことは、組織において

は一度限りの選択プロセスであると理解されているという。それでは個々の組

織がアジャイルへの移行するペースやそこで生まれる効果を説明できないと疑

問を呈し、５か国にまたがるアジャイル実践者を対象とした研究が行われた。

(Hoda & Noble, 2017) これは、組織が「アジャイル（迅速）」になるために「ソフ

トウエアの開発における実践」、「チームにおける実践」、「マネジメントアプロー

チ」、「内省的実践」、「文化」という５つの次元にまたがる継続的な移行のプロセ

スがあることを指摘する研究である。このような研究の背景、動機から理解でき

ることは、欧米においても、アジャイルへの取り組みは、多くの企業が足並みそ

ろえて取り組んでいるわけではなく、企業レベルではなくプロジェクトレベル

で進展することが実態であろうと推察できることである。つまり、「わが国は遅
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れている」と捉える日本から見ると、アジャイルは、欧米では採用が一律に、さ

らに急速に進んでいると想像もするが、実際は、様々な要因を踏まえながら移行

が進んでいることがうかがえる。 

残念ながら、上記の研究対象になった５か国に日本は含まれてはいない。日本

の状況について、一般的に入手ができる情報を整理すると、２０１７年時点での

日本において、４，５６４プロジェクトを対象とした調査ではウォーターフォー

ル型の採用率が９７．４%（独立行政法人情報処理推進機構, 2018）という状況

であるとされている。つまり、新たな手法の取り組みは僅か３％にも達しない状

況である。先述の Hoda & Noble が捉えた２０１７年時点での欧米でのアジャイ

ルの展開がある程度の進展があったとした場合に比較して、日本での展開は確

かに遅れていることを推察できる。２０２２年のプロジェクトマネジメント協

会（PMI）日本支部による会員コミュニティ内でのプロジェクトマネージャー、

エンジニア、PMO 職種の人材３０４名に対するプロジェクトマネジメント実態

調査によると、所属企業組織におけるアジャイルへの取組は、導入済とする企業

は４５%とされる。ただし分析では、一部の要員体制に留まり、この傾向は例年

続いている（成田, 2023）という。また、アジャイル経験者が友人や同僚にアジ

ャイルを勧める可能性の指標もマイナスの傾向を例年示している（成田, 2023）

という。同じく２０２２年に行った日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）

による東証上場およびそれに準じる１，０２５社の企業の IT 部門長への調査に

よるとアジャイルを導入済と回答する企業は１６．６%となっている(日本情報

システム・ユーザー協会, 2023, p.207)。以上のように、調査の主導、調査対象、

調査の母体であるコミュニティの違い、例えば、プロジェクトマネージャーによ

って形成されるコミュニティにおける調査と、上場企業のＩＴ部門長に対する

調査では、その実態把握のレベル感が異なることは推察できる。アジャイルはソ

フトウエア開発の手法という位置づけで把握されることから、組織の上層、つま

りマネジメント視点ではアジャイルの受け止め方は高くはないと把握する必要

性もある。つまり、現状の日本におけるアジャイルの実態は、上述の各調査の結

果が示す現象を踏まえ、本研究では、現場の開発リーダーである「個」は採用し

ているとしても、「組織」としてはその採用を決めていないと仮定する。 

これらのアジャイルの実態把握を巡る実情に加え、ソフトウエア開発の手法

としての「アジャイル」が、経営層を交えたマネジメントレベルで話題になるこ

とも多くはない。よってマネジメント視点で日本のアジャイルが足踏みする現

象を説明する研究の蓄積は期待ができそうもない。但しその一方で、「イノベー

ション」に対する組織の捉え方、マネジメントの捉え方を導くマネジメントスタ

ディの蓄積が示す理論あるいは仮説からの示唆は決して無視できない。まずは、

組織は「イノベーション」を受け入れることに対しこれまでどのように捉えてき
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ているのか。マネジメントスタディを通してこれを紐解くことから始める。次節

にてマネジメントスタディの視点でイノベーションの受け入れにかかわる先行

研究と研究アプローチを概観する。 

 

 

2.3  イノベーションの受け入れにかかわる研究アプローチの概観と本研究の位

置づけ 

 

 ２１世紀を２０年以上超えた現在、産業における概念としては「モノ」に加え

「サービス」が明確に加わり、新たな研究対象となる領域が拡大している。特に

サービスのイノベーションは、組織におけるプロセスから創発されるイノベー

ションもあれば、組織において新たなイノベーションを受け入れ、既存のプロセ

スを変化させる事象もあり、これらは組織においては一般的な事象となってき

ている。「組織」において、組織外にあるイノベーションを如何に、どのように

受け入れるのか、特にサービス組織を含め今現在の組織におけるイノベーショ

ンの受け入れについて捉えようとした場合、その研究の全体像はどのようにな

っているのであろうか。前述のとおり領域が拡大していることを考えると従前

の組織を対象にしたレビュー研究（例えば Crossan et al.(2010)）に頼ることはで

きない。そこで、２０１０年から２０２１年にいたるイノベーションをキーワー

ドにしたマネジメント系文献のうち高引用文献を対象に抽出を行い、組織のイ

ノベーションの受け入れに関わる研究の概観を把握することを試みる。 

 

 

2.3.1 イノベーションの受け入れにかかわる研究アプローチの概観 

 

 マネジメントスタディにおける組織のイノベーションに関する研究は、イノ

ベーションと企業組織のパフォーマンスの関係についての研究が主流であると

いえる。これらは調査対象を量的な分析によって一般化を目指す研究である。そ

れに追従する形でイノベーションが企業に普及することにフォーカスを当てる

研究とイノベーションの受け入れ能力が研究のスコープとしてあげられる。こ

の受け入れ能力の研究は、組織の受け入れ能力とリーダーの受け入れ能力に分

けられる。イノベーションの受け入れについては、組織における「吸収能力」（理

論）(Levinthal(1990)ほか)を援用し、いかに外部の知識を獲得するかを追求する

研究文献に被引用数が集まる傾向にある。また、イノベーションの受け入れとい

う場面においては、組織における課題を探索的に把握することを試行する研究
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は多く、その説明の裏付けを、枯れた理論的枠組みを用いるケースと、新しい概

念、理論的枠組みを用いて説明をするケースの両面が見受けられる。 

 図 1 に組織のイノベーションの受け入れを取り巻く研究とそれを支える理論

的枠組みを整理した。この図において、便宜的に組織のイノベーションを受け入

れる研究領域における枠組みを「組織」、「ミドル・マネジメント」、「トップ・

マネジメント」とし、それらを取り巻く理論的枠組みとこの１０年の間で注目さ

れている研究をマッピングした。なお、注目の指標として１０年間で５０回以上

の被引用数を持つ文献、終端２年(2020,2021)で１０回以上の被引用数を持つ直

近の発表文献を対象にした。なお、主たる理論的枠組み以外で述べられるトピッ

クスを枠外に記載した。図 1 をバックグランドに、組織のイノベーション受け入

れを取り巻く研究領域で解明が進んでいる領域について以下に記していく。 

 

 組織のイノベーションの受け入れを取り巻く研究で解明が進んでいる領域で

は、まず「トップ・マネジメント」と「組織」においては、マネジメントスタデ

ィでは通常トップダウンマネジメントの考え方が支配的である。但し、オペレー

ションマネージャらがボトムアップで進行するイノベーションを推進するケー

スに注目する研究もあり、そこではミドル・マネジメントがトップ・マネジメン

トと組織間におけるイノベーションの受け入れに影響を及ぼすことが指摘され

ている。さらに、「組織」領域では、外部からの知識を取り入れ、さらにそれを

既存の組織知に結合させる能力、それを自らそうさせる必要性（自らのイノベー

ション）を持つことを指摘している研究が顕在化している。さらに組織がもつ認

知として「脅威」、「ビジネス機会」、「リスク」に関わる経験知があり、それ

らが外部の知識の探索へと影響することの理解も進んでいる。その際、知識探索

の幅や深さについては、プロセスイノベーションにおいて、組織が行うプロセス

イノベーションの探索はその幅が狭く、かつ深くなる傾向があることで理解が

進んでいる。 

「トップ・マネジメント」領域では、イノベーションに対する障壁と、ミドル・

マネジメントとの共同化の重要性についての議論がある。これらによる組織の

文化的統制を制御することがイノベーションの受け入れに影響を及ぼすことが

示されている。トップ・マネジメントは、イノベーションの障壁を理解すること

は、それがダイナミックな能力を有する組織の設計に影響することが指摘され

ている。イノベーションを受け入れることに対する「障壁」については、その存

在を理解することの重要性に触れられている。 
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2.3.2 本研究への示唆 

 

この１０年間の先行する研究から、組織がイノベーションを受け入れるため

に、事業組織とマネジメントが取り組むべき示唆や研究アプローチの把握が可

能である。例えば、マネジメントスタディはアプローチの仕方として、アッパー

エシュロン2に傾倒する傾向があり、イノベーションの主導はトップダウンマネ

ジメントであることを前提とする考えが支配的ではあるも、そうではないパタ

ーンや今後の研究に対する示唆も存在する。加えて、イノベーションの受け入れ

には何等かの障壁が存在する。例えば、その障壁はどのようなものであり、その

障壁をどのように乗り越えるのかといった組織における障壁克服過程の解明は、

実務的に組織のイノベーション受け入れに重要な示唆をもたらす可能性がある。

例えば、Bocken and Geradts (2020)は今回の研究対象である１０年間のなかで唯

一「障壁」という概念を扱う高引用文献であり、イノベーション（ここではビジ

ネスモデルイノベーション）を受け入れる組織的なダイナミックな能力を得る

ための組織設計にフォーカスを当てている。ここで捉える障壁は、組織設計に影

響を与える要因として「制度的」、「戦略的」、「運用的」な要因に注目してい

る。それぞれの要因が複雑に関係していることは当該文献に説明があるが、その

具体的な対策について、例えばどの障壁がどの程度影響するかという側面での

説明はこの研究では言及していない。実務的な示唆を求めるならば、障害の特定

とその評価等に注目することで、組織のイノベーション受け入れにおけるさら

なる提案や示唆をもたらす研究領域となる可能性がある。 

Elbashir, Collier and Sutton (2011)はトップ・マネジメントと組織の間の関係の

中で、オペレーションマネージャあるいは業務管理者であるミドル・マネジメン

トの存在を捉え、ミドル・マネジメントがもたらす組織のイノベーション受け入

れにおける影響を指摘している。マネジメントスタディは一般的にはイノベー

ションの推進はトップ・マネジメントに集中する傾向もあるが、Elbashir らが扱

った事例では、業務管理者によって、ボトムアップ事案を推進することを取り上

げている。このように、ミドル・マネジメント層はイノベーション推進の役割が

期待される立場であることへの理解をする。しかし、一方でミドル・マネジメン

トがイノベーション受け入れ推進の障壁となり得る可能性も考えられ、これら

について本研究では追って後の 2.4.3および 2.4.4項にて改めて議論を行う。 

 

 

 

 
2 ここでは上層部としての意味であり、「アッパーエシュロン理論」を指してはいない。 
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2.3.3 本研究の位置づけと貢献 

 

 前節の日本におけるアジャイルの現状を踏まえると、日本のアジャイルは現

場組織が主導する導入が想定される。その場合、現場組織にとっては組織外にあ

る知識を組織に受け入れることになる。組織のイノベーションの受け入れを取

り巻く研究と理論的枠組みの全体像を示す 図 1に本研究の位置を当てはめると、

知識（イノベーション）から組織知に伸びる図中※2を付した点線矢印で示す関

係に位置する。そこでは外部の知識を従来の組織知に作用させる事象を取り上

げることになる。この事象には、組織が外部の知識を受け入れる際に想定できる

「障壁」があり、受け入れるにはこの障壁を克服することが求められる。一方で、

図 1 における外部の知識を求める事象を追跡する先行研究は「障壁」については

触れてはいない。また、図 1 に記される先行研究によって取り上げられる障壁

は、Bocken らが提案したトップ・マネジメントが理解すべき障壁であるが、本

研究が想定すべき障壁はこれとは異なる概念を想定する。さらに、本研究は、調

査対象はサービス組織として見立てるが、ではサービス組織がイノベーション

を受け入れるということは、それはどのようなことなのかという整理が求めら

れる。このように、日本におけるアジャイルの採否を巡る事象を本研究が考察し

ていくうえで、トップ・マネジメントによるトップダウンオペレーションという

考え方に支配されるマネジメントスタディおよび枯れた理論的枠組みだけでは、

深い洞察に向けての準備としては乏しい。 

以上のように、先行研究では触れない領域にアプローチし、組織におけるイノ

ベーションの受け入れに関する新たな次元での理論的貢献を目指し、本研究が

追及するテーマの考察を進めたい。そこで、本研究おいては、実用的な方法論や

思考のアプローチを指向する哲学的な立場に立ち、実用的な洞察を得るために、

複数領域の先行研究とそこで導かれる理論、仮説を援用しながら考察を行うア

プローチをとる。 

 

 

 本研究において、アジャイルの採否を巡る事象の分析、あるいは考察するうえ

で援用する理論的枠組みは、図 1 における先行研究が依拠する理論的枠組みを

参考にしながら、ここに上がる以外の研究領域からも援用を求める。具体的には、

組織学習と（トップ・マネジメントによる）意思決定、イノベーションの普及理

論、ミドル・マネジメントにかかわる先行研究と理論的背景および仮説とそれら

のレビューを行う。理論的背景の整理の方向性と、本研究が目指す理論的貢献を

下記に整理し、次節では具体的な議論を行う。 
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＜援用する主たる理論的枠組み＞ 

● 組織学習および意思決定 

日本におけるアジャイルの採用・普及に際し、組織学習と意思決定による考

察に援用し、当該理論体系の発展性を提示する。 

 

● イノベーションの普及理論 

日本の事業組織を社会的システムとしてとらえ、当該組織におけるイノベー

ションの普及を考察し、当該理論体系の適用解釈を拡大する。 

 

● ミドル・マネジメントにかかわる先行研究 

日本におけるアジャイルの採用・普及に際し、ミドル・マネジメントおよび

事業組織におけるバックオフィスが障壁になる具体的な事象を提示する。 

 

● 組織におけるプロセスとその硬直性 

ミドル・マネジメントおよび事業組織におけるバックオフィスが障壁になる

可能性を説明する理論的背景として援用する。 

 

＜モデル化＞ 

● 組織に属す個のイノベーション採用障壁のモデル化 

組織に属す個のイノベーション採用障壁のモデルを、先行する「個のイノベ

ーション採用障壁」概念を援用し、組織のイノベーション事例に適用し有用

性があることを提示する。 

 

● サービス組織としてのソフトウエア開発組織がアジャイルの受け入れプロ

セスのモデル化 

先行する「サービス組織におけるイノベーションの創造」概念を SDL から援

用し、サービス組織におけるアジャイルの採用モデルに適用することによっ

て先行研究の有用性を提示する。 
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図 1  組織のイノベーション受け入れを取り巻く研究とそれを支える理論的枠組み （筆者作成） 
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2.4  援用する主たる理論的枠組み 

 

 アジャイルの採否をめぐる事象の考察にむけ本研究が援用する先行理論・仮

説について個々議論を行う。 

 

 

2.4.1  イノベーションの採用に対する組織学習と意思決定 

 

（１）組織学習 

 本研究では組織のイノベーションの採用という概念を扱うが、「採用」という

概念を巡っては諸研究領域に応じてその捉え方が異なることが多い。組織学習

研究領域においては、組織の知識吸収能力(absorptive capacity; Levinthal and Cohen, 

1990)の視点でイノベーションを捉える研究が多い。つまり、組織の外部知識の

吸収能力が、組織が外部から新しい知識を吸収するための重要な因子であると

定め、吸収能力のレベルが高いほど積極的に新しい知識の吸収へ動く傾向があ

るとする。また、組織が持つ既存の知識が、外部の新しい知識、つまりイノベー

ションの採用に関わる影響について議論する（例えば、Fichman and Kemerer 

(1997)）。なお、組織の知識吸収能力をめぐりイノベーションの「採用」について

浜口(2002）は、「組織外から新しい知識を獲得すること」と「組織内で得られた

知識を普及させること」の意味が内包されていることを指摘し、これらを区別し

て前者を「組織外部の新しい知識を評価して吸収をすること」であり、後者は「組

織内で獲得された知識を一括管理して、関係者に普及させること」として、組織

学習研究領域における「採用」についての解釈を示している。本研究においては、

「採用」と「普及」は区別して用いることとする。浜口の指摘する組織外部の新

しい知識を評価して吸収することを「採用」とし、「普及」は組織内で獲得され

た知識を一括管理して関係者に普及させることとし、組織における「採用」と「普

及」を区別し、イノベーションの「採用」というワードがもたらす混乱を整理す

ることにする。「採用」と「普及」については追って後の 2.4.2 項で再び触れるこ

ととする。 

 

 Attewell (1992)は、複雑な、組織を取り巻く組織学習の負担が、イノベーショ

ンの普及を阻害する「知識の障壁」(knowledge barriers; Attewell, 1992)を作り出す

ことを指摘し、多くの組織が知識の障壁が十分に低くなるまで採用を延期する

ことを主張した。特にそれらは、イノベーションを効果的に利用するために必要

なノウハウや知識の吸収が企業にとって大きな負担であることに起因する。そ

の一方で、これは組織にとっての外部知識、すなわちイノベーションを供給する
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機関にとっては、時間の経過とともに知識の障壁を低くするメカニズムを開発

することで普及を積極的に促進することにつながるとも説明をしている。ただ

し、Fichman and Kemerer (1997)は、Attewell のモデルは知識の障壁が十分に低く

なるまで多くの組織がイノベーションの採用を先送りすることについては説明

するが、知識の障壁が高い場合でもイノベーションの採用をする期待や事象に

ついては言及がないことを指摘している。その指摘の背景に、Fichman らは、知

識の障壁があっても組織学習の負担が低くなればイノベーションを起こす可能

性を述べている。具体的には、（１）学習に向かう組織の規模は、学習のコスト

の償却に寄与すること、（２）組織がもつ関連知識と多様性は、知識を獲得する

ためのリスクや努力が表面化しないように作用すること、さらに（３）組織が持

つ関連知識は必要な学習の総量を低下させることとした。Fichman らは総じて、

学習に向かわせる組織の規模、関連知識、多様性が大きいほど、イノベーション

の組織への同化と維持の可能性が高いことを説明し、組織学習と「採用」の関係

を論じている。ただし、Fichman らは（１）については経済的な側面でのコスト

を、（２）（３）についてはいずれも関連知識に関するものであるが、（１）の組

織の規模が広がることによって関連知識を共通に持つことの課題は無視されて

いる。大規模な組織で関連知識を共通に持ち続けるための仕組みについて

Fichman らは説明していない。つまり本研究の指摘は、Attewell(1992)も、知識の

障壁に関して、採用の対象技術のバリエーションやそれを取り巻く環境につい

ては言及をしていない。また、組織内部の異なる部署間での学習にかかわるコミ

ュニケーションとその影響や、部署間で影響を及ぼす可能性のある何等かのダ

イナミクスについては説明をしていない。よって、Fichman らが指摘する組織規

模、関連知識、多様性が、対象とする技術や、取り巻く環境による影響が存在す

る可能性がある限り、必ずしもイノベーションの組織への同化が進むことは容

易には言えない。 

 さて、仮に組織のイノベーションの採用プロセスがあるとすれば、前述のよう

な浜口や Attewell と Fichman らの主張に頼れば、組織学習、具体的に知識の吸

収能力をめぐるイノベーションに関する彼らの議論はイノベーションの組織へ

の同化、普及のプロセスがそのスコープであり、これらを持ってしてイノベーシ

ョンの採用としていると把握することになる。本研究の着目は、組織への同化・

普及のプロセス以前にあるイノベーションの採用決定に至るプロセスも含め組

織への同化、普及プロセスへの接続についても議論をすることを加えておく。 

 

（２）意思決定 

 Zaltman et al. (1973) はイノベーション・プロセスを「始動」と「実行」と名付

ける 2 つの段階があると定義し、本質的な変革はイノベーション・プロセスの
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第２段階である実行の段階で起こっているとした。ここでの「実行」は前項で取

り上げたイノベーションの「同化」と「普及」のプロセスを指すことと理解もで

きる。ただし、Zaltman らはこのことで、実行段階のみが重要であることを意味

するものではないことを主張し、イノベーション・プロセスの「始動」における

イノベーション・プロセスを駆動させる意思決定が重要な要素であることを位

置付けている。 

Zaltman らによると、始動段階での進み方は、意思決定のパターンによって異

なるという。意思決定のパターンは２つに区分され、（１）権威的意思決定と（２）

集団的意思決定と考えられている。この類型にむけた基本的な尺度は、組織の構

成員が始動の段階に参加することができるか否かの程度である。権威的意思決

定は、基本的には組織において卓越した力を有する地位にある者によって構成

員に押し付けることを意味するものである。さらに権威的意思決定においては、

２つのタイプの区分を示し、それらは、(a)構成員の参加を伴う権威的意思決定

（参加型アプローチ）、(b)構成員の参加がない権威的意思決定（官僚的アプロー

チ）の２つである。さらに、参加型アプローチはイノベーションへの抵抗を減ら

すことができることもあるとしている。また、参加型アプローチがイノベーショ

ンを促進させるのは、組織の構成員が自らの努力と引き換えに得られるいくら

かのベネフィットと報酬を感じているときのみであることも指摘している。 

 以上のように、イノベーションの意思決定においては、権威者による意思決定

が効率的(Zaltman et al., 1973, 邦訳書 p.81)であると言えるが、さらに参加型アプ

ローチで構成員が参加することによる実行段階に及ぼす影響は、官僚的アプロ

ーチに比して大きいことは容易に予想される。つまり、意思決定者が参加型アプ

ローチをとるという背景として、その後の実行段階を見据えて構成員をあらか

じめ巻き込むことで、合理的な意思決定を指向するものと理解できる。さらに実

際の始動段階において構成員が持ち込む知識、すなわち理想的には現場での形

式知・暗黙知が意思決定者と知識創造(Nonaka, 1994)的に共有されることでイノ

ベーションの採用の始動という段階を踏むことも考えられ、その創造行為自体

が実際に起こるのか否かについても議論の対象になろう。なぜなら、この「始動」

におけるプロセスがなければ組織のイノベーション・プロセス全体が駆動しな

いためである。ただし、Zaltman らは権威者による意思決定を駆動の源に位置付

けているように見受けるが、組織におけるイノベーションの組織駆動の源は全

てトップからであるとは絶対視できない前提で改めて考える必要がある。 

 

これらを踏まえ、本研究は、参加型アプローチにおける組織をイノベーション

へと駆動させる要因は権威者にあるのか、あるいは参加型アプローチで参加し

ている構成員にあるのかに注目する。また注目すべきは、その駆動させる背後に
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あるものは何か、という点にある。これらは、なぜイノベーションを採用するの

かというイノベーション・プロセスを駆動させる組織における動機、そしてそれ

を支える要因はイノベーション・プロセスにおいて重要な意味を成すものであ

る。これらは組織を取り巻く環境に対する意思決定者の認知によって導かれる

ものでもあることは旧来意思決定に関する先行研究が導いている（例えば、

March and Simon(1993)）とおりである。ただし、アジャイルの採用について、採

用に関与する組織と個が認知する事項およびそこから導かれる駆動プロセスの

源泉を明確にしておく必要がある。それらはイノベーションに関する組織にお

けるプロセスに影響を与える重要な要因となる可能性がある。 

 

 

2.4.2  イノベーションの普及 

 

 2.4.1では「採用」というイノベーションを巡る段階におけるイノベーション

を採用にかかわる組織学習とイノベーションを採用する意思決定に関して本研

究での着目を述べた。この節では「採用」を踏まえて時間経過上の次の段階とし

て「普及」に関する理論的背景を考える。 

 Rogers(2003)によると、「普及とは、イノベーションが、あるコミュニケーショ

ン・チャネルを通じて、時間の経過の中で、社内システムの成員の間に、伝達さ

れる過程である」としている。ここで、「イノベーション」、「コミュニケーショ

ン・チャネル」、「時間」、「社会システム」をイノベーションにかかわる主要４要

素としている。 

 Rogers による「イノベーション」は、個人あるいは他の採用単位によって新し

いと知覚されたアイディア、習慣であり、個人にとって新しいものと映れば、そ

れはイノベーションとしている。普及は、コミュニケーションの特殊な形式の一

つとしており、イノベーションを巡る個人（ないしは構成単位）を結びつけるコ

ミュニケーション・チャネルを通して、イノベーションに関する情報が伝えられ

る。これらの情報交換の関係がイノベーションを受け手に伝達する状況並びに

伝達の効果を決定する(Rogers, 2003)という。時間に関する点として、Rogers は

「社会システム」とともに「イノベーションの決定過程」について触れている。

社会システムは、新しいアイディアの普及に重要な影響を及ぼすとしている。こ

れは、例えば社会システムの個々の成員、または社会システム全体によって、採

用あるいは拒絶される。この場合は集合的な意思決定ないし、権限に基づく意思

決定がなされてからイノベーションが採用される。ここまで、Rogers が説明す

る概念はほぼそのままの形で記したが、本研究で Rogers を援用するうえで、本

研究における解釈を行った。次にそれらに触れておく。 
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本研究における「採用」は、ここで Rogers がいう「採用」とは意味が異なる。

「採用」は①現場リーダーによる「採用」と②事業組織としての「採用」を仮定

し、それぞれを本研究では区別する。理由は、組織の個が採用するのか、あるい

は組織が採用するのかという曖昧さが、「日本のアジャイルの普及」を不明確に

していると本研究は捉え、これらを区別する。これを踏まえ、Rogers が社会シス

テムにおける「採用」を語るうえで、Rogers は②を意味していると捉える。一方

で、本研究では①を意味する。①においては、①’として次に事業組織における

展開・普及の段階があり②に至ると仮定している。そのため、①’の展開・普及

のプロセスについて、Rogers が説明するところの普及理論に頼ろうとしている。   

遡って、「イノベーション」の定義について、「個人あるいは他の採用単位によ

って新しいと知覚されたアイディア、習慣」とする Rogers の説明に本研究は則

ることとする。 

 

 

2.4.3  ミドル・マネジメントを巡る議論 

 

 マネジメントスタディの多くは暗黙的に「アッパーエシュロン的3」なアプロ

ーチに傾いているように見受けられる。その意味は、組織のトップ・マネジメン

トに焦点を当て、経営陣が組織内で特別な役割や影響力を保持することを前提

にし、組織を効果的に運営することやその成功に向けて考慮すべき点を提示す

ることを指向している。例えば、「トップダウンモデル」は、まさにトップ・マ

ネジメントが意思決定の中心であるというアッパーエシュロンの視点によって、

この古来のマネジメントスタイルは支持されるであろう。言わばマネジメント

スタディをほぼ支配している考え方によって、場合によっては組織内の各部門、

ミドル・マネジメント、彼らの意思についてはフォーカスから外した結果をもた

らす可能性がある。 

 

（１）マネジメントプロセスにおけるミドル・マネジメント 

 これに対し、「ミドル・マネジメント」に対する研究、注目が全くないという

ことではない。古くは、Likert(1961)はミドル・マネジメントを、人・人、人・組

織、組織・組織をつなぐ役割としてその重要性を説くことから始まり、野中・竹

内（1996）も組織的知識創造におけるミドルの重要性を主張し、「トップダウン

モデル」、「ボトムアップモデル」を否定する「ミドル・アップ・ダウンモデル」

によるマネジメントを提案している。 

 

 
3 脚注 2 と同じ。 
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Likert と同じ時代、社会科学者である Homans は集団の中のミドル層の保守性

について触れ、高い社会的身分を望みながら、一方で現状の権利を失うことに怯

える不安定な立場であることを説明している。(Homans, 1961, 邦訳書 p.486) こ

のように組織におけるミドル層は、いつでも安定したパフォーマンスを期待す

ることは難しい特性を持つ可能性がある。なお、Wooldridge et. al. (2008) の整理

によると、1980 年代から戦略プロセス研究の中で研究の対象にミドル・マネジ

メントやその他の中堅レベルの専門家も含まれ、ミドル・マネジメントは、トッ

プ・マネジメントと現場との間の重要なインターフェースとして注目が始まっ

ている。特に、これらの年代の初期の段階では、変革に対する抵抗の源泉として

注目がされていたが、その後変革の主体である可能性が強調されるようになっ

た(Wooldridge et. al., 2008) という。ここまでの研究では、ミドル・マネジメント

が戦略の策定と実行をつなぐ架け橋であり、ミドル・マネジメントが戦略策定に

おいても関与することが望ましいという主張が展開されてきた。（佐々木,2014）

ただし、佐々木（2014）による調査では、日本のミドル・マネジメントの動きは

自律的な戦略イニシャチブによる効果をもたらしていないことを説明している。

具体的にはトップ・マネジメントのリードありきで、ミドルの積極的な創発は期

待できないという論調である。日本企業におけるミドル・マネジメントが優秀で

あることの主張は、1980 年代の日本企業を振り返り多くの文献 (例えば野中・

竹内 (1996)) でなされてきているが、沼上ほか (2007) は日本企業の濃密な社

内ネットワークこそが日本企業の組織を重いものにし、それがミドルの機能を

制約してしまっていることを指摘している。これらが示すこととして、ミドル・

マネジメントに期待する機能も低下傾向にあることと捉えることになる。 

 

（２）ミドル・アップ・ダウンモデルの効果 

 野中・竹内(1996)が主張する「ミドル・アップ・ダウンモデル」は、トップ・

マネジメントと第一線マネージャーを結ぶ戦略的「結束点」(野中・竹内,1996)

として定義しているが、それはトップ・マネジメントを起点とするモデルである。

つまりトップダウンの派生モデルとしては機能するが、ボトムアップの派生モ

デルとしては機能しない。具体的には、ミドル・アップ・ダウンモデルは、トッ

プのビジョンを、第一線社員の間に入ったミドル・マネジメントが「ある概念的

枠組みを与え、自らの経験の意味を理解できるように彼ら（第一線社員）を助け

る」（野中・竹内,1996, p.193）ための「第一線社員が理解でき実行に移せるよ

うな具体的なコンセプト」（野中・竹内,1996, p193）を作り出すことが求めら

れており、そこには、ボトムアップから駆動するボトム起点でのミドル・マネジ

メントが果たす役割は説明されていない。つまり、トップ・マネジメントによる

駆動、例えばトップの役割は壮大な理論（grand theory）を作ること（野中・竹
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内,1996,p.193）であるとすると、トップ・マネジメントがビジョンを示すこと

がなければ、ミドル・マネジメントは優秀であったとしても組織のためには駆動

しない可能性をも示唆するものである。加えて、前述した沼上ほか(2007)および

佐々木（2014）の日本のミドル・マネジメントに関する説明が、変革に向けたミ

ドル・マネジメントのあるべき姿に対し期待より下回る状況であることとする

と、更に日本企業の活動から導かれた「ミドル・アップ・ダウンモデル」は、今

となってはある一部の事業組織での事象に留まるということも否めない。 

 

（３）ミドル・アップ・ダウンモデルによる組織的創発活動 

ミドル・アップ・ダウンモデルというマネジメントプロセスモデル（野中・竹

内,1996、p.238）は、野中・竹内(1996)が主張する組織的知識創造が起こる最良

の環境を提供する（野中・竹内,1996, p.238）という。つまり、ミドル・アップ・

ダウンモデルを駆動させるミドル・マネジメントは組織的知識創造プロセスが

促進することに重要な役割(野中・竹内,1996,p.190)を果たす（野中・竹内,1996, 

p.238）という主張である。そうであれば、ミドル・アップ・ダウンモデルの施

行と組織的知識創造に関する施行の間にはある程度の相関があることも想定さ

れる。このことから、ミドル・マネージャーによる組織的知識創造プロセスが稼

働しているか否かに注目する必要もある。本研究では、日本のナレッジマネジメ

ントが単なる情報共有から一歩進んだ創発的な活動を組織的に行われているか

否かに注目をし、ミドル・アップ・ダウンモデルの可用性について議論をする。 

 

 

2.4.4  組織におけるプロセスとその硬直性 

 

 事業組織に属すスタッフが、労働、設備、技術、情報といった事業組織が持つ

資源のインプットを価値の高いプロダクトやサービスに変換するとき、組織は

価値を生み出す(Christensen & Raynor, 2003, 邦訳書 p.225)という。組織がこのよ

うな変換を実行するために行う連携、意思伝達、意思決定等の行為のパターンを

プロセスと称することでその実態に近づき理解を進めることができる。これら

プロセスは、文書化されているような公式なプロセス、習慣化された非公式なプ

ロセスがありそれらが組織文化を構成する(Christensen & Raynor, 2003, 邦訳書 

p.225-226)とも言われている。これらプロセスやルーチン4 は、目につきにくく、

新成長事業に役に立つのか、妨げるのかは判断しづらいとされる。そのため新事

 

 
4 本研究では「ルーチン」として称する場合もあり、特別な断りをしない限りこれら「プロセ

ス」、「ルーチン」は基本的な考え方は同じ(Christensen & Raynor, 2003 邦訳書 p.226)とする。 



25 

業の構築で失敗する理由として非常に多いとされるのが、不適切なプロセスが

用いられること(Christensen & Raynor, 2003, 邦訳書 p.227)と指摘される。 

 事業組織を俯瞰的にとらえると、環境変化に対する察知はトップ・マネジメン

トの責に帰結する。ただし、一方で、なぜ、不適切なプロセスを用いてしまうの

か、問題の源泉は何にあるのかという示唆は学術的な整理の上で提示をしてい

く必要がある。 

 

（１）硬直化 

新たな事業に不適切なプロセスを用いてしまうことについて、Gilbert(2005)は

事業環境が変化することに対する事業組織の反応において発生する「ルーチン

の硬直化」で説明をしている。Gilbert(2005)は、まず、事業組織が持つ「慣性」

は二重構造であることを主張している。それをリソースの硬直化とルーチンの

硬直化と捉え、事業組織が脅威を認知した際に、これらの間がパラドックス（逆

説）の関係になることを説明している。それは、事業環境変化に対しそれを組織

が脅威と認識してリソース（投資パターン、人的配置）を緩めても、ルーチン（リ

ソースを使用する組織プロセス）はそれに応じて変化しない、あるいはその硬直

化を強めるという。これは、一般的には事業環境の変化に対する「脅威」と認知

することが、不連続な環境変化に対するイノベーションの受け入れの制約を握

ると考えられていこと、つまり「脅威を認知」すればイノベーションへ組織が動

くであろうとする推察が、実は脅威を認知して「リソースを緩めて」も「ルーチ

ンが硬直する」という逆説事象が発生する。具体的には、外部環境の破壊的変化

を「脅威」と認識した場合、組織内では様々な変革が必要となる。例えば、コス

ト体系、顧客ネットワーク、製品の見直しである。ただし、脅威を危惧するだけ

だと、組織は、過って成功を収めた方針をより強化する傾向（ギルバート・バウ

アー, 2002, p.136）に進む。一方で、「脅威」ではなく「機会」と捉えたとして

も、組織内の認識は「脅威」ではないので誰もが変革の必要性を感じない。ここ

で起こっていることは、「ほかの誰かがものになるのか試してくれるだろう」（ギ

ルバート・バウアー, 2002, p.136）と考えてしまうことである。このことによっ

て、事業組織がイノベーション対応に失敗する可能性があることが説明される。

これまで「組織文化」とか「組織慣性」という雑駁なワードでとらえられていた

事象は、Christensen & Raynor がいう「ルーチン」に源流があり、さらに Gilbert

の指摘による「ルーチンの硬直化」によって、組織の中で起こりえる逆説（パラ

ドックス）という現象が源泉の一つであると捉えることができる。Gilbert はア

メリカ合衆国におけるデジタルメディアの台頭に対する新聞事業の成功と不成

功の事例でルーチンの硬直性の機序を説明した。Gilbert の主張は、恐らくは洋

の東西を問わず組織におけるイノベーションの場面で同様な指摘が可能である
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ことと受けとめることができる。では、ルーチンの硬直性は日本の事業組織では

どのように捉えることができるであろうか。 

 

（２）日本の組織における特性 

Collinson and Wilson (2006)は１９８０年代後半から２０００年前半の経済状況

の変化の中で、その変化に直面していた日本企業組織は硬直化していたと論じ

ている。ここでの硬直化とは、日本企業特有の組織に深く埋め込まれたルーチン

や慣行を指摘されている。Collinson らは、これらを「知識関連ルーチンの埋め

込み」と称し、社内外の知識ネットワークを支える社会的関係と密接な関係があ

ると述べる。さらに、それが日本組織の強さと弱さの源泉であることを論じてい

る。特に弱さの面においては、「知識関連ルーチンの埋め込み」は、日本の国家

的特性である系列ネットワーク、顧客に対する義務、終身雇用、伝統的な人的資

源管理における特質とともに、変化の時代における事業再構築に制約をあたえ

る要素として指摘する。つまり、組織の埋め込まれるルーチンはその硬直によっ

て、事業環境の変化に対する事業再構築を足踏みさせることを指摘しているの

である。ルーチンについて Gilbert は、Gilbert(2005)を著した後、事業を取り巻く

環境の変化が不連続であり、その環境下で内部プロセスと環境との間に一部で

も適合するものがあれば、手遅れになるまでそのプロセスの機能低下を組織と

して捉えることができない場合もある(Gilbert, 2006)ことに言及している。この

Gilbert の言及を勘案すると、外国からの視線で指摘をする Collinson and Wilson 

の説明は、彼らが主張した当時から既に２０年が経とうとしている現在の日本

においても、未だにルーチンの硬直性に支配をされていることを本研究に示唆

する。つまり、改めて現在の日本の事業組織の状況を洞察すると、事業組織で培

われたプロセス（あるいはルーチン）は組織内に広範囲に広がっており、不連続

な環境変化という名の付く先々の予測が困難な環境下、多くの事業組織内のプ

ロセスの中の一つが例え事業環境に適さなくなっていても、その他の事業組織

にあるプロセスが適合している、あるいは適合しているように見えれば、事業組

織のプロセスを組織として見直すことはしない、あるいは抜本的に変えようと

はしないということが脈々と継続されていると考えられる。特に日本において

はその組織の特性上、Collinson らが「知識関連ルーチンの埋め込み」と言い表

すように、組織に属す個に暗黙知的にルーチンが根付くことは、Gilbert が指摘

したルーチンの硬直化をさらに助長していると推察できよう。引き続き、事業組

織を俯瞰的にとらえて指摘した Gilbert や Collinson らの主張、説明を整理しなが

ら、前項で議論をした「ミドル・マネジメント」に遡り実組織における潜在的な

課題をさらに探ることとする。 
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（３）ミドル・マネジメントとの関係性 

 トップ・マネジメントが事業環境変化に対し脅威を認知していても、ルーチン

の硬直化（Gilbert, 2005）が起こる可能性がある。日本においてはさらに「知識

関連ルーチンの埋め込み」(Collinson and Wilson , 2006)によって、ルーチンの硬

直化が起こっていることを指摘される。その背景としては不連続の環境変化の

なかでは、組織内プロセスの一部でも環境に適応できていれば、組織プロセスを

見直すインセンティブが働かない。(Gilbert, 2006) またルーチンが暗黙知とし

て個に根付いている場合があることも本研究では前項にて推察した。 

このような事象、つまりどんな環境変化であろうとも、概ね組織内プロセスが

適応できていると捉えてしまえば組織のプロセスを見直すことをしないこと 

については、事業組織のプロセスを管理する機能や役割を指摘すべきであろう。 

具体的に指摘すべき対象は、組織としては、バックオフィスと称す販管部門、経

営企画部門といったトップ・マネジメントと現場の間に位置する部門であり、そ

れをマネジメントするマネージャーである。彼らは、トップ・マネジメントの脅

威認知に応じての対応、あるいは自らの認知に従ったトップ・マネジメントへの

報告の任にあたる役割を担っている。つまり、彼らはミドル・マネジメントと称

される組織階層において、トップ・マネジメントの下で事業や販管部門のマネジ

メントレイヤーに属すマネジメントである。これらの層、つまりはミドル層のマ

ネジメントは、ここまでの先行調査によれば、「ミドル・アップ・ダウンモデル」

(野中・竹内, 1996, p.190)で期待されるようなトップと現場との彼らが果たす

べき調整機能も、沼上ほか(2007)および佐々木（2014）らのミドル・マネジメン

トに関する指摘から、その不活性を本研究では指摘する。 

 

 先行研究で指摘される組織プロセスにおける概念として、この項ではルーチ

ンの硬直化、そして日本の組織における知識関連ルーチンの埋め込み、があるこ

とを示し、さらに、ミドル層の不活性について触れた。それらの概念を図 2 に整

理をする。Gilbert の指摘にあるルーチンの硬直化は、洋の東西を問わず起こり

える本質的な、かつ組織において潜在的な概念であろう。日本においては、

Collinson らの指摘にある知識関連ルーチンの埋め込みによる更なる硬直化を増

長させる独自の特性が加わる。つまり組織に属す個に暗黙知として根付いてし

まう特性であり、ルーチンの硬直化をさらに強化させる。それ故に、ミドル層、

つまりミドル・マネージャー、バックオフィスという部門自体が硬直化してしま

っていることを示す。図 2 は、潜在的にあったルーチンの硬直化がミドル層の不

活性によって顕在化しているとも表すことができる。ミドル層の不活性化が捕

捉できれば、ルーチンの硬直化が起こっていることを把握することもできる。こ

のことから、これらの硬直を増進させることに抑制をかけるには、事業プロセス
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の健全性の如何を感知するマネジメントや組織、すなわちミドル層による自律

的な修正機能とトップ・マネジメントとの脅威認識との同期活性化を促進・改善

に期待せざるを得ないが、それを指摘する研究蓄積は乏しい。 

 

 

 

図 2 組織におけるルーチンの硬直化 （筆者作成） 
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2.5  モデル化 

 

 本研究にて、アジャイルの採否をめぐる事象をとらえるために、主要な概念と

してイノベーションに対する障壁概念を取り上げ、準備を行う。また、サービス

組織がイノベーションをどのようにとらえるのかについて先行研究を援用し、

モデル化を進める。このモデルを用いることで、追跡する事象において想定され

る仮説を導き、研究対象を捉える準備を進める。 

 

 

2.5.1  組織における個のイノベーションに対する障壁のモデル化 

 

イノベーションに対する障壁（Barrier）の研究は、組織および個のレベルでの

蓄積がある。イノベーションの障壁を捉える目的は、概ね組織、個のレベルに共

通している。特に組織レベルに注目すると、その目的は、障壁の性質、起源、重

要性について知ること、イノベーション・プロセスにおける障壁の影響点を特定

し、その効果や帰結の捕捉を試みようとするものである(Hadjimanolis, 1999)。但

し、その影響を測定することは難しい(Hadjimanolis, 1999)とされている。 

 

（１）組織レベルのイノベーションに対する障壁 

  まず、組織のイノベーションの障壁研究を概観する。企業がイノベーションを

支援する環境を整備するには、イノベーションの障壁をよりよく理解する必要

がある(Hadjimanolis, 1999)とされている。特に、中小企業においては、その必要

性が指摘(Teece, 1986)されている。本研究ではその理解を進める上での鍵は障壁

を捉える視点とそれを捉える枠組み（レンズ）であると考える。以下その枠組み

の違いによってもたらされる課題を探る。 

組織のイノベーションにおける障壁研究のアプローチは、総じて企業のトッ

プ・マネジメントが認識するイノベーションに対するマクロ的な障壁に集中す

る。そこでの障壁の捉え方は、代表的な例として企業の外部および外生的、内部

および内省的な区分(Hadjimanolis, 1999)によって把握をしようとする。さらに内

部障壁を、資源系、文化（システム）系、人間性関連（リスクに対するマネジメ

ントの姿勢、従業員の抵抗など）に細分化する(Hadjimanolis, 1999)。ただし、障

壁の細分化は、その障壁がもたらす意味を左右する重要な視点となる。例えば、

スペインの中小企業経営者 294 名に調査をした Madrid‐Guijarro and Auken 

(2009)は、トップ・マネジメントを対象にしたサーベイにおける内部障壁の細分

化において、純粋にマクロ的な視点で障壁を捉えており、その結果は最も重要な

障壁はコストとそれに関連した障壁であり、最も重要ではない障壁は経営者あ
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るいは従業員による抵抗であることを導いた。従来の多くのマネジメントスタ

ディは、経営者を「代表的な代理人」("representative" agent ; Kirman, 1992)とする

暗黙の前提をもち、「代表的な代理人」のマクロ的な視点で事象を説明する。こ

のようなマクロ的な結果だけをつまみ上げて事象を総じて論じてしまうことは、

時としてミクロレベルによる洞察を抑制し、本質を見誤る可能性を含む。この例

でいえば、経営におけるコストは最重要であることは総じてその説得性は否め

ないが、そのコストは様々な要因につながる広範な概念であるためにそれぞれ

を慎重にとらえる余地があることにも注意が必要である。 

一方で、スペインとウルグアイに本社を置く４つのファミリービジネス企業

をサンプルに調査を行った Lorenzo, et al. (2022)は、経営者や創業者と後継者候

補を通じた調査で、イノベーションに対してどのような同族・家族企業特有の障

壁が存在するのか否かを把握するために、それを捉える概念的レンズに経路依

存性を適用している。その結果、創始者の経営期間中に構築された認知スキーム

や経営行動が後継者にとって支配的なルーチンとなることが明確になった。そ

の支配的なルーチンがファミリービジネスの経営能力を制限する主たる障壁と

位置付けた。つまり、ここで概念的レンズとして経路依存性を用いることは、そ

の障壁の源泉まで踏み込むミクロ的な視点によって障壁に対する対応への洞察

を得ようとするアプローチとなる。代表的代理人を前提とするマクロ視点をも

つ研究とは組織マネジメントに対して与える示唆は、本質的に異なるものであ

る。 

このように、組織におけるイノベーションの障壁については、障壁を捉える視

点とそれを捉えるための概念的レンズが鍵を握るが、前述の 2 例のように、障

壁を捉える概念について、包括的に確立された理論的な枠組みが無い。そのため

に一様には障壁と企業組織が持つ要因との関係を把握することは出来ない。よ

って、企業を分析単位とした断片的なサーベイの結果を一義的に捉えることは、

企業内の組織で発生している事象の本質を見誤る危険性があることに注意を要

する。本研究では、先行研究の多くが採用するマネジメント視線で捉えるマクロ

的な枠組みからの着手は、その広範囲なスコープ故に障壁が生まれる源泉を辿

る場合にはその経路が多岐にわたることが想定され、有用性に欠くと捉える。  

 

（２）個レベルのイノベーションに対する障壁 

 前項の組織のイノベーション障壁に関する先行研究の概観を踏まえると、ミク

ロ的なアプローチを指向する本研究においては、援用する障壁概念を組織のイ

ノベーション障壁研究領域から援用することは難しいことを捉えた。そこで、個

のイノベーション障壁に関する研究についてもその概観をつかみ、その研究領

域で議論される概念の本研究に対する可用性を探る。 
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ここで概観する研究領域はイノベーション抵抗理論（Innovation Resistance 

Theory、以降 IRT）と称する消費者のイノベーションに対する抵抗を扱う。IRT

は Ram and Sheth (1989)によって導かれた(Kaur et al., 2020)。Ram and Sheth(1989)

は、市場において新製品の失敗率が高いことを背景に、消費者がイノベーション

の抵抗感を生み出す障壁意識の特定を試みた。これらは、消費者のイノベーショ

ンに対する抵抗感を理解するのに役立ち(Kaur et al., 2020)、イノベーションの成

否を形成するうえで重要な役割を果たす(Ram and Seth, 1989)といわれる。イノベ

ーションに対する抵抗は、満足している現在の状況からイノベーションによっ

て潜在的な変化がもたらされる可能性があることを背景に発生すること、ある

いはイノベーションが消費者の信念構造と矛盾することを背景に発生すること

とし、消費者がその抵抗感を示す(Ram and Seth, 1989)ことと定義される。また、

Hew et al. (2019)は、「イノベーションに対する抵抗とは、現状に対する変革や既

存の信念体系からの逸脱によってもたらされる可能性のある変化のために、イ

ノベーションの採用や利用に関して合理的に考え、意思決定することから生じ

る行動」と定義する。また、イノベーションへの抵抗は、現状を維持し、現在の

信念からの逸脱に抵抗する結果となるあらゆるイノベーションの採用および使

用に対する行動と定義する研究もある。(Seth et al., 2020) これらの定義から、イ

ノベーションへの抵抗は、いずれも既存の信条、現状維持からの逸脱の可能性に

対する意識や行動ととらえることが可能であり、組織の慣性の抵抗を示す特性

と類似している。実際 Seth et al. (2020) は、消費行動における消費者の慣性を取

り上げ、慣性と抵抗は重複する概念である(Seth et al., 2020)と示している。この

ように、消費者のイノベーション行動においても慣性の概念が用いられる一方

で、その先行研究ではその抵抗の特性に注目をし、また抵抗の特性を把握する研

究が組織のイノベーション障壁研究より先んじている。 

IRT については、実証検証に援用するケースが増加している。その背景にある

のは様々なデジタル化の採用や成長に対する様々な障壁の理解を進めようとす

る関心が高まっていることである。IRT がイノベーションの抵抗を調査するため

に研究者の間では好んで採用されている(Kaur et al., 2020)と言われる。イノベー

ションの抵抗を研究対象として取り上げることについての理由を追求すると、

イノベーションを、それが普及する視点で採用を捉えるイノベーションの普及

理論(Rogers, 2003)や技術受容モデル(TAM; Davis, 1989)を援用する多くの研究に

対する指摘に集約される。これらの研究の考察は、イノベーションの採用の理由

にのみフォーカスしがちであることが指摘（例えば Claudy et al.(2015)等）され

る。さらにイノベーションの不確実性に関心をよせる研究者は、従来のイノベー

ション研究に対し、利用者のイノベーションに対する抵抗の検証に焦点を当て

ていないことを指摘(Gupta and Arora, 2017)する。これらを指摘する研究者らはイ
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ノベーション研究において、イノベーションに対する抵抗やイノベーションを

拒否する理由を理解することの重要性を強調している。その大きな理由として、

採用の理由と抵抗の理由は質的に異なる(Claudy et al., 2015)ものであり、採用へ

の意思決定への影響も異なる(Claudy et al., 2015)ことをあげる。また、従来のイ

ノベーション研究では、サービスのイノベーションを見落とし、有形のイノベー

ションに多くの焦点を当てていることも指摘されている。（例えば Laukkanen 

(2016)等） 

イノベーションに対する意思決定への影響を把握するための抵抗概念は、イ

ノベーションの抵抗を能動的抵抗と受動的抵抗と区分して理解(Heidenreich and 

Spieth, 2013)がされる場合があり、IRT はこれらを把握するできる包括的なフレ

ームワーク（Ma and Lee, 2019）であると紹介される。ここでの能動的抵抗とは、

イノベーションのそのものが持つ特性に対する抵抗行動であり、IRT では後述す

る「機能障壁」として把握するものに相当する。一方、受動的抵抗は既存の信念

構造とイノベーションがもたらす状況との相反によって生じる抵抗である。こ

れを IRT では後述する「心理的障壁」として把握する。Heidenreich and Spieth 

(2013)は、これら能動的および受動的抵抗が新製品に対する消費者の意志を著し

く低下させると説明する。 

 Ram and Sheth(1989)は、機能障壁をイノベーションに対し既存の手順や慣習と

の互換性がないことに抵抗を示すとしている。機能障壁をさらに「使用障壁」、

「価値障壁」、「リスク障壁」と３つに区分する。使用障壁とはイノベーションが

既存のワークフロー、プラクティス、または習慣と一致しない場合に使用障壁が

生じることを表す。これはイノベーションを採用するために必要な認知努力

(Laukkanen, 2016)であり、受け入れるのに比較的長い時間を要する(Ram and Sheth, 

1989)とされている。価値障壁は、イノベーションの価値に基づく(Ram and Sheth, 

1989)ものであり、従来採用しているプロダクトあるいはサービスのパフォーマ

ンスと経済性に根づくとされる。既存の取り組みに比して強力な性能対価格価

値を提供しない限り消費者が行動を変化させるインセンティブはない(Ram and 

Sheth, 1989)とするものである。また、すべてのイノベーションはある程度の不

確実性を伴うために予測が困難な潜在的な副作用をもたらす(Ram and Sheth, 

1989)ことを前提にし、このようなリスクを認識する消費者はイノベーションに

ついて深く理解するまでその採用を先延ばしする傾向をリスク障壁と捉える。 

Ram and Sheth(1989)が捉える心理的障壁は、イノベーションによって既存の伝

統、文化から変化やルールから逸脱することに対する抵抗を説明している。心理

的障壁はさらに伝統障壁とイメージ障壁の２つに区分をする。イノベーション

が個人の既存の価値観や過去の経験、および社会規範と両立しない場合に伝統

障壁が作用する(Ram and Sheth, 1989)。このように伝統障壁はイノベーションに
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よって消費者に生じる文化的な変化(Ram and Sheth, 1989)によるものであり、イ

ノベーションによって消費者が既存の伝統から逸脱することを求められるとそ

れは抵抗となり、逸脱が大きいほど抵抗が大きい(Ram and Sheth, 1989)とされる。

最後にイノベーションは、それが属するカテゴリ、ブランド、産出国などの起源

から特定のアイデンティティを獲得するとされ、これらからの連想が好ましい

ものでなければ消費者はイノベーションに対して好ましくないイメージを抱き、

それが採用の障壁になる(Ram and Sheth, 1989)。このように、イメージの障壁は、

固定観念から生じる知覚の問題であり、イノベーションを困難にするものであ

る(Ram and Sheth, 1989)とされる。 

ここまでの議論を踏まえることで、IRT の抵抗に関する概念を慣性の側面から

捉えると、既存の手順・行動・習慣と一致させる機能的側面での抵抗、および従

来の規範・習慣との比較によって生まれる心理的側面での抵抗で構成されるこ

ととして理解することができる。特に心理的障壁については、Besson and Rowe 

(2012)は、個人またはグループレベルの次元では心理的な慣性が重要としている。

組織の文脈上、慣性は、与えられた運営方法に対する個人の支持を反映する（Huff, 

et al., 1992）。 

Polites and Karahanna(2012)は、TAM をベースとした概念モデルを用い個が IT

システムを受容する際の「慣性」を実証実験で捉えようとした。この際、Polites

らは TAM ベースの行動モデルには「慣性」が明示的に組み込まれていない

(Polites and Karahanna, 2012)ことを理由に、Polites らが用意する実証実験に向け

たモデルには、慣性の原因としていくつかの要因を用いている。それらは具体的

には、サンクコスト、移行コスト、現業の習慣、心理的コミットメント（認知的

整合）、規範的信念に対する自己規制プロセスといった概念の影響を考慮してい

る。Polites らは、これらが組み合わさり個を硬直的に現状維持に偏らせるとして

いる。彼ら用いた要因を表す概念、例えば心理的であるとか、規範的信念という

概念は奇しくも IRT で定められる概念との類似性を示唆するであり、IRT のイノ

ベーションに対する抵抗性を捉えた包括的なフレームワーク(Ma and Lee, 2018)

として、IRT の可用性を裏つけるものと本研究では受けとめる。 

 

（３）組織における個レベルのイノベーションに対する障壁 

Polites and Karahanna(2012)の研究も個を対象とした学生の参加による限定的

な個を対象とする実証実験であり、そこでは組織やグループとは敢えて線引き

をしており組織に属す個の側面では語られていない。前項において述べたよう

にイノベーション研究に採用される IRT は消費者の抵抗をイノベーションの成

否を決める重要な変数として観察(Kaur, et al., 2020)するためのフレームワーク

として扱われるが、その研究の蓄積はこれまでのところ消費者向けのイノベー
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ションに関する検証に集中している。消費者向けのイノベーションの検証に向

けた包括的なフレームワーク(Ma and Lee, 2018)であっても、それを組織のイノ

ベーションのケースへ適用する研究事例は確認できない。そこで本研究では組

織のイノベーションに対する IRT の可用性を踏まえることとする。 

Seki and Kohda(2020)は、複数年にわたり定点観測的に調査されたアジャイル

ソフトウエア開発に関わる組織に属すプロジェクトマネージャーに向けた調査

で得られた調査結果から、フリーテキストで回答された文章のテキストマイニ

ング分析を試みている。具体的には、アジャイルソフトウエア開発手法を採用す

るプロジェクトマネージャー群、非採用のプロジェクトマネージャー群毎に自

由回答欄で表出する構成概念を調査した。その分析のレンズに Ram and 

Sheth(1989)を理論的構成概念として適用した。その結果、アジャイルソフトウエ

ア開発手法を採用している採用者側においても、非採用者側においても、調査結

果から抽出された構成概念は Ram and Sheth(1989)の使用障壁、価値障壁、リス

ク障壁、伝統障壁に該当することを確認した。加えて、採用者側においては、こ

れらの構成概念に加え、Ram and Sheth(1989)、すなわち IRT による理論構成概念

にない特異な概念を捉えた。それはアジャイルに対する顧客の理解、参加意識と

いった「顧客に関わる障壁（以降、顧客障壁）」であり、それはサービス提供を

行う組織であるが故の障壁であると理解できるものである。このことから、Seki 

and Kohda(2020)は、Ram and Sheth(1989)で定義される 5 つの障壁をサービス組織

へ適用することで、組織に属する個のレベルでアジャイルに対する障壁を概念

化できることと、これに加え、サービス組織故に考慮すべき概念として顧客障壁

を加えることを主張している。 

上述の通り Seki and Kohda(2020)による、Ram and Sheth(1989)の IRT の組織に

おける個への適用の可用性の確認を踏まえ、本研究では、組織における個のイノ

ベーションの障壁を、６つの障壁概念、つまりは使用障壁、価値障壁、リスク障

壁、伝統障壁、イメージ障壁、顧客障壁で説明を行うこととする。(図 3) 

 

図 3 他研究領域からの洞察の援用 （筆者作成） 
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2.5.2 アジャイルの受け入れプロセスのモデル化 

 

（１）サービス組織におけるイノベーション 

本研究では、組織におけるアジャイルの受け入れに関わる要因を、受け入れを

取り巻く概念の組み合わせによって説明すべく、ここで整理を進める。まず、調

査の対象組織を日本のソフトウエア開発組織とし、この組織をサービス組織と

捉えることとする。サービス組織は、どのようにアジャイルを受け入れるのであ

ろうか。本節では周辺研究領域を援用し、このプロセスを概念的に把握すること

を試みる。 

先行研究で見られるような概念モデル化、例えば、Polites and Karahanna(2012)

は TAM をベースに慣性を誘引する要因を考慮したモデルを用意した。これは、

個に対する IT の技術受容に軸足をもつ実証実験に供したものであった。これに

対し本研究は、調査・研究の対象をサービス組織とし、組織間における特性の違

い、それを構成する要因の違いについて把握を試みる。具体的には、組織に属す

個を通じて、個々組織がもつ特性に焦点を当て把握をする。この把握を進めるこ

とで、既存理論で供されるフレームでは考慮が抜ける可能性のあるサービス組

織はどのようにイノベーションの受け入れにおいて、何が大きな影響を持つの

か、根本的な問いに対する仮説導出につながる。それには、サービス組織がイノ

ベーションを受け入れるということは、サービス組織にとってどのような意味

があり、どのようなプロセスがあるのかを把握する必要がある。サービス組織が

イノベーションに対して行うプロセスを形式化して捉えることは、対象とする

組織、プロセスの特性を把握する足掛かりになる。また、このプロセスに纏わる

諸概念を定義することによって、当該組織で起こっていることを簡易に把握す

ること、および後の観測に向かうための概念モデル化を容易にすることができ

ると本研究では捉えている。 

 では、サービス組織において、イノベーションはどのように受け入れられるの

であろうか。それを行うことで組織はどのような意味を持つのであろうか。この

疑問に対し、Lush and Vargo(2014)は、「ナレッジ」、「潜在的な資源5」、「資源性」

という概念でサービス創造の視点で説明している。そこで、Lush らはサービス

組織がどのようにイノベーションを採用し、サービス組織が新たに提供するサ

 

 
5  Lush らは原著(Lush and Vargo, 2014)で Potential Resource (tangible or intangible)と表現して

いる。邦訳書においては潜在的な資源（有形、無形）としており、本研究では邦訳書に従

い、潜在的な資源、あるいは潜在的リソースと記す。本研究では、「潜在的」という表現

においては、「まだ実現されてはいないが、将来的には価値を生み出す可能性のある」と

いう意味で解釈し、「資源」は「有形な物質あるいは知識のような無形もあり得る」と解

釈する。 
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ービスにつながるのかについて提示をしている。（図 4） 「イノベーション」に

ついては、有形、無形にかかわらず根本的にサービスとサービスの交換の中で使

用するために開発された人類のナレッジとスキルに関するものである(Lush and 

Vargo, 2014, 邦訳書 p.145)と位置付けている。図 4 における「ナレッジ」はサー

ビス組織にとって、今までその組織には存在しない「イノベーション」と捉える

ことになる。またその「ナレッジ」は最も重要な資源(Lush and Vargo, 2014, 邦訳

書 p.145)と位置づけ、「資源性」を創造するために組織にある他の潜在的な資源

に適用する(Lush and Vargo, 2014, 邦訳書 p.145)プロセスに投じられる。つまり、

「イノベーション」としてのナレッジは、組織にとって新しい資源を創造するた

めに組織が持つ「潜在的な資源」に適用される。一方で、「資源性」とは、アク

ター、つまりここではサービス組織を構成するサービス提供者のスキルとナレ

ッジによって決定される性質を持つものとし、さらに潜在的な資源の質と、生ま

れる新たな資源のサービスになるための実現性が反映(Lush and Vargo, 2014, 邦

訳書 p.143)されると説明される。また、潜在的な資源が「資源性」に進むプロセ

スにおいては、それを妨げる抵抗や障害を克服する必要がある(Lush and Vargo, 

2014, 邦訳書 p.144)としている。 

 

 

 

図 4 潜在的な資源にナレッジを適用する （Lush and Vargo(2014) より転載） 

 

 

 

 このように、Lush と Vargo が提唱するサービス・ドミナント・ロジックにおい

ては、サービス組織における「ナレッジ」を資源と位置づけ、それを「潜在的資

源」への適用によってサービス受益者と価値共創を行うための価値の源泉とし
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て機能させることが概念化されている。さらに、彼らは、ナレッジを基本とする

サービス主導型の経済においては、サービス組織を構成する組織員は価値創造

を行うための資源の統合者の役割として機能する(Carrillo et al., 2019)ことと、一

方でサービス組織において、新たな資源が生まれることを妨げる抵抗や障害が

存在することも示唆している。このようにサービス組織におけるイノベーショ

ンを受け入れ、さらに関係する概念とともにイノベーションが新たなサービス

を創造するプロセス上で表現されている。 本研究では、これらサービス組織に

おけるイノベーションの受け入れプロセスの概念をフレームにし、アジャイル

をイノベーションとして捉えた場合の日本のソフトウエア開発組織におけるア

ジャイルを受け入れるプロセスの概観（図 5）を試みる。 

 まず「ナレッジ」は、アジャイルという新たなソフトウエア開発手法としてイ

ノベーションと位置付ける。一方、イノベーションそのものに加え、そのイノベ

ーションに関する予備知識のような付随するナレッジも考えられる。手法やプ

ロセスのイノベーションであるアジャイルであれば、それらは、例えば書籍やコ

ンサルタントから得られるアジャイル導入に際しての知見をイメージするもの

であり、組織外から得る知識体系を知るためのノウハウといった類である。これ

らの「ナレッジ」、すなわち組織にとってのイノベーションは、さらに「潜在的

資源」と統合される段階に進む。「潜在的資源」は、以前から組織に備わる「資

源」であり、サービス組織においては、それは組織に備わる「知識」や「技術」

であると捉えることになる。これらは従来から備わる知識、具体的にはその時点

までサービス組織が扱ってきた手法、それらにまつわる形式知、暗黙知と捉える。

さらに、イノベーションを用いることで何等か新たなサービスの創造の可能性

があると捉える考え方やアイディア、計画も、組織に備わる「潜在的資源」とし

て捉える必要があろう。 

加えて、Lush and Vargo(2014)によると「資源」になることを妨げる抵抗や障害

を克服する必要があることが示されているが、その障害も「潜在的資源」と捉え

ることとする。これらもサービス組織が保有する「資源」であり、潜在的という

意味も含め組織の暗黙的、深層的な存在として捉える。こうすることにより「潜

在的資源」という概念は、その組織固有の要因を発するような意味や特性をもつ

「資源」である位置づけとし、概念的に捉えることができる。これらについて

Lush and Vargo(2014)は、組織の組織員であるアクターが、潜在的な資源を利用す

る能力を学ぶ、あるいは資源を用いるという目的をもって行動する能力を行使

するまでは、ここに至るまでの資源は、「サービス創造」の局面においては、そ

れに資する「資源」として存在しないということを説明している。具体的には、

サービス創造という局面における「資源」として成立するのか否かの意味をもつ

「資源性」は、この過程における組織およびそこに属す組織員がそれまでに有す
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るナレッジとスキルに左右されるというのである。 

この過程にまで進む「ナレッジ」すなわちイノベーションであるアジャイルは、

このフレームに従い「潜在的資源」に適用され、組織における評価と行為のプロ

セスを通じて現実的な資源へと転換される(Lush and Vargo, 2014)。このように、

サービス組織にとってイノベーションとして存在するアジャイルは、サービス

組織において評価、査定という過程を通じて、晴れて組織が提供するサービスへ

適用される「資源」となる。 

 

 

図 5 アジャイル採用プロセスの概念的解釈（Lush and Vargo(2014) より筆者一部改変）  

 

 このようなイノベーションをサービス組織が受け入れるプロセスを踏まえ、

さらに組織がアジャイルの採用に至るプロセスの概念化を検討する。この検討

段階を踏むことは、アジャイルの採否にいたるプロセスにおいて、採否に影響を

あたえる要因と、アジャイルの採否という結果との因果関係を表す概念モデル

化の段階へつなげる。 

ここまで明らかになっている構成概念として、「ナレッジ」においては、イノ

ベーションそのものである「アジャイル」、加えてそのアジャイルを用いること

に関する付随した「外部ナレッジ」を挙げた。「潜在的資源」として、従来の手

法に関わる知識、アジャイルを利用して新たなサービス、価値の創出の考え・ア

イディアや計画といった資源、およびイノベーションを受け入れることに対す

る障壁をあげた。これらは Lush and Vargo(2014)のサービス組織におけるイノベ
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ーションの適用プロセス（図 4）を枠組みとして見た場合の本研究の解釈（図 5）

に基づくものである。ただし、さらにこのプロセスを駆動する要因についてはこ

こまでに至る過程で語られることはなく、前述した Lush and Vargo(2014)では説

明がされていない概念である。このプロセスを動かす「駆動源」は図 5 で示すプ

ロセスの外にあり、また受け入れプロセスは、ある意思決定を通じて行われると

いう理解されるものである。よって駆動源をイノベーションの採否に影響を及

ぼす要因として捉えることとする。これら新たに加える概念を含め、改めて概念

を図 6 に整理する。 

 この概念化（図 6）によって、「ナレッジ」を構成するそれぞれの構成概念、ま

た「潜在的資源」のそれぞれの構成概念が、アジャイルの採否に影響が及ぶこと、

およびこのプロセスを駆動させる「駆動源」が採否に影響する基盤を整えた。図 

6 をもって本研究が捉えるサービス組織におけるアジャイルの採用の基本的な

概念を説明するものとする。 

  

 

 

図 6 アジャイルの採用に関わるサービス組織における概念化 （筆者作成） 

  

 

 

（２）概念モデルの導出 

ここまでサービス組織がイノベーションを受け入れるプロセスの概念化を検

討してきた。概念化の狙いは、このあとサービス組織およびその組織員の考えや

行動を実際に測定に供することを念頭に、そこで扱う構成概念を定義すること

である。ここからは、それぞれの構成概念は、それを分析単位ととらえ、その概

念が言い表す現象を変数として設定することにつなげる。それらの変数は、さら

に因果関係を導くための原因変数として整理を行う。この項では、概念化をさら

に進め、本研究におけるアジャイル採用の概念モデルの導出を行う。さらに構成

する構成概念毎に組織における個の意識・行動を測定するレベルに定義を行う。
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因果関係を把握するための原因変数は追って 3.3.1 項で構成概念ごとに行う。 

まず、ここに至るまで、アジャイルは受け入れプロセスにおいては「ナレッジ」

を構成する要素として扱ってきた。ただし、アジャイルそのものは、採用以前の

段階においては組織には用いられてはいないために各々の組織の採否に影響を

及ぼす「組織固有の要因」ではない。但し、採用プロセス以前にアジャイルが組

織に及ぼす影響については、概念モデルではアジャイルに対する組織および組

織員の受け止め方として見立て、アジャイルを用いて行うであろう計画等を含

む「潜在的資源」とアジャイルに対する意識から発現する「採用障壁」にて評価

をすることとする。よって採否に影響を与える組織の固有要因によって構成す

る概念モデルからはアジャイルを除外する。これらを踏まえ、実証検証に向けた

アジャイルの採用・非採用という結果（結果変数）とそれらに対して影響を及ぼ

す構成概念（原因変数）との因果関係を示す概念モデルは図 7 に示す形とする。 

 

 

 

図 7 実証検証に向けた概念モデル （筆者作成） 
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2.6  概念と用語の定義 

 

本章では先行研究をレビューし、それぞれの節、項において本研究で引用する

概念、および用語の説明も併せて行ってきた。本項では、改めて頻出する概念と

用語について本研究における解釈および定義を整理しておく。 

 

● イノベーション  

イノベーションに対する定義は多種に及ぶ。シュムペーターは「新しい欲望が

生産の側から消費者に教え込まれ、したがって（※イノベーションの）イニシャ

チブは生産の側にある」(シュムペーター, 1977,p181)（※は筆者の解釈による）

というように、イノベーションは新しい技術の発明を意味することと認識され

ることが多い。さらに、もう少し広義に、新しい技術やアイディアを取り入れそ

れまでに存在していなかった価値を生み出し、社会的な変化を起こすことを意

味する場合も見受けられる。このように「発明」や、それらによってもたらされ

る「現象」をイメージさせることが、一般的に理解されるイノベーションの一側

面であろう。一方で、Zaltman らは、イノベーションを「採用」の側面に立脚し、

ある単位（すなわち個、組織）によって新しいと知覚されたすべてのアイディア、

実践、物質的人工物をイノベーションと捉えた。(Zaltman et al, 1973, 邦訳書 

p.11)また、Rogers も、イノベーションは、個人あるいは他の採用単位によって

新しいと知覚されたアイディア、習慣であり、個人にとって新しいものと映れば、

それはイノベーションであるとしている。(Rogers, 2003, 邦訳書 p.16) 本研究に

おけるイノベーションは、Zaltman らや Rogers がいう、「イノベーション」を採

用する側の「知覚」によって認識される新しいアイディア、実践を指すものと捉

える。 

これらを踏まえ、「アジャイル」を、従来のソフトウエア開発手法として主流

である「ウォーターフォール」に対する新しいアイディア、あるいは新たな実践

として位置づける。これによって、以降、特別な説明を付す場合を除き、本研究

においては「アジャイル」をソフトウエア開発における「イノベーション」と位

置付けることとする。 

 

●（アジャイルの）採用 

 2.4.2 の再録として、「採用」は①現場リーダーによる「採用」と②事業組織と

しての「採用」を仮定している。これは、組織の個が採用するのか、あるいは組

織として採用するのかという曖昧さが、「日本のアジャイルの普及」を不明確に

していると本研究は捉え、これらを区別する。まず、Rogers が社会システムにお

ける「採用」を語るうえで、Rogers は②を意味していると捉える。一方で、本研
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究では①、すなわち現場リーダーによる「採用」を意味する。①の場合の「採用」

においては、次に事業組織における展開・普及の段階があり②の事業組織として

の「採用」に至ると仮定している。 

 

● プロセスとルーチン  

脚注４に記したように本研究では、プロセスとルーチンを同等に扱う。本研究

では「ルーチン」として称する場合もあり、特別な断りをしない限りこれら「プ

ロセス」、「ルーチン」は基本的な考え方は同じ(Christensen & Raynor, 2003, 邦訳

書 p.226)とする。プロセスに関する解釈を 2.4.4 項から下記に再掲する。 

 

事業組織に属すスタッフが、労働、設備、技術、情報といった事業組織が持つ

資源のインプットを価値の高いプロダクトやサービスに変換するとき、組織は

価値を生み出す(Christensen & Raynor, 2003, 邦訳書 p.225)という。組織がこのよ

うな変換を実現するために行う連携、意思伝達、意思決定等の行為のパターンを

プロセスと称することでその実態に近づき理解を進めることができる。これら

プロセスは、文書化されているような公式なプロセス、習慣化された非公式なプ

ロセスがありそれらが組織文化を構成する(Christensen & Raynor, 2003, 邦訳書 

p.225-226)とも言われている。 

 

● ルーチンの硬直化  

ルーチンの硬直化とは、組織は行う連携、意思伝達、意思決定等の行為のパタ

ーンが固定化され、柔軟性が失われている状態を示す。 

 

● 潜在的資源、潜在的リソース 

脚注５を再録する。Lush らは原著(Lush and Vargo, 2014)で Potential Resource 

(tangible or intangible)と表現している。邦訳書においては潜在的な資源（有形、

無形）としており、本研究では邦訳書に従い、潜在的な資源、あるいは潜在的リ

ソースと記す。さらに本研究では、「潜在的」という表現においては、「まだ実現

されてはいないが、将来的には価値を生み出す可能性のある」という意味で解釈

し、「資源」は「有形な物質あるいは知識のような無形もあり得る」と解釈する。 

 

● 知識の障壁 

イノベーションを効果的に利用するためのノウハウや知識を取得するための

組織の負担が、イノベーションの普及を阻害すると Attewell(1992)が主張してい

る。その負担が作り出すイノベーションの普及を阻害する障壁を「知識の障壁」

(knowledge barriers; Attewell, 1992)と称す。 
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● ミドル・マネジメント 

 ミドル・マネジメントとは、一般的に企業や組織における管理職の一層で、ト

ップ・マネジメント（経営者、経営者層と呼ばれる上位職）とフロントラインの

従業員（直接業務を行う現場スタッフ）の間に位置する役職のことを称し、本研

究でもこれに準じる。 

 

● 組織における個が感じるイノベーションの採用障壁 

本研究では、イノベーションの採用障壁を、新しい技術、プロセス、アイディ

ア、あるいは製品やサービスが組織内で受け入れられ、実装される過程で直面す

るさまざまな障害や課題を称して概念化する。特に組織における個が捉えるイ

ノベーションの採用障壁を下記の通り３つの枠組みで定める。 

 

・機能障壁：イノベーションに対し既存の手順や慣習との互換性がないこと示

す抵抗を言う。さらに下記の３つに区分される。(Ram and Seth, 

1989) 

 

  使用障壁：既存のワークフロー、プラクティス、または習慣と一致しない

場合に生じる障壁を指す。 

 

  価値障壁：既存の取り組みに対して圧倒的なパフォーマンスや価値を提 

供していない場合はイノベーションに対するインセンティブ

はないことを示す。 

 

  リスク障壁：イノベーションがもたらす副作用に対する認識を前提に、よ

く理解できるまで採用を先延ばしにすることを示す。 

 

 

・心理的障壁：イノベーションによって既存の伝統、文化から変化やルールか

ら逸脱することに対する抵抗をいう。さらに２つに区分される。

(Ram and Seth, 1989) 

   

  伝統障壁：イノベーションが個人の既存の価値観や過去の経験、および社

会規範と両立しない場合に生じる抵抗であり、イノベーション

によって既存の伝統から逸脱することを求められると抵抗とな
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り、逸脱が大きいほど抵抗が大きいとされる。 

 

  イメージ障壁：イノベーションの起源や属性（例えば、生産国、ブランド、

カテゴリ）等の特定のアイデンティティから連想される好まし

いとは思えないイメージを抱くこと。個人の固定観念から生じ

る近くの問題といえる。 

 

 

・顧客障壁： 組織が行うイノベーションの採用に対して、組織の顧客の理解

が得られるか否か(Seki and Kohda, 2020)といった顧客が受け止

める可能性のあるネガティブな衝動を憂慮することで生じる抵

抗をいう。 
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第３章 研究方法 

 

3.1  はじめに 

 

 本章では、本研究の研究方法を述べる。序章で設定したリサーチ・クエスチョ

ンに対しその答えを導くためのリサーチ・デザインを示す。ここでは前章で整理

を終えた調査研究対象の概念化を踏まえ、採用するリサーチ・デザイン、データ

収集、データを分析するための推論技法とそのアプローチについて述べる。 

 

 

3.2  リサーチ・デザイン 

 

 本研究はソフトウエア開発組織にとっては従来とは異なるアジャイルの採用

あるいは非採用という組織の実践的な選択の場面を通じて、この採否を左右す

る要因について、非採用組織と採用組織を比較することを本研究における基本

的な考え方の一つとする。 

 アジャイルの採用は世界的な動向であるが、日本における一般的な理解にお

いては欧米に比較すると遅延しているとの認識が主流である。この現象は日本

のソフトウエア開発組織における事象であるが、この事象の捉え方として、ソフ

トウエア開発組織をサービス組織として把握し、外部知識あるいはイノベーシ

ョンの採用に関わる問題とその解決の方向性に関する示唆を示す研究は多くは

存在しない。本研究では、研究対象をサービス組織である日本のソフトウエア開

発組織とし、その社会的グループの状況を捉えることに着手する。 

 実証的、経験的な視点で日本のソフトウエア開発組織における現象を捉えよ

うとする本研究は、研究の方法として混合研究法を採用することで現象の理解

を進めることとする。混合研究法とは「研究課題を理解するために、（閉鎖型の

質問による）量的データと（開放型の質問による）質的データの両方を収集し、

２つを統合し、両方のデータがもつ強みを合わせたところから解釈を導き出す」

(Creswell, 2015, 邦訳書 p.2)と定義される。本研究では、まず日本のソフトウエ

ア開発組織における取組の意識と非採用、採用の因果関係を質的比較分析

（Qualitative Comperative Analysis, 以降 QCA とする）により把握する。QCA は、

質的に因果関係を導出する手法であるが、その分析過程において量的に把握を

行う研究方法であり、本研究においては量的研究に位置付けることとする。ここ

までを研究１とし、その狙いをアジャイルの採用・非採用に関する因果関係の傾

向をつかむこととする。なお、日本におけるアジャイルへ向けられる意識傾向、
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つまりは日本でのアジャイル採用の絶対的な数が低いであろうことを勘案する

と多くのサンプルを確保することは容易ではなく、実際、本研究で得られたサン

プル数も決して多くはない。そのために研究１では統計分析には不十分な数の

スモールデータでも分析ができる（田村,2015,p.19）QCA を用いている。一方、

研究２では、研究１とは独立してデータ収集・分析を行う。そこでは、インタビ

ューデータの質的分析を行い、言説に対して研究１と研究２の間で共有するテ

ーマについての演繹的な分析と、言説から浮上する概念に注目する帰納的な分

析を組み合わせて、アジャイルの採否をめぐる組織の実態の把握を行う。このよ

うに、研究１の分析結果と研究２の分析結果を相互補完的に用いて考察するこ

とで、アジャイルの採否をめぐる現象に対する深い理解を得ようとしている。ま

た、研究１と研究２に組み合わせによって、データ、分析方法を多元化しアジャ

イルの採否をめぐる事象の現実的な妥当性を捉えることを考慮し、混合研究法

を用いることを本研究に対するリサーチ・デザインの狙いとする。 

 混合研究法では多種類のデザインが提案されているが、前述の本研究のリサ

ーチ・デザインの狙いを踏まえ「収斂デザイン」(convergent design; Creswell, 2015, 

邦訳書 p.40)を採用する。収斂デザインは、研究１からは一般的な傾向と関係を

提供し、その一方で、研究２の質的結果は深く、個人的な視点を提供することを

踏まえ、これらの組み合わせがデータの量を増やすだけではなく、あるいは単一

のデータベースのみを用いて得られる理解に比べ、より完全な理解を提供し、デ

ータベース間の妥当性を実証することもできる(Creswell, 2015, 邦訳書 p.41)と

される。図 8 に収斂デザインの枠組みに則した本研究のダイヤグラムを示す。そ

れぞれのデータの収集と分析の方法については、次項以降にて述べる。 

 

 

 

図 8 混合研究法収斂デザイン （樋口(2011)より筆者一部改変） 
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3.3 研究１の研究方法 

 

 ここでは、研究１における研究方法について述べる。 

 

3.3.1 研究１における命題と仮説の設定 

 

2.5.2 項においてアジャイルの採用のプロセスを概念化した。このモデル化に

おいては、アジャイルを採用する組織と、採用しない組織とでは組織内で採用に

影響を与える要因が異なることを想定している。その要因は何であるかを明ら

かにすることで、組織がイノベーションに対する意識の向け方について示唆を

得ることが期待できる。まずその一歩として、アジャイルの採用に働きかけを行

っている要因を把握する準備を行う。 

 

（１）アジャイル採用をめぐる現象に対する命題と仮説の設定  

採用を否定する組織については、一般的な想定として、アジャイルに対する抵

抗感なり壁を感じていることが考えられるが、採用をする組織はその障壁の捉

え方が根本的に異なると想定している。このように、採用組織と非採用組織は何

等か採否に影響を与える要因において違いが存在することを仮定することから

始める。そこで、何らかの組織が有する要因が存在し、それらはアジャイルの採

否という結果に対して因果関係が存在することを前提とし、採用組織と非採用

組織の関係において次の命題を設定する。 

 

 命題  採用組織には非採用組織にはない要因がある 

 

 日本のソフトウエア開発組織というサービス組織が直面するこの命題につい

て、この後実証検証し、その異なる点やその説明である答えを得るにあたり、仮

説を検討する。実証検証を通じて、研究１の結果として、あらかじめ設定した命

題を確認、説明をすることになる。この説明に際しては、概念モデルにおいて採

用、非採用に影響を及ぼす構成概念として、「駆動源」、「外部ナレッジ」、「潜在

的リソース」、「採用障壁」をあげる。これらの構成概念は命題の説明を支える重

要な要因となる。ここより、各構成概念と採用・非採用をめぐる関係について説

明することを検討する。検証を前にしたこの段階では、依然として仮の説明であ

ることから「仮説」と称し、これらを設定する。これら仮説は、検証に際して、

実証データの分析の切り口として適用することを前提としている。以下、採用・

非採用をめぐる仮説を検討する。 

まず、採用組織と非採用組織の違いや組織における関係者の立場の観点から
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始める。 

 

（i）組織階層によるアジャイルに対する意識差 

Tripsas and Gavetti (2000)は、イノベーションに対する組織適応のプロセスに

関して、それを方向付けるマネジメントの周辺環境に対する認知的理解とそれ

を表出することの重要性を主張している。また、これに関連して組織の階層間

での認知的差異の存在についても言及する。これらを踏まえ、例えば、イノベ

ーションに対する抵抗感も含めた認知レベルは、現場のリーダーと管理職とで

は異なることを本研究では仮定する。そこで管理職の認知的優位を想定すれば、

その認知的優位であることがアジャイルの採用に対する影響力へとつながる

と考えられる。また逆に、現場主導でアジャイルの採用が進む場合は現場リー

ダーの認知的優位が発生する可能性もある。そこで、次の仮説を設定する。 

 

  仮説１ 組織の階層（役割）に応じてアジャイルの捉え方が異なる 

 

 

（ii）組織の状況によるアジャイルに対する意識の差 

  概念モデル（図 7）はアジャイルの採否に影響を及ぼす要因で構成されてい

る。採用組織と非採用組織とでは構成概念の捉え方が異なるという想定をして

いる。つまり、採用組織と非採用組織ではアジャイルというイノベーションに

対する意識が異なるということを仮定している。例えば、アジャイルの捉え方

を表現する重要な概念の一つとして、アジャイルに対する障壁を捉えてみる。

Seki and Kohda(2020)は、アジャイルソフトウエア開発に関わる調査で得られ

たプロジェクトマネージャーから得た調査の回答テキストの分析を踏まえ、彼

らの障壁の捉え方からある示唆を得ている。具体的には、非採用者はアジャイ

ルを自分自身、あるいは自分の組織に向けたイノベーションと捉え、一方で採

用者は顧客への価値創造のためのイノベーションと捉える傾向を示している

ことを捉えている。つまり、アジャイルを採用する組織とそうではない組織で

は、アジャイルに対するそもそもの意識が異なるのではないかという想定であ

る。そこで、次の仮説を設定する。 

   

  仮説２ 組織の状況に応じてアジャイルの捉え方が異なる 

 

 

（iii）組織をアジャイル採用に向かわせる駆動源の差 

加えて、Tripsas and Gavetti (2000)の言及の通り、マネジメント自身の周辺環
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境に対する認知的理解が高ければ、それに応じて認知的理解がイノベーション

に対する組織的適応を推進する要素となることが仮定される。そこで、次の仮

説を設定する。 

 

仮説３ 何らかのアジャイル採用に向かわせる駆動源が採用に影響を与え

る 

 

 

（iv）従来ルーチンへのこだわりの差 

    一般的には、「組織内部で確立された明示的・暗示的な慣習やルール、価値

観を組織のルーチンと呼ぶ」（一橋大学イノベーション研究センター［編］, 

2022, p.79）、加えて「確立された組織ルーチンこそが集団レベルで見た組織

の環境適応能力をそぐ原因」（一橋大学イノベーション研究センター［編］, 

2022, p.79）というルーチンに対する見方がある。例えば、品質の重視、それ

に伴うプロセスに対し厳格になる価値観も、日本であればルーチンを確立さ

せる背景として仮定することができる。そこで、次の仮説を設定する。 

 

  仮説４ 従来のルーチンへのこだわりが採用に影響を与える 

 

 

（v）組織知の在り様の差 

アジャイルを用いて新たなサービス化をするアイディアや計画や既存の知識

リソースの組織における在りようによって、アジャイルの採否に影響がある可

能性を想定する。そこで次の仮説を設定する。 

 

仮説５ 潜在的資源である組織知の在りようが採用に影響を与える 

 

 

（vi）外部ナレッジの差 

  イノベーションを採用するにあたり、外部からの知見による影響も、組織内

部の事情に応じて働く駆動源に並びアジャイルの採否に対する意思決定のテ

コとして働く可能性も無視はできない。なぜなら、従来、組織にない概念を持

ち込む以上、事前の研究や調査は組織として取り組む自然の動きである。そこ

で次の仮説を設定する。 

 

  仮説６ 外部からのナレッジが採用に影響を与える  
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 実証的に事象把握をするために、概念モデル(図 7)を作り、サービス組織であ

る日本のソフトウエア開発組織が、ソフトウエア開発手法としてのアジャイル

の採否を巡る組織の状態の比較における命題を立てた。さらに分析の切り口と

して仮説を検討してきた。これらの仮説を踏まえ、概念モデルにおける構成概念

の定義と、構成概念を分析単位として、その範囲での測定対象の振る舞い、行為

や意識を測定する原因変数を設定する。ここでは、調査対象に向けて用意する質

問も導出し、調査および分析に備えることとする。(図 9) 

 

 

 

図 9  実証研究に向けた準備  （筆者作成） 

 

 

 

（２）駆動源の定義と原因変数の設定 

 概念モデル（図 7）における「駆動源」は、組織のリーダーあるいはマネジメ

ントによる意思でイノベーションの受け入れを左右させるという構成概念であ

る。「駆動源」を捉える際に、注目すべきは意思決定者や組織に影響を及ぼす立

場の者の振る舞いである。一般的な理解として、企業は急激な技術変化に適応す

るのは難しく、変化する必要性を認識していても、しばしば、効果的に対応する

ことができない。このような背景のもと、Tripsas and Gavetti (2000)は、マネジメ

ントの自らのビジネスを取り巻く環境への理解および組織の適応能力の関係に

注目し、組織適応のプロセスを方向付けるマネジメントの周辺環境に対する認

知的理解と、それを組織に表象することの重要性を主張する。加えて、組織の階

層間での認知的差異についても言及している。本研究では、Tripsas and Gavetti 

(2000)の主張を踏まえることで、「駆動源」の構成概念における考え方として、周

辺環境を把握したうえで、どのように組織的な対応を行うのか、その意思決定の

前に行う探索とその意図は何かを把握することを目指す。そのために本研究に

おいては、ビジネス機会の認知と脅威の認知(Gilbert, 2005)が捉えられているか

否かについて把握するための概念として駆動源を位置付ける。 
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 実際の組織からの情報をもとに実証を行う方略として、まず調査対象の中心

を日本の IT 部門の開発プロジェクトのプロジェクトマネージャーとする。プロ

ジェクトマネージャーの位置づけは、ソフトウエア開発組織において、その部門

長管下で現場スタッフとの間に位置するミドル・マネージャーとしての立場と

する。また、階層について考慮するとその職にある人材の上席、つまりはソフト

ウエア開発組織の管理職も対象と捉えることになる。調査はプロジェクトマネ

ージャーからの視線で情報収集を行う。具体的には１）上席の認知および顧客の

認知と価値認知と２）自身の認知と価値認知という区分けを行い、それぞれにお

いて構成概念を原因変数に分解をする。 

 

（i）上席の認知および顧客の認知と価値認知 

ここでは、自分自身の上席および顧客（あるいは社内の依頼元部門）がその

立場上環境をどのように認知していたかを把握する試みを行う。ただし、上

席自身あるいは顧客、依頼元がどのように捉えているかは具体的には不明で

ある。その前提で、上席、顧客の指示・命令事項といった行動から推測する。

これを前提に上席のビジネス機会の認知、あるいは脅威認知、組織のルーチ

ンに対する対応方策、顧客に対する価値の把握を試みる。 

以下、構成概念としての「駆動源」について意識、行動レベルを表す原因

変数を設定する。（カッコ内はデータ整理上のコードとする）また、合わせ

て質問票に記す具体的な質問文も添える。（付録１、２） 

 

 

 まず、従来の活動における、取り組みや考え方、品質へのこだわりがどう

であるかについての把握である。 

 

原因変数１（駆動_上席_ルーチン）：通常の取り組み、脅威や環境の変化に

対する意識（ルーチン系） 

質問文：『あなたの上司は、従来から品質の強化・推進を指示していました

（-＞はい）か、指示していませんでした（-＞いいえ）か』 

 

 

 上席はアジャイル手法の採用の指示の行ったか否かの確認をおこなう。行

っていれば何らかの危機意識があることを把握する。 

 

原因変数２（駆動_上席_機会）：機会や脅威から探索を行う意思があるか？ 
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質問文：『あなたの上司は組織変革に向けアジャイル手法の採用（テスト的

導入を含む）を指示していました（-＞はい）か、指示していませんでした（-

＞いいえ）か』 

 

 

 環境変化に応じて組織を分化（具体的にはアジャイル専門組織の創設）の

有無についての状況を確認する。脅威の認知に応じて、イノベーション対応

専門組織の組織化を行うことが先行研究（Gilbert(2005)等）において指摘さ

れている。 

 

原因変数３（駆動_上席_組織）：通常の取り組み、脅威や環境の変化に対す

る意識（リソース系） 

質問文：『あなたの上司はアジャイル手法を扱う部門を新設しました（-＞は

い）か、新設しなかった（-＞いいえ）ですか』 

 

 

 駆動要因が、顧客（あるいは社内の依頼元部門）からのアジャイル手法に

よる開発要求か否かを問う。これによって、顧客が駆動を行う受動的な意識

か否かを測る。 

 

原因変数４（駆動_顧客_要求）：顧客駆動による受動的な意識か 

質問文：『顧客（あるいは依頼元部門）はアジャイル手法によるソフトウエ

ア開発を要求していました（-＞はい）か、要求はしなかった（-＞いいえ）

ですか』 

 

 

 アジャイルは顧客（あるいは依頼元部門）にとって価値をもたらすか否か

の意識（この部分のみ自身の意識として把握を行う）を問う。 

 

原因変数５（駆動_顧客_価値機会）：機会認知の有無、誰のためのイノベー

ションか？（外向け） 

質問文：『あなたは、アジャイル手法は顧客（あるいは依頼元部門）にとっ

て価値をもたらすと思います（-＞はい）か、価値をもたらすとは思いません

（-＞いいえ）か』 
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（ii）自身の認知と価値認知 

対象としてプロジェクトマネージャーを想定し、彼ら自身がどのように取

り巻く環境を認知していたかを把握することを試みる。また、合わせて質問

票に記す具体的な質問文も添える。（カッコ内はデータ整理上のコードとす

る）（付録１、２） 

 

 

 まず、自ら危機を認知していたか否かを把握する。 

 

原因変数１（駆動_自身_危機）： 危機認知  

質問文：『あなたは、上司の意向に関わらずなんらかの危機感（競合との差

別化、時代遅れといった焦り）からアジャイル手法の導入が必要だと考えて

いました（-＞はい）か、必要とは考えてはいませんでした（-＞いいえ）か』 

 

 

 従来手法に対する捉え方を問う。これによって、従来手法（ウォーターフ

ォール等）に組織や自身のルーチンとして固執しているか否かについて把握

する。 

 

原因変数２（駆動_自身_ルーチン）：固執 

質問文：『あなたは、上司の意向に関わらず従来手法（ウォーターフォール

等）による業務の持続的継続と品質向上が重要だと考えていました（-＞は

い）か、重要とは考えてはいませんでした（-＞いいえ）か』 

 

 

 自らの立場でアジャイル手法の部門導入提案を行ったか否かを問う。野

中・竹内(1996)は、ミドル・マネージャーは事実上、知識創造企業の真のナ

レッジエンジニアであり、トップとボトム、並びに理論と現実の間のまとめ

役としての役割を果たし、イノベーションにおいて主要な役割を担うとして

いる。 

 

原因変数３（駆動_自身_提案）： ミドル・アップダウン 

  質問文：『あなたは上司にアジャイル手法の部門導入を提案・打診をしまし

た（-＞はい）か、提案・打診はしなかった（-＞いいえ）ですか』 
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  アジャイルは自身や組織にとって価値をもたらすか否かの意識を問う。 

 

  原因変数４（駆動_自身_価値機会）：機会認知の有無、誰のためのイノベー

ションか？（内向き） 

  質問文：『あなたは、アジャイル手法は、自分や組織関係者にとって価値を

もたらすと思います（-＞はい）か、価値をもたらすとは思いません（-＞い

いえ）か』 

 

 

（３）外部ナレッジの定義と原因変数の設定 

概念モデル（図 7）における「外部ナレッジ」は、「イノベーション」であるナ

レッジをサービス組織に受け入れるための「イノベーション」自体とは異なる知

識体系として位置付けるものである。外部からの知識を得ることに関して、ミド

ル層の吸収能力（以下 AC）(Elbashir et al., 2011)のように AC が主たる研究領域

と捉えられるが、吸収能力、組織学習という主たる理論的枠組みの外においても、

外部知識の結合(Bouncken et al., 2020; Gentile-Lüdecke et al., 2020)、新しい知識と

既存知識の再結合(Hervas-Oliver, 2014)、外部知識源へのアクセス戦略(Hervas-

Oliver, 2014)といった先行研究がある。これらの多くは、外部知識をどこにアク

セスして得るかというチャネルにフォーカスがあたる。本研究の注目も、どのよ

うにイノベーションとしてのアジャイル開発手法を取り入れるか、そのための

方策に注目する。基本的には、書籍、外部コンサルタント、外部セミナー、内部

での勉強会ということが想起される。以下、構成概念としての「外部ナレッジ」

について行動レベルを表す原因変数として設定する。（カッコ内はデータ整理上

のコードとする）また、合わせて質問票に記す具体的な質問文も添える。（付録

１、２） 

 

 

原因変数１（外部ナレッジ_コンサル）： 外部コンサルタントの招聘による

総合的・インタラクティブに外部ナレッジを取り入れる（パートナー）  

質問文：『外部コンサルタントを使いました（-＞はい）か、使いません（-＞

いいえ）でしたか』 

 

原因変数２（外部ナレッジ＿研修）：社外研修による、限定的な受け身的に

外部ナレッジを取り入れる 

質問文：『外部コンサルタントを使いました（-＞はい）か、使いません（-＞

いいえ）でしたか』 
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原因変数３（外部ナレッジ＿書籍）：書籍といった、興味範囲、極限定的・

表面的な形で外部ナレッジを取り入れる 

質問文：『あなたもしくは部下は書籍を買い求めて個人で学習をしました（-

＞はい）か、学習しません（-＞いいえ）でしたか』 

 

原因変数４（外部ナレッジ_勉強会）：勉強会といった組織での内部でのイン

タラクティブに知識醸成を行う 

質問文：『あなたもしくは部下は部署・組織で勉強会を開く、あるいは参加

しました（-＞はい）か、参加しませんでした（-＞いいえ）か』 

 

 

（４）潜在的リソースの定義と原因変数の設定 

 概念モデル（図 7）における「潜在的リソース」は、「イノベーション」である

ナレッジをサービス組織に受け入れ、それを新たなサービスに向けた資源にす

るプロセスにおいて「イノベーション」と統合する元来組織に備わる資源と位置

付けている。具体的には、イノベーションであるアジャイルを用いて組織として

新たなサービスを用意するための具体的な計画やアイディア、もしくは従前よ

り組織に備わったリソース、すなわちナレッジや経験を総称した概念である。 

 本研究が注目すべき点としてそれらのリソースがどのような形で組織に存在

するか、またその維持に意識があるか否かを問うことである。例えばルーチンは

形式知化されているか否か、アジャイルを用いた新たなサービスに関してその

計画は具体化されているのか否かという問いを想定している。以下、構成概念と

しての「潜在的リソース」について意識レベルを表す原因変数として設定する。

（カッコ内はデータ整理上のコードとする）また、合わせて質問票に記す具体的

な質問文も添える。（付録１、２） 

 

 

 組織において、資源である知識あるいは従来手法が形式化されているか否

かを問う。 

 

原因変数１（潜在資源意識）：組織における潜在的な資源としての従来から

のリソースの有無（の意識）  

質問文：『あなたの組織には技術や知識が明示的（例えばナレッジ DB 等の

情報共有の仕組み）にあり、さらに組織は新しい技術・知識を加えようとし

ています（-＞はい）か、特に何もしない（-＞いいえ）ですか』 
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 潜在的資源は個人に頼るものか、組織的に対応できているか否かを問う。 

 

原因変数２（潜在資源帰属）：組織における潜在的資源はどこにあるのか  

  質問文：『あなたの組織は個人の経験・知識に頼っています（-＞はい）か、

組織的に対応・成長しています（-＞いいえ）か』 

 

 

   潜在的資源として、新しいサービスを実現する具体的な計画や考えがあ

るか否かについて問う。 

 

原因変数３（潜在資源具体）：アジャイルで新しいサービスを実現する具体

的計画・考えが組織にあるか？  

質問文：『あなたの組織はアジャイルソフトウエア開発手法で従来とは異な

るサービスを実現しようとする具体的な計画を組織的に共有されています

（-＞はい）か、それとも具体的な計画はありませんでした（-＞いいえ）か』 

 

 

 個人としての資源探索の目的、意図を問う。 

 

原因変数４（潜在資源維持）：自分を含めたシステム（体制）の維持のため

に、資源を探索し、学び、資源を用いようとする考えの有無  

  質問文：『あなたは個人としてアジャイルソフトウエア開発手法を採用する

ことで、自分自身が提供するサービス価値のレベルが向上すると考えてい

ます（-＞はい）か、向上するとは考えていない（-＞いいえ）ですか』 

 

 

（５）採用障壁の定義と原因変数の設定 

 概念モデル（図 7）における「採用障壁」は、前章、先行研究レビューにて示

した組織における個レベルのイノベーションに対する障壁についての概念を適

用する。「採用障壁」は、サービス組織の組織員あるいはリーダー、管理職が意

識するイノベーションに対する抵抗感である。この意識の強弱は、イノベーショ

ンの採否に抵抗感と連動し影響を及ぼすと想定する。概念モデルにおいては、こ

の障壁も組織に存在する潜在的リソースの位置づけとしている。以下、構成概念

としての「採用障壁」について意識レベルを表す原因変数として設定する。（カ
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ッコ内はデータ整理上のコードとする）また、合わせて質問票に記す具体的な質

問文も添える。（付録１、２） 

 

 

原因変数１（顧客障壁）：イノベーションを組織として受け入れることに対

する顧客(あるいは依頼元部署)の理解、もしくは顧客の参加に対する意識  

質問文：『顧客（依頼元部門）にアジャイルソフトウエア開発について説明

をしても理解しないと思う』 

 

原因変数２（使用障壁）： 従来の作業の流れ、ルーチンとの互換性の有無に

対する意識  

  質問文：『自分や組織の従来の能力ではアジャイルソフトウエア開発には対

応できないと思う』 

 

原因変数３（価値障壁）：従来から使用している手法に比較して優れたパフ

ォーマンスや強い価値がなければ変更しない意識  

質問文：『従来のやり方と比較してアジャイルソフトウエア開発手法の優れ

た点がわからないので自分にとって価値を感じないと思う』 

 

原因変数４（リスク障壁）：新たなイノベーションについては、それについ

て良くわかるまで受け入れるのを保留する意識 

  質問文：『アジャイルソフトウエア開発については、周囲が着手するまで自

ら率先せずに採用は先に延ばしたいと思う』 

 

原因変数５（伝統障壁）：従来から確立された取り組みからの逸脱を避ける

意識 

  質問文：『従来のウォーターフォール型の開発手法があるので新たな手法を

取り入れるのは難しいと思う』 

 

原因変数６（イメージ障壁）：新たなイノベーションが抱かせる好ましくな

い意識 

  質問文：『そもそもアジャイルのような新しい考え方は実践には使い物には

ならないと思う』 
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3.3.2 研究１におけるデータの収集と手順 

 

 研究１では、大まかに日本のソフトウエア開発組織の状況を把握する目的を持

つ。本研究は、日本における IT 部門で発生する事象を追跡していることから、

量的には日本全国（地域を限定せず）の IT 部門の管理者およびプロジェクトマ

ネージャーを調査の対象と捉える。対象を２つにすることは、ソフトウエア開発

組織に限らず階層によって組織が構成されており、各階層それぞれが組織内外

に対して向ける意識はその階層ごとに異なることを仮定する。加えて、それぞれ

調査で得た結果を、組織として総括して捉える場合においては、本研究では異な

るデータ源を得ていることによって複眼的な把握が可能であること、そして多

元化を踏まえることで妥当な解釈につなげるための方略として考えている。 

 まず、本研究では事前に複数のソフトウエア開発組織に対して「描写目的のサ

ーベイリサーチ」（須田,2019,p.125)を行いデータの収集を行った。「描写目的の

サーベイリサーチ」とは、その目的が研究対象である社会グループの状況を知る

ために行われるサーベイであり（須田,2019,p.125）、もともとは社会問題の理解

のために、広く社会の状況に関してデータを収集したことから始まったといわ

れ、それは研究者が質問と回答選択肢を用意する選択肢方式が多い（須田,2019, 

p.125）。多くのサーベイリサーチは母集団から偏りのない母集団を代表するサ

ンプルを得ることによっておこなわれ、得られた結果が母集団を代表すること

が重要（須田,2019,p.131）と言われる。一方で、ここまで入手できる先行する

アジャイルに関わるサーベイは、そもそもの母集団、すなわち世界あるいは日本

の『ソフトウエア開発組織がどれほどの数があり、その中のアジャイルを採用し

ている組織の数』といった把握の仕方をしていない。これはそもそもの母集団の

真の実態がわからないためであり、それを理由に代表性が担保されたサンプリ

ングに基づくサーベイを行うことができていない。これらの状況を勘案し本研

究では、IT 部門、あるいはソフトウエア開発組織数が日本においてどれほどあ

るかを確定できない状況において、そのおおよその実態把握を目的として優先

させ、会員モニターを要する Web 調査プラットフォームを用い、アジャイルの

採用非採用のパネル調査を行うことを進める。また、調査項目は、多くの先行す

るサーベイではソフトウエア開発組織をサービスとして見立てた調査をしてい

ない点も考慮し、ソフトウエア開発組織をサービス組織として見立てた調査項

目を立案し、質問票を構成した。（付録１、２） 

母集団を直接観測はできないので標本を抽出することになるが、本研究では

母集団が把握できないために確率的な抽出プロセス（所謂ランダム抽出）という

手順を踏むことができない。そのため、もともと母集団を想定していない実験的

な分野で多く活用され、有効性のある手段とみなされる非ランダムサンプリン
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グ（日本学術会議,2020）による標本抽出を前提とし調査をすすめた。本研究に

おける具体的なサンプリングの方法は調査会社等の登録モニターにより構成さ

れる集団（アクセスパネル）から標本抽出を行う調査（三輪ほか,2021）を選択

した。これはウエブ調査あるいはインターネット調査と称される調査方法であ

る。 

アクセスパネルを利用したウエブ調査で最も注目されるのは調査費用の低廉

さと一般的に言われるが、その一方でアクセスパネルを用いる必要性にも注目

をすべき点がある。例えば、本研究のように、関心のある母集団に対する標本抽

出枠を得ることが難しい場合、アクセスパネルを用いることが手段として用い

られる（三輪ほか,2021）。ウエブ調査は注目がされ始めた当初、標本の代表性を

欠く調査方式（埴淵ほか,2015）と評価されてきたが、標本の代表性の問題は、

従来からの調査方法に遡っても依然として解決されていない課題でもあり、現

在では代表性よりも特殊性を重視した調査対象（埴淵ほか,2015）への適応の理

解が増している。標本の特殊な特性に注目するという側面において、具体的な方

法として大規模な登録モニター集団を構築している調査プラットフォームであ

れば、事前調査を通じて対象を絞るこむことができる。そこで、通常の確率的サ

ンプリングでは調査できないような対象（レア・アンプル）にアクセスできる（埴

淵ほか,2015）という利点が得られる。さらに、このようにウエブ調査の利用は、

登録モニターで構成される集団から、母集団を更に限定するアプローチ、すなわ

ち下位母集団を設定することによって、ある程度妥当な因果的推論が可能（三輪

ほか,2021）であるとされる。 

一方で、代表性に関する議論において本研究は次の立場をとる。本研究におけ

るウエブ調査データの扱いを、母集団の規模が不明という前提での描写目的の

サーベイリサーチであるとしている。さらに、研究１とは別手段で別途調査対象

をサンプリングする研究２においては、研究１で使用するデータおよび分析結

果に「代表性」を求めない独立した関係とする前提を持つ。これによって本研究

は、研究１が仮説探索を目的とすれば、アクセスパネルを利用することは有効で

ある（田島,2021)と理解し、ウエブ調査を採用する。具体的には以下に示すよう

な調査の準備を行い、データを収集する。 

  

（１）調査に利用したプラットフォームと調査環境の準備 

 本研究では、アイブリッジ社が提供する Freeasy という調査プラットフォーム

を用いた。Freeasy は４５０万人（２０２２年３月時点）の登録モニターを擁す

るセルフ型アンケートサービスであり、多くの学術調査での利用実績をもつ。本

研究では Freeasy に登録している日本全国のモニターのうち、１，０００人を上

限に、IT 組織の管理職（部長、課長等組織の責任者）およびプロジェクトマネ
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ージャー（開発現場のリーダーを想定）を抽出するための予備調査（スクリーニ

ング）を行った。スクリーニングプロセスおよび本調査のプロセスにおいて、不

良回答対応（後述）により回答者を選別（クリーニング）し、元データとして管

理職１４６件、プロジェクトマネージャー２８件を本調査対象の下位母集団と

して整備した。下記にスクリーニングの概要を記し、それぞれの下位母集団の属

性を表 1 に示す。 

 

●スクリーニングの概要 

 目的      

企業の情報システム部門あるいは IT 企業に所属し、ソフトウエア開発

に関与する管理職（部長、課長等）あるいはプロジェクトマネージャー

を抽出して、下位母集団を作る。 

  

 把握する属性の枠組み 

(1) 業種  

        サービス、製造、医療、商社・小売り、情報通信、その他 

      (2) 企業規模  

        １０人以下、（１１人以上）１００以下、（１０１人以上）５０

０以下、（５０１人以上）１０００以下、１００１人以上  

    (3) アジャイルソフトウエア開発手法の採用について 

        a 採用中 b 採用を検討中 c 試したが採用をやめた d 採

用しない（していない） 
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表 1 下位母集団の属性（クリーニング後） 

 
 

 

 本研究の研究１では、日本のソフトウエア開発組織のイノベーションを受け

入れに対する状態とアジャイルソフトウエアの採用状況との因果関係を捉える

ために、IT 部門に属す管理職、プロジェクトマネージャーに対し調査を行い日

本のソフトウエア開発組織のアジャイルの採否の状況の大枠を把握することを

試みた。前述のとおり IT 部門の管理職、プロジェクトマネージャーという特

殊な対象（レア・サンプル）にアクセスするためにウエブ調査の環境を利用し

て下位母集団を準備した。この下位母集団について、その妥当性の評価を先行

した類似の調査結果との比較でその妥当性を評価しておく。 

 参考とする類似調査では、IT 調査会社のガートナー社による２０１９年公表

の調査結果がある。ガートナー(2019)による、従業員数２０人以上の日本企業

を対象（回答者は情報システム部門の責任者、n=493）に２０１８年５月に実

施した先行する類似調査の結果と本研究で抽出した集団の回答との照合を図 10

に示す。先行する類似研究が示す傾向は、「採用しない」が最も多く、「検討・

試したが採用をやめた」が一番少ないという大きな特徴を示す。本研究の調査

の「管理職」から得られている傾向も同じ傾向を示す。さらに、「採用を検討
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中」、「採用中」においては先行調査ではほぼ同数、本研究の調査の「管理職」

においては若干「採用を検討中」の方が上回るもこの部分においても先行類似

調査との差は大きくは出ていない。回答者がいずれも「責任者」、「管理職」と

いう同様の立場も、傾向を表す背景として類似性を説明する要因である可能性

がある。 

一方で、プロジェクトマネージャー職の回答は、「採用しない」が一番多数

を占める傾向は同じであるが、それ以外の部分については異なる傾向が見受け

られる。「採用しない」以外の部分において、「採用中」が若干少数となった

が、「検討・試したが採用をやめた」と「採用を検討中」がほぼ同数という結

果である。組織における立場、今回収集できた母数の影響がある可能性はある

が、総じていずれも「採用しない」と「採用」とのコントラストは同じ傾向に

あると把握することができる。また、「検討・試したが採用をやめた」と「採

用を検討中」のその比に多少の差はあるも「採用を検討中」が上回る傾向は同

一と認められる。この結果、本研究で観測を試みるアジャイルの採用に関わる

状況の概念的理解が、ほぼ先行類似市場調査の結果と同一であると捉える。こ

れを前提とし、この集団に対する調査を進める。 

 

 

 

 

図 10 先行類似市場調査との照合による下位母集団の評価 （筆者作成） 
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（２）調査の実施と分析用のデータ整備 

 予備調査（スクリーニング）によって、当初、管理職１５８件、プロジェクト

マネージャー２８件といった集団を確保した。まずは、これらの集団に対して本

調査を行った。本調査に際し、調査対象者に向けての質問（付録１、２）を伴っ

て Freeasy を使い本調査に臨んだ。Freeasy からは質問項目単位で回答がコード

化された rawdata が提供され、これらを使い分析プロセスへ進むが、その前工程

で不良回答に対する処置を行う。不良回答対策については、Freeasy は適所に選

択肢のランダマイズさせる機能を提供している。本研究においてもこの機能を

採用したが、調査執行者として下記の施策を調査の前後で行っている。 

 

 ・登録モニターの属性について、Freeasy に登録されている登録者情報の属性

情報について、本調査においても改めて属性に関する質問をしている。これらの

回答同士を突合することで、相違がある場合は調査対象としては調査のその他

の回答の信頼性が低い可能性も否めないのでそのモニターの回答を除いている。 

 

 ・調査の本質的な質問項目（アジャイルの採用に関わる質問）について、予め

スクリーニング調査で得ている回答と照合を行うためにスクリーニング調査と

同じ設問を設けた。回答同士の突合を行うことで、相違がある場合は他の回答の

信頼性が低い可能性が否めないのでモニターの回答を除いている。 

 

また、これらのクリーニング処置に加え、管理職およびプロジェクトマネージ

ャー職において、それぞれ重複するケースもあり、最終的な調整の結果、管理職

１４６件、プロジェクトマネージャー職２８件のデータを元データとして確保

する。 

 

 なお、得られた回答の信頼性についても検討をしておく。一般的に調査回答の

信頼性を評価するにあたり、クロンバックのα係数を求めることが行われてい

おり本研究においてもこの評価を行った。クロンバックのα係数とは、信頼性係

数の一種で、複数の質問呼応目を加算して何等かの概念を測定する尺度を構成

する場合に、それらの質問項目間に内的整合性があるか否かを調べる指標であ

る。原理としては、1 つの尺度内で同じような回答をしている傾向を評価する。

ある項目で高い評価をした人は残りの項目でも高く、一方で低くつけた人は残

りの項目でも低く評定する傾向を前提としている。極論的には、同じ範疇ですべ

て同じ反応をするとα係数は１になり、一方で同じ範疇でも違う反応を行うと

α係数は低下するといわれている。表 2 に本調査におけるα係数を示す。調査項



64 

目は、構成概念として障壁、潜在的リソース、外部ナレッジ、駆動源であり、そ

れぞれについてのα係数を調査している。結果はどれも許容レベルである 0.7 を

超え、総じて内部一貫性が高く評価をすることができる。これによって、本調査

は一定の信頼性の理解を得ることができると評価する。 

 

 

表 2 本調査におけるクロンバックα係数 

 

 

 

 最終的に研究１では、アジャイルの採否を巡る組織にわたる特徴を追跡する

ために、「採用しない」および「採用する」に属する集団のデータを使用するこ

とする。この下位母集団として、管理職１４６件、プロジェクトマネージャー２

８件から更にそれぞれパネルに割り振るためにケース件数を絞り込む。パネル

とは、アジャイルの採用状況毎、つまり「採用」、「採用しない」という状態毎に

グループに分けることをいう。これらパネルが研究１の調査対象となり、分析に

おいてこのパネル毎の比較を行っていく。研究１の分析に供されるデータは、管

理職のデータとして「採用組織群」１７件、「非採用組織群」８９件をパネルと

し、プロジェクトマネージャーのデータとして「採用組織群」４件、「非採用組

織群」１１件をパネルとして確保する。 

 

 

3.3.3 研究１におけるデータの分析と手順 

 

 研究１におけるデータの分析のアプローチについて述べる。研究１では分

析に QCA を用いるが、その手法を用いる背景、具体的な分析の手順について述

べる。 

 

（１）コンフィギュレ―ショナル・アプローチと QCA 

 本研究における分析には、コンフィギュレ―ショナル・アプローチという考え

方でデータを捉える。本研究におけるコンフィギュレ―ショナル・アプローチと
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は、基本的には結果、現象を導く組織や個人が関与する構成概念の組み合わせ

（以降コンフィグレーション）とその組み合わせをもって事例間を比較・分析す

ることをいう。これは、複数の属性が相互に作用する複雑な現象を理解すること

を目的(Bedford and Sandelin, 2015)にした考え方である。 

既存研究においては、Miller が、経営戦略の組織に対する分析のアプローチと

してコンフィギュレーションの考え方の可能性の提案や実績(Miller, 1996)を示

している。直近では QCA とコンフィギュレ―ショナル・アプローチの親和性を

述べ、組織の構造、一般戦略、ビジネスモデルなどの研究といった様々な研究領

域での QCA の適応(Miller, 2018)例が見られる。例えば、Miller は、経営管理は、

複数の相互依存的な属性の構成で機能するという一般的な理解(Miller, 2018)に

対して、実際にそれを理解するための実証的な取り組みがないことを主張し、

QCA を用いることでその実証的な取り組みに対する可能性を示した(Bedford 

and Sandelin, 2015)。 

QCA を用いることによる利点は、戦略や組織に関する複雑な理論を検証でき

ること、組織分析における因果関係のパターン間で重要な区別ができることな

ど(Miller, 2018)がある。このような基本的な考え方に基づき本研究ではアジャイ

ルの採用に関わるコンフィギュレーションおよび非採用に関わるコンフィギュ

レーションを比較することで、その違いを把握し、アジャイルを推進する組織の

アジャイルに対するコンフィギュレーション、あるいはアジャイル採用にブレ

ーキを踏む組織のコンフィギュレーションから得られる示唆を期待し、QCA を

用いることとする。 

 

（２）QCA がもたらす分析の特性 

 QCA は、ある結果を生じさせる要因となる条件の組み合わせについて、０と

１の二値をとる変数を使った論理数字であるブール代数を用いて分析する手法

（Ragin, 1987）である。前述のとおりコンフィギュレ―ショナル・アプローチと

の親和性が高く、QCA がもたらす分析結果は、統計的な因果分析とは異なる視

点によって新たな知見を見出すことに注目される(Fiss, 2011)。それは統計解析つ

まりは回帰分析などで解明しようとするような、どのような原因が結果を導く

のかという一般的な問題を解明するアプローチとは異なる。QCA は、どのよう

な「要因の組み合わせ」によって、特定の結果が発生するのかという問題を解明

することを支援する分析手法であり、さらにこの点において、個々の原因変数

（独立変数）がその結果変数（従属変数）との間にどのような関係があるかにだ

け主眼を置くのではなく、複数の原因変数の組み合わせのパターン（コンフィギ

ュレーション）が如何にその結果変数に関係しているかを追求(Meyer, et al., 

1993)するコンフィギュレ―ショナル・アプローチとは親和性が高い。更に QCA
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は、本研究を支えるいくつかの特性をもつ。例えば、本研究の調査で得られたケ

ース数は決して多くはないが、QCA は統計分析には不十分な数のスモールデー

タでも分析ができる（田村, 2015）。これ以外にも QCA は、統計解析による分

析とは異なる視点で分析の特性を提供する。QCA は、加算性、因果関係の唯一

性、因果関係の一様性、因果関係の対称性というこれら統計分析で基本となる考

え方を前提としていない(Rihoux & Ragin, 2009)ことに大きな特徴がある。 

QCAは個別の原因変数が結果に対して独立した影響を及ぼすことを前提（加算

性）としていない。つまり同時に別の原因変数が存在することを仮定している。

それら原因変数が組み合わさることで因果結果を生じさせるという考え、つま

り複数の原因変数が組み合わさって存在することが前提となっている。この前

提がコンフィグレーショナル・アプローチを支えている。 

また、QCA では、ある特定の結果に至る説明経路が唯一（唯一の因果関係）

であることを前提としていない。この点においてもコンフィギュレ―ショナル・

アプローチを支える点である。因果効果の一様性を QCAでは前提にしないので、

ある原因変数同士の組み合わせで特定の結果が出たとしても、別の原因変数と

の組み合わせでは同じ結果は出ないことを前提としている。 

QCA では因果関係の非対称性が前提である。例えば本研究におけるアジャイ

ルの採用（結果 X）と非採用（結果 Y）の原因条件の組み合わせにおいて、それ

らの対称性はないことをいう。つまり、仮に X という結果を得るための条件の

組み合わせが「（Aであること）+ (Bであること)」であった場合、Y の結果は「（A

ではないこと）＋（B でないこと）」とは必ずしもならないことをいう。それぞ

れの結果を導く原因の説明はそれぞれ異なることを前提にしているのである。 

これらの点からも一般的に行われる統計分析の視点とは異なる分析結果を得

ることが可能である。分析作業における QCA は、ソフトウエアを用いて行う。

次にソフトウエアに設定する情報と調査データの分析のシーケンスについて整

理をする。 

 

（３）QCA の準備 

 QCA に向けて何種類かのフリーソフトウエアが存在する。本研究では、fsQCA

を使用する。fsQCA は、QCAの提唱者であるチャールズ・レイガンが中心になり

開発されたソフトウエアであり、レイガンが確立してきた QCA 手法が一通り組

み込まれている（森,2017）とされる。QCA 分析においては、最も基本的な機能

を提供するソフトウエア（森,2017）と言われている。本研究では最新版(2022年

4月現在)であるバージョン 3.1Bを使用し、通常の集合（クリスプ集合）による

分析（森,2017）を行う。 

クリスプ集合での分析では、データは２値（1もしくは 0）での扱いを前提と
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している。本研究における調査収集データは一部を除き基本的には２値である。

本研究の研究１おいて結果変数は、具体的には「採用」か「非採用」という２値

で区分けされる。採用障壁以外の条件変数においても全て２値でデータの収集

で行われている。一方、４個の選択肢でのデータ収集を行った採用障壁の調査に

おいては、本研究でクリスプ集合を用いる場合、研究で取り上げられる集合それ

ぞれについて、1（その集合に所属する）もしくは 0（その集合に非所属）を事

例に割り当てる(Rihoux & Ragin, 2009, 邦訳書 p.110)ことを踏まえる必要がある。

採用障壁の調査における選択肢は、①「そう思わない」、②「あまりそう思わな

い」、③「まあその通りだと思う」、④「その通りだと思う」となっており、この

場合、閾値によって概念を２分してクリスプ集合として扱うことで分析を明確

にすることができる(田村,2015,p.37）。また、田村(2015)は、質的差異が明確で

ある場合は分析結果に大きな影響を与えないという前提で、研究１においては、

質的差異として「そう思わない」か「その通りだと思う」に明確に集約、区分で

きることとし、①②を 0、③④を 1に割り当てる操作を行い、２値化を行うこと

とする。 

 fsQCA による QCA の分析では容易に条件の組み合わせを導出することがで

きるが、そこで導出される条件の組み合わせについての妥当性を判断する基準

を分析に向け確立・保持しておく必要がある。これは矛盾のある組み合わせをカ

ットする基準（QCA では「整合性」、「整合性」については後述する）をあらか

じめ決めておくことである。Ragin(2008)によると 0.75が推奨されるが、分析の

頑健性を担保するには厳しい水準を求めることになる、それを主張する

Fiss(2011)は 0,8 という基準を示しており、本研究でも 0.8 を採用する。また、

fsQCA においては標準分析（standard Analysis）での処理において、３種の解を

出力する仕様になっている（田村, 2015, p.174）。本研究では、理論・常識による

期待と一致（田村, 2015, p.181）という中間解を採用し、その解による解釈・分

析を行う。 

 

（４）fsQCA の操作 

 分析のシーケンスは、潜在的リソース、採用障壁を説明する原因変数と結果変

数（採用、非採用）に関する因果関係をそれぞれの構成概念単位で行う。この分

析においては QCA を用いる。なお、分析のツールとして使用する fsQCA ソフト

ウエアの出力の解釈、特に fsQCA が出力する分析結果の妥当性について判断を

行う必要がある。この判断を行うにあたり、fsQCA では分析の出力毎に妥当性

を判断するための指標値を提示する。QCA における分析の妥当性を判断する指

標は主に３つあり、一つは「解被覆度」（fsQCA の出力上では solution coverage）

であり、もう一方は「解整合性」（fsQCA の出力上では solution consistency)、残
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りは「素被覆度」（fsQCA の出力上では raw coverage）である。 

QCA の分析の出力においては、結果変数を導く原因変数の組み合わせ、すなわ

ち解としてのコンフィグレーションが複数個提示される。まず「被覆度」は、原

因条件の組み合わせ（コンフィギュレーショ）が結果を説明できる度合い（カバ

ー率）である。「解被覆度」は出力された解（コンフィギュレーション）全てに

おける被覆度（森,2017）（カバー率）である。つまり、それらコンフィギュレー

ションの組み合わせに当てはまるケースが全体（つまり同一の結果変数を導く

すべてのコンフィグレーション）のなかでどのくらいの割合で占めるかを表す。

解被覆度が低い場合は解、つまりは QCA の出力したコンフィグレーションでは

説明できない事例が多数あることを示す。この意味は、分析で用いた原因変数の

切り口では説明できないということを示し、この場合は QCA の分析視点におい

ては原因条件を増やす（森,2017）という対処を考えることが推奨されている。

本研究では、これを受け解被覆度が低い場合は、遡って概念モデルが妥当ではな

いという判断を行い、それ以降の分析を取りやめることとする。 

一方、「整合度」とは当該コンフィギュレーションが、結果を導くための十分

条件にどれほど近づいているか、矛盾するケースがどれほどあるかをいう。そこ

で「解整合度」は、解全体の整合度を示し、出力されたコンフィグレーション全

体が、十分条件である度合いを示す。（１に近いほど十分条件である度合いが高

い）。解整合度が低い場合は解として提示するには問題がある（森,2017）として

いる。 

最後に、「素被覆度」とは解として出力されたコンフィギュレーションそれぞ

れについて、そのコンフィギュレーションに当てはまるケース数がコンフィギ

ュレーション全体に占める割合を示す。この割合が高いほど解としての妥当性

が高いことになり、コンフィギュレーションの各々を比較する実際においては、

素被覆度が高いものに注目することになる。 
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3.4 研究２の研究方法 

  

 ここでは、研究２における研究方法について述べることにする。 

 

 

3.4.1 研究２におけるデータの収集と手順 

 

 前節において、ウエブ調査データを扱う研究１では、その結果を仮説探索とい

う位置づけにおいた。それに対して混合研究法における研究２は、研究１とは区

別し別途データを収集する。そして研究１の結果と研究２結果を統合し、現在の

アジャイルの採用・非採用をめぐる状況を解釈しようとしている。研究１から導

かれる傾向、仮説に対して、それを別データ、分析手法を変えることで、事象を

多元的に深く理解することとする。そこで、仮説検証型の事例研究について、田

村(2006,p.87-88)によれば、その検証について、事例が少ないために統計的な検

証はしないため、その仮説を受容するか棄却するかを行うアプローチはとらず、

その仮説の適用範囲を示す条件変数を発見して適用範囲を修正あるいは精緻化

を行う、もしくは説明変数と従属変数の関係を再考することに使われるとされ、

本研究においては研究１と研究２の結果を総合的に評価するために、結果を統

合して考察を進める。 

 これらを踏まえて、研究２で扱う調査対象に関して検討する。質的研究におけ

る調査対象に関しては、少数対象のサンプリングの妥当性と客観性を担保する

ことを目指す必要がある。一般的に、質的研究では、比較的少数のサンプルを意

図的に選択して深く研究する。このサンプリングは「合目的的サンプリング

（purposeful sampling）」と呼ばれるものである。Patton (2015, p. 266-268) は４０

項目に分類する合目的的サンプリングの方略の提示をしている。そこで本研究

では、Patton (2015, p. 266-268) の Homogenous sampling （類似の事例を選択し、

共通の特徴を捉える）と Criterion-based case selection （重要な尺度に注目し、尺

度を超えたものと超えないものを比較する）の方略に則り、かつ研究１のサンプ

ル数における採否の比からバランスを考慮する。最終的にアジャイルの採用組

織（類似性）からそれぞれ社内でキーマンと称される主導的な人材をもつ事業組

織として３ケース、重要な尺度としてアジャイルの採否を据え、アジャイルの採

用をしていない事業組織１ケースを選択し、これらの組織に属す計６名の協力

者のインタビューデータを質的分析の対象とした。（表 3） 
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表 3 研究２の調査対象 

 

 

 

3.4.2 研究２におけるデータの分析と手順 

 

研究２におけるデータの分析のアプローチについて述べる。研究２では分析

にテーマティックアナリシス（Thematic Analysis, 以降 TA とする）を用いるが、

その手法の特徴、具体的な分析の手順について述べる。 

 

（１）TA の特徴 

 研究２においては、インタビュー調査によって得られる質的データを対象に

し、協力者の有する具体性、意識、考え方を通してアジャイルの採否を巡る事業

組織の実態に迫ることを狙いとしている。本研究の主題は、つまり MRQ は「な

ぜ、日本のアジャイルの採用と普及は進まないのか？」を探索することである。

研究２では、質的データの中にパターンを見出すための体系的プロセスである

(Boyatzis, 1998)とされる TA を用い、その主題における具体的なテーマ、つまり

本研究の３つの SRQ に通じるテーマとする「主題」、「環境」、「障壁」を観取し、

分析を行う。 

 TA は、質的データにおいてパターンを模索し、その意味や概念に関心を寄せ

ながらより抽象的なテーマへと昇華させる分析手法であり、研究の哲学的な位

置に関わらず、また解釈的、概念的な分析もできる柔軟性をもった質的分析手法

として位置付けられる。（土屋,2016,p.14） TAで行う分析のプローチとしては、

演繹的分析プローチ、帰納的分析アプローチ、これら２つを組み合わせたハイブ

リッドアプローチがある。それぞれのアプローチの説明としては、演繹的アプロ

ーチは既存の理論や先行研究の結果を踏まえた上でデータの分析を行うもので

あり、帰納的アプローチはデータからテーマを立ち上げていくものを取り上げ

るものである。ハイブリッドアプローチは、帰納的分析を行い立ち上がってきた

テーマを既存の理論や先行研究の結果を用いて再分析あるいはそのテーマを解

釈する方法である。（土屋,2016,p.17） 
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（２）本研究における TA の適用 

 TA は、社会事象にみられる主観的な意味の世界を理解することを目的とし、

前述のように、その意味に着目をすることで抽象的なテーマへと昇華させる分

析を行う。研究２においては、まず帰納的分析アプローチを用いて、データを分

析し帰納的にコーディングを行い、そのコーディングをサブテーマとして捉え

る。研究１と共有を行う SRQ 1、SRQ2、SRQ3 につながる 3テーマ「主導」「環

境」「障壁」とサブテーマを照らし、そこでは、3 テーマを上位概念と見立てこ

れらサブテーマを傘下におき､改めて 3テーマでサブテーマにコーディングされ

たデータの解釈を行うという TA の分析アプローチの中のハイブリッドアプロ

ーチという進め方を行う。 

 

（３）手順 

アジャイル採用をしている組織に属す協力者に対し、下記の質問の枠組みを

伝え、適時自由に語ってもらう手法「半構造化インタビュー」を用いる。 

①  アジャイルを採用した背景や、その準備と進行について 

②  普段行われている業務上の情報共有や議論の方法、環境について 

③  アジャイルに対する抵抗意識について 

 

一方、アジャイル非採用としている組織に属す協力者に対しては、下記の質問

の枠組みを伝え、適時自由に語ってもらう手法「半構造化インタビュー」を用

いる。 

①  普段行われている業務上の情報共有や議論の方法、環境について 

②  アジャイルを「採用する」あるいは「しない」について 

③  アジャイルに対する印象 

 

 前述の表 3 に記載の協力者に対し、表 4 に示す日時でインタビューを行い、

収集した音声データをテキストに変換し、ケース Cを除き協力者毎にデータフ

ァイルを作成した。 
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表 4 インタビューの実際 

 
 

 

 データファイルの分析には、QDA 支援ソフトウエアである Nvivo14 (QSR 

International)を利用した。同ソフトウエアは、データテキストに分析者がコー

ドを付与することを支援する機能を持つ。分析を進めることで蓄積されるコー

ドを整理・編纂することが可能であり、データをコードによって構造化するこ

とができる。これらの機能を使いコーディングを行う。コードの生成について

は、ハイブリッドアプローチをとる研究２においては、まずそれぞれの協力者

の発言から浮上する概念を帰納的に捉え、捉えた概念をサブテーマとしてコー

ドした。前述したとおり、研究２で行うハイブリッドアプローチでは、研究１

と共有を行う SRQ 1、SRQ2、SRQ3 につながる 3テーマ「主導」「環境」「障

壁」に演繹的にサブテーマを照らし合わせていく手法をとった。この３つのテ

ーマは先述のインタビューの質問の枠組みとも連動するものだが、自由に発話

されたデータ上、それぞれの３つのテーマに類する言説がインタビューデータ

全体に散在するために、帰納的コーディングにおいては全体を通す通読を、複

数回行いサブテーマを浮上させる。上位概念に見立てた３テーマの傘下にサブ

テーマを配置し、それぞれのテーマ「主導」「環境」「障壁」のテーマ毎に整理

する。これら一連の操作をインタビュー対象者毎のファイルで行い採用組織全

体を通じての３テーマを通じての解釈を行う。なお、これら３テーマに該当し

ないテーマ、すなわち各協力者の言説から帰納アプローチで浮上する第４のテ

ーマも発生する。そのテーマも主テーマとして先の３テーマとともにインタビ

ュー全体を解釈する。以上のプロセスは、アジャイル採用組織における対象者

５名分のデータに対して行われることであるが、非採用組織においても初めに

帰納的アプローチでサブテーマを浮上させた後、それらサブテーマを傘下にし

た３テーマを主題に照らし分析を進める。 
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第４章 研究１の結果 

 

4.1  はじめに 

 

 本研究は、組織とそこに属す管理職、プロジェクトマネージャー職がもつアジ

ャイルというイノベーションに対する意識を 4 つの構成概念で捉えようとして

いる。これらの捉え方として、本研究における基本はコンフィギュレ―ショナ

ル・アプローチ（3.3.3 項）に則している。概念モデル（図 7）においては、イノ

ベーションであるアジャイルの採用あるいは非採用は、４つの構成概念が影響

を与えることとして捉える。具体的には、概念モデルの構成概念を説明する原因

変数（独立変数）とし、一方でイノベーションの採用・非採用を結果変数（従属

変数）とし、これらの因果関係を捉える。これによって、イノベーションの採否

に影響を与える構成概念を形成する原因変数の組み合わせとイノベーションの

採否（結果変数）との因果パターンを捉える。 

 本章では、3章の研究方法に従って収集した調査データの分析を行う。ここで

は、3.3.3 項で述べた分析の枠組みに従い、3.3.1 項で設定した命題と仮説に対す

る検証を行う。 

 

  

4.2  命題「採用組織には非採用組織にはない要因がある」の分析  

 

 ここでは、アジャイルの採用組織と非採用組織においてどのような根本的な違

いがあるのかに注目し、分析を進める。分析は、アジャイルの「採用」を決める

構成概念と結果「採用」あるいは「非採用」と関係について fsQCA ソフトウエ

アを使った QCA によって分析を行う。進め方として、まず解被覆度（3.3.3 項）

による解の妥当性の確認、構成概念毎に出力されるコンフィギュレーションの

分析を行い、命題に向けた仮説検証を行う。 

 

 

4.2.1  解の妥当性 

 

 構成概念毎に fsQCA が分析した結果として解被覆度が得られる。管理職のう

ち採用者の構成概念と結果変数「採用」との関係の分析、および非採用者の構成

概念と結果変数「非採用」との関係の分析において得られた解被覆度を表 5 に示

す。同様にプロジェクトマネージャー職における解被覆度を表 6 に示す 
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表 5 管理職データの解被覆度 

  非  

0.29412 0.74157

0.35294 0.93258

0.05882 0.86517

0.25 0.81818

0.05882 0.86517

 成概念

  

潜在  ソ  

   レ  

駆動   司・顧客系 

駆動   身 
 

 

 

表 6 プロジェクトマネージャー職データの解被覆度 

  非  

0.5 0.90909

0.75 1

0.5 0.90909

0.25 0.81818

1 1駆動   身 

 成概念

  

潜在  ソ  

   レ  

駆動   司・顧客系 

 

 

 採用、非採用の括りで管理職とプロジェクトマネージャー職の解被覆度を同

一のレーダーチャートにプロットし、俯瞰、比較を行う。解被覆度全体と管理

職、プロジェクトマネージャー職の比較を図 11 と図 12 に示す。 
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図 11 構成概念の解被覆度（非採用側） （筆者作成） 

 

 

図 12 各構成概念の解被覆度（採用側） （筆者作成） 
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（１）非採用文脈での分析概観 

 図 11 において、アジャイルの非採用組織群における管理職、プロジェクトマ

ネージャー職の意識において概念モデルを構成する構成概念の発現の度合いを

把握できる。アジャイルの非採用においてはそれぞれの構成概念のうち、「障壁」

においては「～（障壁）がある」（障壁を感じる意）それ以外の構成概念におい

ては「～がない」（採用を進める要因がない意）という原因変数のコンフィギュ

レーションによって説明がなされる。それを前提にして管理職、プロジェクトマ

ネージャー職双方において、ある一定程度の解被覆度を示している。つまり、そ

れぞれの構成概念を構成する原因変数によるコンフィギュレーションにおいて、

高い確率を伴いながら得られたサンプル内で同調していることを示していると

捉えることができる。 

 

（２）採用文脈での分析概観  

図 12 では、アジャイルを採用する組織群に関する把握ができる。採用をめぐ

る構成概念の発現は、管理職とプロジェクトマネージャー職の間においてはそ

の意識レベルが大きく異なることが捉えられる。解被覆度は、fsQCA の出力し

た全てのコンフィギュレーションが採用組織群のサンプルのうち何割を占める

か、つまり採用組織群の共通する意思をどのくらい示しているかを把握できる

と読み替えることができる。この視点で図 12 の把握を改めて試みると、総じて

管理職の解被覆度がどの構成概念においても低い。まず、この点を QCA 分析の

テクニカルな観点での解釈は、今回の分析で用意した概念モデル、さらにそれを

構成する構成概念を構成する原因変数では管理職が捉えるアジャイル採用の意

識を上手く説明できないということを示している。これを実際の現場環境にお

ける解釈にすると、「用意された概念モデルの構成概念以外の理由が存在する」、

更には「管理職は概念モデルにおける構成概念の範疇ではアジャイルの採用を

意識していない」、または「意識のばらつきが激しく意識の同調感がない」とい

う捉え方を想起させる。 

一方、プロジェクトマネージャー職においては、構成概念間でのばらつきはあ

るが管理職の解被覆度の傾向に比して全体的に高い。注目すべきは、採用障壁に

ついてはアジャイル採用をする組織、採用者においても捉えられている点であ

り、採用障壁は非採用組織（群）だけで捉えられる概念ではないということが把

握できる。採用組織群に採用障壁があることがこれで把握できるので、それを乗

り越える概念、考え方の存在があると仮定できる。概観から言えることとして、

「駆動源（自身）」と「潜在的リソース」の解被覆度がそれぞれ 1.0 と 0.75 であ

るので、これらの構成概念が「採用」に強く影響する、採用障壁を乗り越える要

因として概観上捉えることができる。 
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（３）妥当性 

 ここでは、採用における管理職の解被覆度が著しく低い点について注目する。

著しく低い解被覆度が観察された背景として、組織における立場の違いによる

影響が表出していることと推察する。例えば、管理職という立場上、現場の開発

手法にまで詳しく把握できていない、あるいは、アジャイルに対する意識がそも

そも低いということである。その一方で、非採用の側面ではどの構成概念に対し

てもある一定程度の解被覆度を示していることを勘案すると、プロジェクトマ

ネージャーとの比較では管理職はアジャイルの採用に関する意識が低いとは言

えても、総じて意識レベルが低いということは言えない。つまり、非採用に向く

意識は一定程度安定的に発現するので把握できるが、採用に向く意識傾向は一

定には把握できない状態である。よって、アジャイルは、情報システム部門なり

IT 部門の組織的な、管理職主導による取り組みではなく、現場（プロジェクト）

での推進によって進行していることを捉えることができよう。このように、管理

職の解被覆度が著しく低い点についての解釈は、アジャイルの採用に対する管

理職意識が安定的ではなく総じて低いことと捉える。但し、解の妥当性について

は、QCA のテクニカルな側面から、管理職のアジャイルの採用を説明する概念

モデルが適切ではない可能性もありうるという判断に基づき、本研究ではこの

先の分析から管理職のデータを除外することとする。 

 

 

4.2.2  構成概念毎のコンフィギュレーションレベルの分析結果 

 

 概念モデルにおいて設定した構成概念毎に定めた原因変数と結果変数である

「採用」・「非採用」との因果関係についてコンフィギュレーションの分析を行う。

なお、fsQCA からの直接の出力を付録 3～7 に残す。 

 

（１）採用障壁  

採用障壁についてのコンフィギュレーションは、原因変数（3.3.1 項(5)）であ

る「顧客障壁」、「使用障壁」、「価値障壁」、「リスク障壁」、「伝統障壁」、「イメー

ジ障壁」の組み合わせである。fsQCA の出力を表 7、表 8 に整理する6。 

 

 

 
6 ●は存在条件（「ある」、肯定）を示し、〇は不存在条件（「ない」、否定）を意味する。

いずれの表示が無い場合は、その変数は結果変数（採用あるいは非採用）には関係しな

い。 
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非採用のコンフィギュレーション 

 まず、非採用のコンフィギュレーションにおいて解の被覆度は 0.90909 であ

り、これらのコンフィギュレーションの調査サンプル全体に対するカバーの度

合いは高い。つまり、非採用のサンプルを説明するうえで fsQCA が認識した障

壁のコンフィギュレーションで 90%以上説明できる状態といえる。個々のコン

フィギュレーションにおける整合度に関しては９つすべてのコンフィギュレー

ションで１である。整合度が高いとその条件の重要性が高くなる（田村, 

2015）という特性から、非採用という結果に対し重要な要因を含むコンフィギ

ュレーションであるといえる。この場合の条件変数は、顧客障壁、使用障壁、

リスク障壁が存在条件、つまりこれらの条件は肯定されて複数のコンフィギュ

レーションに含まれており、これらは注目すべき条件変数といえる。不存在条

件として、価値障壁、伝統障壁、イメージ障壁はそれぞれ２つのコンフィギュ

レーションに含まれることが確認できている。これを言い換えると、顧客障

壁、使用障壁、リスク障壁は非採用に大きく影響する条件変数である一方で、

価値障壁、伝統障壁、イメージ障壁の影響は敢えて大きくはないことが理解で

きる。また個々のコンフィギュレーションの被覆度の観点から、コンフィギュ

レーション１は、他のコンフィギュレーションと比較して被覆度が高く、よっ

てこのコンフィギュレーションは、収集した経験データによって支持される度

合いが高い（田村, 2015）注目すべきコンフィギュレーションである。このコ

ンフィギュレーションは、顧客障壁のみで構成されるコンフィギュレーション

であり、つまり顧客障壁が注目すべき障壁であるといえる。 

 

採用のコンフィギュレーション 

 一方、採用におけるコンフィギュレーションは４つ認識された。解被覆度は

0.5 であるため調査対象としたサンプル全体の約 5 割程度に対する説明がこの

コンフィギュレーションで説明がなされる。この点において、アジャイル採用

をする組織群、それに属すプロジェクトマネージャーらは、「アジャイルを採

用した」という極論に立てば、採用に関わる障壁を感じないとするケースが想

定される。一方で、アジャイルを実際に採用する組織を捉えるデータからは、

採用組織に属すプロジェクトマネージャーであろうとも、実際の感覚として彼

らすべてが全く採用障壁を感じないということはなく、サンプルにおける約５

割は採用障壁を感じるという捉え方になるとした受けとめが現実解である。 

整合度は、採用のコンフィギュレーションすべてにおいて１であり、これら

のコンフィギュレーションに重要な条件変数が含まれていることが示唆され

る。つまり具体的には顧客障壁が不存在であることがすべてのコンフィギュレ

ーションに含まれる重要な条件であることが理解できる。その他、使用障壁は
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２つのコンフィギュレーションにおいて存在条件として構成される。つまり、

採用組織群においては、総じて顧客障壁は全く影響を与えない傾向が強く現れ

るが、使用障壁が与える影響は他の障壁に比べ高く、価値障壁、リスク障壁、

伝統障壁、イメージ障壁が若干影響する傾向がある。 

 

 

表 7 プロジェクトマネージャーの非採用コンフィギュレーション（採用障壁） 

 PM　非採用 

  1 2 3 4 5 6 7 8 9

顧客  ●

使用  ● ○ ● ● ●

価値  ○ ○

 ス   ○ ● ● ● ●

伝統  ○ ○

      ○ ○

素被覆度 0.54546 0.18182 0.18182 0.18182 0.27273 0.27273 0.09091 0.18182 0.27273

固有被覆度 0.45455 0 0 0 0 0 0 0 0

整 度 1 1 1 1 1 1 1 1 1

 被覆度 0.90909

 整 度 1

コ フ ギュレ    

 

 

表 8 プロジェクトマネージャーの採用コンフィギュレーション（採用障壁） 

 PM　採用 

  1 2 3 4 5 6 7 8 9

顧客  ○ ○ ○ ○

使用  ● ●

価値  ●

 ス   ● ○

伝統  ●

      ● ○

素被覆度 0.25 0.25 0.25 0.25

固有被覆度 0 0 0 0.25

整 度 1 1 1 1

 被覆度 0.5

 整 度 1

コ フ ギュレ    

 

 

 

非採用と採用の比較とその示唆 

 ここで非採用、採用のコンフィギュレーションから把握できる原因変数の発

現の特性を改めて整理する。非採用組織群においては、顧客障壁、使用障壁、

リスク障壁が存在することによる非採用という結果に与える影響度が高い。一

方、採用組織群においては、顧客障壁については、プロジェクトマネージャー
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らは明示的に採用への影響がないという受けとめ方をはしている。 

 まず顧客障壁については、非採用組織への影響は大きく、非採用のコンフィ

ギュレーション１が示すように顧客障壁のみで 0.5 を超える素被覆度を示して

いる。このことから、実際の現場における大きな課題である可能性があるとし

て把握できる。顧客障壁は、イノベーションを組織として受け入れることに対

する顧客（あるいは依頼元部署）の理解、あるいは参加意識について得にくい

（3.3.1 項(5)）ものであり、非採用組織群としては、顧客障壁を、採用障壁と

して一番意識を向けていることが理解できる。一方で、採用組織群ではすべて

のコンフィギュレーションにおいて顧客障壁は不在となって発現しているの

で、明示的に、明らかにそれに対する意識はないとしている。つまり、この差

異は、言うなれば採用組織が顧客障壁をどう乗り越えるかが大きなキーを握る

ことを示唆するものといえよう。 

 非採用組織群において、使用障壁、リスク障壁は複数のコンフィギュレーシ

ョンを構成する原因変数として注目できる。これらの障壁は、他の障壁との組

み合わせにおいてもう一方の条件変数はすべて不在とした捉え方であり、いい

かえれば、使用障壁、リスク障壁単体での影響が強いという発現傾向である。

使用障壁は、従来の作業の流れ、ルーチンとの互換性の有無（3.3.1 項(5)）に

対する意識であり、リスク障壁は、新たなイノベーションについては、それに

ついて良くわかるまで受け入れるのを保留する（3.3.1 項(5)）意識である。い

ずれも現場のルーチンにおける内的な維持を軸とする保守的な障壁意識であ

る。非採用組織において、採用障壁はこの内的な維持を軸とするものと、さら

に顧客障壁から示唆されるように、顧客との関係という外的な関係維持という

軸によって構成されることが捉えられる。 

採用組織群において、使用障壁はリスク障壁、あるいはイメージ障壁との組

み合わせによって影響を与えていること、価値障壁、伝統障壁はそれぞれ単一

で影響を与えていることを捉えられる。採用組織においても、採用障壁の影響

はあり、その中心は使用障壁である。単独で影響をあたえる価値障壁は、従来

から使用している手法に比較して優れたパフォーマンスや強い価値が存在しな

ければ変更をしない（3.3.1 項(5))という意識である。単体で影響をあたえるも

う一つの採用障壁である伝統障壁は、従来から確立された取り組みからの逸脱

を避ける（3.3.1 項(5)）意識である。これらの障壁は内的な維持を軸とするも

のであり、採用組織においても内的な維持を軸とする障壁意識は持ちながら、

何らかの術があってその障壁を乗り越えていることも示唆させるものである。

このあと更に構成概念毎の分析を進めることで明らかにしていく。 
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（２）潜在的リソース 

潜在的リソースについてのコンフィギュレーションは、原因変数（3.3.1 項(4)）

である「潜在資源意識」、「潜在資源帰属」、「潜在資源具体」、「潜在資源維持」の

組み合わせである。fsQCA の出力を表 9、表 10 に整理する7。 

 

表 9 プロジェクトマネージャーの非採用コンフィギュレーション（潜在的リソース） 

 PM　非採用 

潜在 ソ ス 1 2 3 4 5 6 7 8 9

潜在資源意識 ○

潜在資源帰属

潜在資源具体 ○

潜在資源維持 ○

素被覆度 0.90909 0.63636

固有被覆度 0.36364 0.09091

整 度 0.90909 0.875

 被覆度 1

 整 度 0.91667

コ フ ギュレ    

 

 

表 10 プロジェクトマネージャーの採用コンフィギュレーション（潜在的リソース） 

 PM　採用 

潜在 ソ ス 1 2 3 4 5 6 7 8 9

潜在資源意識 ●

潜在資源帰属

潜在資源具体

潜在資源維持 ●

素被覆度 0.75

固有被覆度 0.75

整 度 1

 被覆度 0.75

 整 度 1

コ フ ギュレ    

 

 

 

非採用のコンフィギュレーション 

 まず、非採用組織群のコンフィギュレーションにおいて解の被覆度は 1 であ

 

 
7 ●は存在条件（「ある」、肯定）を示し、〇は不存在条件（「ない」、否定）を意味する。

いずれの表示が無い場合は、その変数は結果変数（採用あるいは非採用）には関係がない

ことを示す。 
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り、これらのコンフィギュレーションの調査サンプル全体に対するカバーの度

合いは高い。つまり、非採用組織群のサンプルにおいて、アジャイルに対する

組織の潜在的リソースを説明するうえで fsQCA が認識したコンフィギュレーシ

ョンによって 100%説明できる状態であった。個々のコンフィギュレーション

における整合度に関しては 2 つのコンフィギュレーションにおいては、

0.90909、0.8775 であり、整合度が高くなるとその条件の重要性が高くなる（田

村, 2015）という特性から、非採用という結果に対し重要な要因を含むコンフ

ィギュレーションであるといえる。この場合の条件変数は、潜在資源意識、潜

在資源具体、潜在資源維持が不存在条件、つまり否定としてコンフィギュレー

ションを構成しており、これらは注目すべき原因変数といえる。また個々のコ

ンフィギュレーションの被覆度の観点から、コンフィギュレーション１は、も

う一方のコンフィギュレーションとの比較では被覆度が高く、これは、収集し

た経験データによって支持される度合いが高い（田村, 2015）注目すべきコン

フィギュレーションである。 

 

採用のコンフィギュレーション 

 一方、採用組織群におけるコンフィギュレーションは１つだけ認識された。

解被覆度は 0.75 であるため調査対象としたサンプル全体の 75%に対する組織の

潜在的リソースについての説明がこのコンフィギュレーションでなされる。こ

の点について、アジャイルの採用という結果において、先述した採用障壁とい

う概念よりはこの潜在的リソースの概念が採用に比較的強い影響を及ぼしてい

ると言えよう。 

整合度は、この採用の唯一のコンフィギュレーションにおいて１であり、重

要な条件変数が含まれることを示唆するものである。具体的には潜在資源意識

と潜在資源維持が存在している。 

 

非採用と採用の比較とその示唆 

 ここで非採用組織群、採用組織群のコンフィギュレーションから把握できる

原因変数の発現の特性を改めて整理してみる。非採用組織群においては、潜在

資源意識、潜在資源具体、潜在資源維持が不存在で、非採用という結果に与え

る影響度が高い。一方、採用組織群においては、潜在資源意識と潜在資源維持

の存在が採用という結果への影響を及ぼすという受けとめ方をプロジェクトマ

ネージャーらはしている。 

 まず、潜在資源意識について、非採用組織群への影響は大きい。非採用のコ

ンフィギュレーション１が示すように潜在資源意識のみで 0.9 を超える素被覆

度を示すことから、実際の現場における大きな課題として把握できる。原因変
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数としての潜在資源意識は、例えば自らが属す組織において、そこには技術や

知識が明示的（例えばナレッジＤＢ等の情報共有の仕組みによって）にあり、

さらに組織は新しい技術・知識をそれに加えようとしているか（3.3.1 項(4)）

ということを問いている。非採用組織でのこの原因変数の発現の意味は、不存

在として発現しているのでアジャイルの非採用組織群においては、素被覆度か

ら勘案して採取したサンプルの 90%以上の組織では技術や知識が明示的に存在

しない、つまりは形式化されていないことを表す。また、それがアジャイルの

非採用組織の特色の一つを表しているように受けとめる。 

潜在資源意識をめぐっては、採用組織における唯一のコンフィグレーション

において潜在資源維持という原因変数を伴ってコンフィギュレーションを発現

させた。潜在資源維持とは、自身を含めた体制維持を目的に、新たな資源を探

索し、学び、資源を用いようとする意識を示し、具体例としてアジャイルを採

用することで自分自身が提供するサービス価値が上がることを考えているか否

かを問う（3.3.1 項(4)）ものである。つまり、アジャイル採用組織群として、

今回のサンプルのうち 75%は、組織として技術や知識が形式化されていて、さ

らに新たな資源を探索して組織が提供するサービスの価値の向上に意識を向け

ているという受けとめ方ができる。一方で、非採用組織におけるコンフィギュ

レーション２において潜在資源具体と潜在資源維持の組み合わせで発現してい

る。潜在資源具体という原因変数は、アジャイルによる新たなサービスを実現

するための具体的な計画があるか否かを問い（3.3.1 項(4)）ている。このコン

フィギュレーションによってわかることは、今回の非採用組織群のサンプルの

うち 63%が新たな資源としての探索や、新たなサービスの計画がないことを明

らかにしていると言える。 

 最後に、先述している採用障壁とのアジャイルの採用に関わる関係におい

て、採用組織に対する影響度を解被覆度によって勘案すると、潜在的リソース

という構成概念が若干であるが上回っているために、採用障壁を乗り越える手

段として捉えることができよう。 
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（３）外部ナレッジ 

外部ナレッジについてのコンフィギュレーションは、原因変数（3.3.1 項(3)）

である「外部ナレッジ_コンサル」、「外部ナレッジ_研修」、「外部ナレッジ_書籍」、

「外部ナレッジ_勉強会」の組み合わせである。fsQCA の出力を表 11、表 12 に

整理する8。 

 

表 11 プロジェクトマネージャーの非採用コンフィギュレーション（外部ナレッジ） 

 PM　非採用 

外部 レ  1 2 3 4 5 6 7 8 9

外部 レ  _コ サ ○

外部 レ  ＿研修

外部 レ  _書籍 ○

外部 レ  _勉強会

素被覆度 0.90909

固有被覆度 0.90909

整 度 0.90909

 被覆度 0.90909

 整 度 0.90909

コ フ ギュレ    

 

 

表 12 プロジェクトマネージャーの採用コンフィギュレーション（外部ナレッジ） 

 PM　採用 

外部 レ  1 2 3 4 5 6 7 8 9

外部 レ  _コ サ ○ ●

外部 レ  ＿研修 ●

外部 レ  _書籍 ●

外部 レ  _勉強会 ● ●

素被覆度 0.25 0.25

固有被覆度 0.25 0.25

整 度 1 1

 被覆度 0.5

 整 度 1

コ フ ギュレ    

 

 

  

 

 
8 ●は存在条件（「ある」、肯定）を示し、〇は不存在条件（「ない」、否定）を意味する。

いずれの表示が無い場合は、その変数は結果変数（採用あるいは非採用）には関係がない

ことを示す。 
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非採用のコンフィギュレーション 

 まず、非採用組織群のコンフィギュレーションにおいて解の被覆度は

0.90909 であった。これらのコンフィギュレーションの調査サンプル全体に対

するカバーの度合いは高い。つまり、非採用組織群のサンプルにおいて、外部

ナレッジについて説明するうえで fsQCA が認識したコンフィギュレーションで

90%以上説明できる状態であった。個々のコンフィギュレーションにおける整

合度に関しては唯一のコンフィギュレーションにおいては、0.90909 であり、

整合度が高くなるとその条件の重要性が高くなる（田村, 2015）という特性か

ら、アジャイルの非採用という結果に対し重要な条件を含むコンフィギュレー

ションであるといえる。この場合の条件変数は、外部ナレッジ_コンサル、外

部ナレッジ_書籍が不存在条件、つまり否定としてコンフィギュレーションを

構成しており、これらは注目すべき原因変数といえる。また個々のコンフィギ

ュレーションの被覆度の観点から、コンフィギュレーション１は素被覆度が

0.90909 と高く、これは、収集した経験データによって支持される度合いが高

い（田村, 2015）注目すべきコンフィギュレーションと言える。 

 

採用のコンフィギュレーション 

 一方、採用組織群におけるコンフィギュレーションは２つ認識された。解被

覆度は 0.5 であるため調査対象としたサンプル全体の 50%に対する外部ナレッ

ジに関する説明がこの２つのコンフィギュレーションでできる。この点におい

ては、アジャイル採用において、先述した採用障壁という概念と同程度であ

り、この外部ナレッジの概念が採用に比較的強い影響を及ぼしているとは、こ

こまでの他の構成概念との比較上言えない。 

整合度は、２つのコンフィギュレーションそれぞれにおいて１であり、重要

な条件変数が含まれていることを示唆する。具体的には、コンフィギュレーシ

ョン１においては外部ナレッジ_コンサルが不在とし、外部ナレッジ_書籍と外

部ナレッジ_勉強会が存在として構成されている。もう一方のコンフィギュレ

ーション２では、外部ナレッジ_コンサルが存在、これに加えて外部ナレッジ_

研修と外部ナレッジ_勉強会がそれぞれ存在することで構成されている。ま

た、これらのコンフィギュレーション間では重複は無く、採用組織のサンプル

の 50%はこの２種類の外部からのナレッジのコンフィギュレーションで説明で

きるとされる。 

その違いの大きな部分として、外部ナレッジ_コンサルの存在、不存在で現

れるように外部ナレッジ_コンサルが意味するところの外部コンサルタントの

招聘による総合的・インタラクティブに外部ナレッジを取り入れる（3.3.1 項

(3)）か、否かということ点で現れている。これらのコンフィギュレーション
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の違いは、ここでは明確には把握できないがコストをかけるか否かという側面

でも洞察できる。いずれにしてもこのサンプルにおいては同程度の影響度なの

で優劣をつけることはここではできない。 

 

非採用と採用の比較とその示唆 

 ここで非採用組織群、採用組織群のコンフィギュレーションから把握できる

原因変数の発現の特性を改めて整理してみる。非採用においては、外部ナレッ

ジ_コンサル、外部ナレッジ_書籍が不存在で非採用という結果に与える影響度

が高い。一方、採用組織群においては、一部は外部ナレッジ_コンサルの不在

また一部は存在を示しながら、他の原因変数の存在が採用への影響を及ぼすと

いう受けとめ方をプロジェクトマネージャーらはしている。 

 非採用組織群のコンフィギュレーションに注目すると、唯一のコンフィギュ

レーションで解被覆度が 0.90909 となっており、かつ外部ナレッジ_コンサル

と、興味範囲、極限的、表面的な形で外部ナレッジを取り入れる（3.3.1 項

(3)）ことを意味する書籍からのナレッジ吸収すら否定をしていることから、

ほぼ何もしていないという状況であると受けとめる。 

 採用組織群のコンフィギュレーションについては、コンサルタントの招聘の

有無を除き、ほぼ原因変数としてあげた研修、書籍、勉強会に触れていると見

受けることができる。２つのコンフィギュレーションで今回のサンプルの 50%

を説明できるが、残りの 50%はこれらの概念の単体で対応をしていることと推

測をする。 

 最後に、先述している採用障壁との採用に関わる関係において、採用組織に

対する影響度を解被覆度によって勘案すると、外部ナレッジという構成概念は

採用障壁を乗り越える大きな力をもった手段として捉えるのは難しい。 

 

（４）駆動源（上席と顧客） 

駆動源（上席と顧客）についてのコンフィギュレーションは、原因変数（3.3.1

項(2)）である「駆動_上席_ルーチン」、「駆動_上席_機会」、「駆動_上席_組織」、

「駆動_顧客_要求」、「駆動_顧客_価値機会」の組み合わせである。fsQCA の出力

を表 13、表 14 に整理する9。 

  

 

 
9 ●は存在条件（「ある」、肯定）を示し、〇は不存在条件（「ない」、否定）を意味する。

いずれの表示が無い場合は、その変数は結果変数（採用あるいは非採用）には関係がない

ことを示す。 
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非採用のコンフィギュレーション 

 まず、非採用組織群のコンフィギュレーションにおいて解被覆度は 0.81818

であり、これらのコンフィギュレーションの調査サンプル全体に対するカバー

率は高い。つまり、非採用組織群における駆動源（上席と顧客）について説明

するうえで fsQCA が認識した障壁のコンフィギュレーションで 81%以上の組織

を説明できる状態であった。個々のコンフィギュレーションにおける整合度に

関しては３つすべてのコンフィギュレーションで１である。整合度が高いとそ

の条件の重要性が高くなる（田村, 2015）という特性から、非採用という結果

に対し重要な条件を含むコンフィギュレーションであるといえる。この場合の

条件変数は、駆動_上席_要件の存在を除き、それ以外の全ての条件変数は不存

在条件である。これらの条件は複数のコンフィギュレーションに含まれてお

り、これらは注目すべき条件変数といえる。 

個々のコンフィギュレーションの被覆度の観点から、コンフィギュレーショ

ン２，３は、残りのコンフィギュレーション 1 と比較して被覆度が 0.54546 と

高く発現しており、よってこの２つのコンフィギュレーションは、収集した経

験データによって支持される度合いが比較的に高い（田村, 2015）ため、注目

すべきコンフィギュレーションである。 
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表 13 プロジェクトマネージャーの非採用コンフィギュレーション（駆動源 上席と顧

客） 

 PM　非採用 

駆動源　（上席と顧客） 1 2 3 4 5 6 7 8 9

駆動_上席_  チ  ○

駆動_上席_機会 ○ ○

駆動_上席_  ○ ○ ○

駆動_顧客_要求 ●

駆動_顧客_価値機会 ○

素被覆度 0.18182 0.54546 0.54546

固有被覆度 0.18182 0.09091 0.09091

整 度 1 1 1

 被覆度 0.81818

 整 度 1

コ フ ギュレ    

 

 

表 14 プロジェクトマネージャーの採用コンフィギュレーション（駆動源 上席と顧客） 

 PM　採用 

駆動源　（上席と顧客） 1 2 3 4 5 6 7 8 9

駆動_上席_  チ  ○

駆動_上席_機会 ○

駆動_上席_  ● ● ●

駆動_顧客_要求 ○

駆動_顧客_価値機会 ● ● ●

素被覆度 0.25 0.25 0.25

固有被覆度 0 0 0

整 度 1 1 1

 被覆度 0.25

 整 度 1

コ フ ギュレ    

 

 

採用のコンフィギュレーション 

 一方、採用組織群におけるコンフィギュレーションは３つ認識された。解被

覆度は 0.25 であるため調査対象としたサンプル全体の約 25%程度と、限定的な

説明がこのコンフィギュレーションでなされる。この点においては、アジャイ

ル採用において、先述した採用障壁という概念に比較してこの駆動源 上席と

顧客の概念が採用に強い影響を及ぼしているとは言えない。つまり採用障壁を

乗り越える力にはならないとプロジェクトマネージャーらは受け止めている。

整合度は、３つのコンフィギュレーションに全ておいて１であり、重要な条件

変数が含まれていることを示唆する。具体的には駆動_上席_組織と駆動_顧客_

価値機会が存在する。 
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非採用と採用の比較とその示唆 

 ここで非採用組織群、採用組織群のコンフィギュレーションから把握できる

原因変数の発現の特性を改めて整理してみる。非採用組織群において、素被覆

度が高い２つのコンフィギュレーションに注目すると、駆動_顧客_要求の原因

変数を除く全ての原因変数で不存在としてコンフィギュレーションを構成して

いる。これら主流２つのコンフィギュレーションの意味するところを 3.3.1 項

(2)に遡り解くと、まずコンフィギュレーション２は、「環境の変化に応じてア

ジャイルの採用の指示が上司からなく、アジャイル採用に向けた組織の編成も

されていない、かつアジャイルは顧客にとって価値をもたらすとは考えていな

い」という組織であることを意味する。またコンフィギュレーション３は、

「普段から品質へのこだわりはなく、環境の変化に応じてアジャイルの採用の

指示が上司からなく、アジャイル採用に向けた組織の編成もされていない」組

織を意味する。これら２つのコンフィギュレーションを合わせ非採用組織の

54%以上を占める。 

 一方、採用組織群においては、駆動_上席_組織と駆動_顧客_価値機会の存在

で、すべてのコンフィギュレーションを構成しており、これらはキーとなる原

因変数である。つまり上司は「アジャイル専門組織を構成している」こと、

「アジャイルを顧客にとって価値をもたらす」と捉えていることを基本的な考

えとしている採用組織が 25%あると言えることである。 

 最後に、先述している採用障壁との採用に関わる関係において、採用組織に

対する影響度を解被覆度によって勘案すると、駆動源 上席と顧客という構成

概念は採用障壁を乗り越える大きな力をもった手段として捉えることは難し

い。ただし、その一方で、アジャイルの採用組織のうち、25％の組織において

は採用組織のプロジェクトマネージャーの上席の判断で、アジャイル対応の組

織編成をする、アジャイルは顧客にとって価値をもたらすという捉え方をして

いることが把握できる。この 2 つの要因を組み合わせた考えをもつ組織が 25%

存在する。 
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（５）駆動源（自身） 

 

駆動源（自身）についてのコンフィギュレーションは、原因変数（3.3.1 項(2)）

である「駆動_自身_危機」、「駆動_自身_ルーチン」、「駆動_自身_提案」、「駆動_

自身_価値機会」の組み合わせである。fsQCA の出力を表 15 表 16 に整理する10。 

 

表 15 プロジェクトマネージャーの非採用コンフィギュレーション（駆動源 自身） 

 PM　非採用 

駆動源（自身） 1 2 3 4 5 6 7 8 9

駆動_自身_危機 

駆動_自身_  チ  ○

駆動_自身_提案

駆動_自身_価値機会

素被覆度 1

固有被覆度 1

整 度 1

 被覆度 1

 整 度 1

コ フ ギュレ    

 

 

表 16 プロジェクトマネージャーの採用コンフィギュレーション（駆動源 自身） 

 PM　採用 

駆動源（自身） 1 2 3 4 5 6 7 8 9

駆動_自身_危機 ●

駆動_自身_  チ  ● ●

駆動_自身_提案 ●

駆動_自身_価値機会 ●

素被覆度 0.75 0.75

固有被覆度 0.25 0.25

整 度 1 1

 被覆度 1

 整 度 1

コ フ ギュレ    

 

 

  

 

 
10 ●は存在条件（「ある」、肯定）を示し、〇は不存在条件（「ない」、否定）を意味する。

いずれの表示が無い場合は、その変数は結果変数（採用あるいは非採用）には関係がない

ことを示す。 
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非採用のコンフィギュレーション 

 まず、非採用組織群のコンフィギュレーションは唯一１つであった。このコ

ンフィギュレーションで解被覆度は 1 であり、このコンフィギュレーションの

調査サンプル全体に対するカバー率は非常に高い。つまり、非採用組織群にお

いて、駆動源（自身）についての説明を fsQCA が認識した唯１つのコンフィギ

ュレーションで 100%説明できる状態である。さらに解整合度も 1 であること

からこのコンフィギュレーションは非採用の結果を導くための必要十分のコン

フィギュレーションということになる。その原因変数は駆動_自身_ルーチンの

不存在となった。このコンフィギュレーション単体の被覆度である素被覆度も

1、整合度も 1 であるため、収集した経験データによって支持される度合いが

高い（田村, 2015）ため、いうまでもなく注目すべきコンフィギュレーション

である。 

 

採用のコンフィギュレーション 

 一方、採用組織群におけるコンフィギュレーションは２つ認識されている。

こちらも解被覆度は 1 であるため、採用組織群において、駆動源（自身）につ

いて、これらのコンフィギュレーションで 100%説明が可能となる。さらに解

整合度も 1 であることからこのコンフィギュレーションは非採用の結果を導く

には必要十分のコンフィギュレーションということになる。整合度は、２つの

コンフィギュレーションにおいて全て１であり、重要な条件変数が含まれてい

ることを示唆する。具体的には全ての原因変数が存在することによってコンフ

ィギュレーションが構成されている。 

 

非採用と採用の比較とその示唆 

 非採用組織群のコンフィギュレーションは、駆動_自身_ルーチンの不存在で

ある。3.3.1 項(2)に従い、この原因変数の意味は、従来手法に対する捉え方を

問うものであり従来手法に固執しているのか否かを把握することを目的に設定

された問であるが、不存在ということは、従来業務の持続的継続や品質向上の

重要性について、拘り・固執はしていないという結果を意味している。つま

り、非採用組織群においては 100%のカバー率で、共通した意識として従来の

手法自体に重要性を感じていないということである。先述の採用障壁の意識に

おいては、使用障壁、リスク障壁がキーとなる障壁として認められる一方で、

従来手法の重要性については全く固執していない点は注目される点であろう。 

 採用組織群のコンフィギュレーションでは、同等の素被覆度で、２つのコン

フィギュレーションが認識されている。コンフィギュレーション１は、3.3.1 項

(2)に遡りその意味は、「従来手法の持続的継続と品質向上が重要と考えている
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一方で、自らの立場でアジャイル手法の部門導入を提案している」ということ

を意味する。この点について、従来手法への固執の傾向もみられる一方で、新

たな手法の導入の提案を自ら行っているという点では、先の非採用組織群のコ

ンフィギュレーションとは真逆といえるので注目すべき点である。もう一方の

コンフィギュレーション２の意味は、「上司の意向に関わらず、何らかの危機

感（競合との差別化、時代遅れといった焦り）からアジャイルの導入の必要性

を感じ、さらにアジャイルは自身や組織にとって価値をもたらすという意識も

持ちながら、一方で従来の手法の重要性の意識を持ち合わせている」という意

味となる。採用組織群側のコンフィギュレーションにおいて共通するキーとな

る原因変数は、駆動_自身_ルーチンの存在であり、アジャイル採用をする組織

にわたって、従来手法の持続的継続と品質向上が重要と考えていることが

100%の共通意識である点は注目に値する。採用組織における従来手法に固執、

深堀もするが、新たな手法の探索もするという高度な意識がうかがえる。 

 

 

4.2.3  命題に対する仮説検証と発見事項 

  

 ここに至るまでの分析結果を踏まえ、そのまとめとして 3.3.1 項で設定した仮

説レベルに照らし検証を行い、命題の答えを導いていく。 

 

（１）仮説１の検証  

 仮説１は以下のように設定している。 

 

仮説１ 組織の階層（役割）に応じてアジャイルの捉え方が異なる 

 

組織においては役割、立場の違いがある。それによって捉え方が異なるのかを

明らかにした。分析においては、4.2.1 項の解の妥当性の評価において、管理職

はアジャイルの採用組織群における捉え方はプロジェクトマネージャーとは全

く異なった。非採用組織群においては管理職とプロジェクトマネージャーはほ

ぼ同じ捉え方をする。一方で、管理職のアジャイルの捉え方は意識としてプロジ

ェクトマネージャーに比較して低いと受けとめられる。これらを踏まえ、アジャ

については現場のプロジェクトマネージャーによる推進の傾向にあることを捉

える。 
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（２）仮説２の検証  

 仮説２は以下のように設定している。 

 

仮説２ 組織の状況に応じてアジャイルの捉え方が異なる 

 

4.2.1 項の解被覆度の分析から、アジャイルに対するスタンスが全く異なるこ

とが明らかになった。具体的な分析において、アジャイルの捉え方の一つに、採

用障壁という概念における比較を行いっている。その結果、採用障壁の非採用組

織群に与えるインパクトは高く、ほぼ全サンプルで障壁を意識している。一方で、

採用組織は、サンプルの半分で意識をしていることを確認できた。イノベーショ

ンに対する採用障壁に対する意識も双方あることが確認されたが、特徴的な違

いは、顧客障壁について非採用組織群において存在し、採用組織群には不存在で

あった点である。サービス組織として、組織の外的な維持を軸とする顧客との関

係を理由とする（「顧客はアジャイルを理解しない」という理由付け）考え方が

あることを把握した。 

 

（３）仮説３の検証 

 仮説３は以下のように設定している。 

 

仮説３ 何らかのアジャイルの採用に向かわせる駆動源が採用に影響を与える 

 

4.2.2 項(4)の解被覆度の分析から、駆動源としての上司および顧客が与える影

響としては、非採用組織群にとっては、影響はまったくない（指示がない、依頼

がない）という傾向をつかんだ。つまり組織的にはなんら駆動をしていないとい

うことである。一方、採用組織においては四分の一のレベルにおいてアジャイル

を顧客にとって価値をもたらすという意識をもち、アジャイル対応の専門組織

を上席の判断で編成をしている。 

 さらに、駆動源としてのプロジェクトマネージャー自身の意識はどのように

採用に影響を与えるかを把握した。この駆動源は 4.2.1 項の解の妥当性の分析か

ら、採用組織群における採用障壁を乗り越える要因として注目の必要がある。つ

ぎの仮説４の検証にて、駆動源（自身）を説明する原因変数とそれらのコンフィ

ギュレーションによって説明している。 
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（４）仮説４の検証  

 仮説４は以下のように設定している。 

 

仮説４ 従来のルーチンへのこだわりは採用に影響を与える 

 

 駆動源（自身）を説明する原因変数「駆動源_自身_ルーチン」を巡り非採用組

織群と採用組織群にて真逆の発現が得られている。この結果から、非採用組織群

では、100%の共通意識として、従来手法（ウォーターフォール型ソフトウエア

開発手法）の重要性や品質について全く固執をしていない。一方で、アジャイル

の採用組織は 100%、従来手法（ウォーターフォール型ソフトウエア開発手法）

の持続的継続と品質向上が重要であることを共通意識として持っていることが

わかった。3.3.1 項での仮説４の設定に遡ると、一般的な考え方による仮定では、

従来ルーチンの重要性、深堀や品質に固執することによってイノベーションに

対して非採用へつながると想定するが、この実証の結果からはアジャイルの非

採用は、従来手法への「固執」だけでは説明できないということになる。一方で、

採用組織群は、その逆に従来手法の重要性は認める一方で、危機意識とアジャイ

ルは自身や組織に価値をもたらすという考えのもと、採用へつながっているこ

とが実証にて示された。つまりここでは、従来手法への「固執」だけではアジャ

イルの採用、非採用を説明できないということが言える。表層的に知ることがで

きる「固執」だけではアジャイルの採用、非採用は説明できないということであ

る。 

 

 

（５）仮説５の検証  

 仮説５は以下のように設定している。 

 

仮説５ 潜在的資源である組織知の在りようが採用に影響を与える 

 

 分析結果から非採用組織群の 90%以上の組織では組織の技術や知識の形式化

がなされていない。また非採用組織群の 63%は新たな資源の探索や、それによ

る新たなサービスの計画がないという把握がなされる。一方で、採用組織群の

75%は、組織の技術や知識が形式化され、さらに新たな資源を探索して組織が提

供するサービスの価値向上に意識が向いていることがわかった。 

4.2.1 項の解の妥当性の分析から、構成概念としての潜在的リソースは、採用

組織群においては、採用障壁をわずかながら上回る影響度がある。つまり、潜在

的資源という概念は、アジャイルの採用に際して、障壁を乗り越える要因として
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把握できる。つまり、組織知の形式化はアジャイルの採用に対して正の影響をも

たらすと把握する。一方で、非採用組織群における組織の技術、知識がほぼ形式

化されていないという結果を勘案すると、組織知の非形式化はアジャイルの非

採用に対して正の影響をもたらすことを意味する。非採用組織群の 90%は組織

的に技術や知識が組織に属す個の間に暗黙的に共有されているか、技術や知識

が個そのものに帰属された体制での状況が想定される。さらに非採用組織群の

ルーチンの硬直は個レベルから発現している可能性がある。 

 

（６）仮説６の検証  

 仮説６は以下のように設定している。 

 

仮説６ 外部からのナレッジが採用に影響を与える 

 

 非採用組織群は、分析の結果からほぼ何もしていない状況を捉えることとな

った。これはアジャイルを採用しないという組織故のことと推察する。一方で、

採用組織群においてはほぼすべての手段に対してのアクセスはあると観察する

ことができている。但し、4.2.1 項の解の妥当性の分析から、構成概念としての

外部リソースは、採用組織群においては、採用障壁と同等の影響度と把握するこ

とができるので、外部リソースが採用障壁を乗り越える大きな要因として、潜在

的リソースを超えることはないと受け止める。 

 

 

（７）命題に対する発見事項 

 命題は次のように設定している。 

 

命題 採用組織には非採用組織にはない要因がある 

 

 前項まで命題に向けた仮説検証を行ってきたが、その整理と発見事項のサマ

リーを表 17 に示す。 

 まず、組織の階層における違いにおいては、管理職とプロジェクトマネージャ

ーとはアジャイルの捉え方が全く異なる。アジャイルは現場における手法の変

革であることから、現場のプロジェクトマネージャレベルが組織を駆動してい

ると見受ける。 

 アジャイルの捉え方を採用障壁の側面からみると、採用障壁は非採用組織群

だけに限らず採用組織群にもその存在が認められる。このように採用障壁がイ

ノベーションの非採用に影響を及ぼすことに加え、採用組織にもその存在があ
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ることを踏まえると、採用組織群には採用障壁を乗り越える何らかの要因があ

ることを示唆させる。一方、両組織群における採用障壁の違いは、障壁と捉える

レベル感と、どのようなことに対して障壁と捉えているかの違いが認められる。

特徴的な差異は、顧客障壁についてである。非採用組織群は、顧客障壁は非採用

という結果に対する因果関係にあたえる影響は高く、一方で採用組織群にはそ

の傾向が全く現れないという点である。顧客障壁は、サービス組織故に発現する

障壁であり、顧客との関係維持に関連した障壁である。一方、採用組織群におい

て顧客障壁が発現しない点については、顧客（業務依頼元）との関係上アジャイ

ルの導入については、アジャイルを採用できている事実をもって、その問題は解

消されていることが推察できる。共通事項として、使用障壁が総じて双方に発現

の度合いが高いことが認められた。使用障壁は、従来の手法との互換性への拘り

が表出するが、採用組織群では、採用過程あるいは後に、その互換性の課題を乗

り越えることで解決したと推察される。 

 分析における非採用組織群の特徴の一つとして、上席・顧客からの依頼や指示

がないことを捉えている。つまりアジャイルについては能動的には組織は駆動

しない。アジャイルの採用駆動は、前述のとおりプロジェクトマネージャーによ

るものであり、その特色は、採用組織のプロジェクトマネージャーは従来手法で

あるウォーターフォール型の手法への拘り、つまりはその重要性や品質につい

ての意識が高く、一方で環境から感じる危機感と新たな手法であるアジャイル

の顧客や自身、組織に価値をもたらすという意識が採用組織のサンプルすべて

から表出している。この観点で、反対に非採用組織のプロジェクトマネージャー

は従来手法であるウォーターフォール型手法やその重要性、品質に対する意識

はまったくないと捉えた。これらから従来手法への拘りだけが、新たな手法への

着手に影響をしているわけではない。 

さらにルーチンの在りよう（組織における扱われ方）がその採用に対する影響

度をあたえることが今回の分析から得られた。採用組織群において、半分以上の

サンプルでルーチンは形式化されていることが示された。その一方、非採用組織

群では９割以上のサンプルにおいて形式化されていない。採用組織群において

は、この形式化は、プロジェクトマネージャー自身の駆動源としての影響度の次

に採用への影響度をもつ要因である。 

 外部からのナレッジがイノベーションの採用・非採用が大きな影響を与える

か否かについては、ここまでにおいては、採用へ与える大きな影響は見えない。 
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表 17 仮説検証と発見事項 
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4.3  総括  

 

 研究１における結果とその解釈から発見された事項を表 18、表 19、表 20 に要

約し、研究１の分析結果の総括を行う。 

 研究１では日本全国からの応募者に対する調査票による分析によってアジャ

イルの採用と非採用に対するソフトウエア開発組織におけるプロジェクトマネ

ージャーと管理職の意識をとらえるものである。採取データは非常に少数であ

り、少数のデータにおいても因果関係をとらえるために QCA による分析を行っ

た。研究１の主たる調査は、因果関係に対する命題および、原因変数にかかわる

仮説を立て、アジャイルの採用・非採用とそれに影響を及ぼすと仮定する要因と

の因果パターンを把握することを目指した。この総括では、研究１の結果の分析

から、本研究のリサーチ・クエスチョンのテーマ「主導」、「環境」、「障壁」に則

し研究１の結果を再整理する。ここでの整理は、後の章にて研究２の結果と統合

される。 

 「主導」のテーマにおいては、発見された事項として、アジャイルはソフトウ

エア開発現場における手法であり、その採用については現場のプロジェクトマ

ネージャーによる主導でアジャイルの採用が駆動されていることを把握した。

また、採用組織群においては組織的に専門組織化が上席によってなされると把

握できた。一方で、管理職の調査データから総じて管理職はアジャイルに対する

捉え方が意識として低いことが推察される。 

 「環境」のテーマにおいては、採用組織群ではサービス価値創造に向けた環境

が整っている可能性がある。一方、非採用組織群ではサービス価値創造に向けた

環境は整備できていないと推察される。 

 「障壁」のテーマにおいては、非採用組織群では顧客障壁と機能障壁が際立っ

て発現している。一方、採用組織群では顧客障壁は発現していないが、機能障壁

の発現が認められた。 
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表 18 研究１の総括（テーマ：主導） 

 

表 19 研究１の総括（テーマ：環境） 
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表 20 研究１の総括（テーマ・障壁） 

 

  



101 

第５章 研究２の結果 

 

5.1 はじめに 

 

 本研究の研究デザインを混合研究法として定め（第３章）、研究を２つに分け

進行している。この章では、研究２を行った結果を述べる。 

 本研究における研究２の目的は、研究１とは異なるデータセットおよび研究

デザインを行いその結果を得ることによって、日本におけるアジャイルの状況

を研究１とは別の角度で捉えることである。この章で整理する結果は、続く 5章

において、研究１の結果と統合され、その上で総合的な考察が行われる。研究２

ではプロジェクトマネージャーとデプスインタビューを行い、そのデータを、テ

ーマティックアナリシスのアプローチで分析した結果を本章にて示す。 

まず、アジャイル採用ケースにおける日本におけるアジャイルの採用に関わ

る３つのテーマとして本研究のリサーチ・クエスチョンにつながるテーマ、すな

わち「主導」、「環境」、「障壁」を、研究２で得られたデプスインタビューのデー

タに対しテーマティックアナリシスで演繹的なアプローチで分析する。これに

よって、３つのテーマごとのアジャイルを用いる現場の実態を把握、整理を行う。

さらにこれに加え、デプスインタビューのデータから立ち上がる帰納的テーマ

として、結果的に「アジャイルの位置づけ」というテーマを捉えた。これらによ

って、具体的に、アジャイルが組織内で普及、展開できない状態であるか否かの

把握をする。 

また、アジャイル非採用ケースにおける「主導」、「環境」、「障壁」をテーマと

して演繹的にインタビューデータにアプローチし、３つのテーマごとのアジャ

イルを採用していない現場実態の把握、整理を行う。これら非採用ケースのテー

マ分析と採用ケースのテーマ分析の結果を照合することで、アジャイルの採用

と普及に影響を与える要因の推察およびその確度を高めることとする。 

尚、インタビューから得られた各協力者（インタビューイー）の言説を付録８

に整理をする。 

 

 

5.2 採用ケース / テーマ I : 主導 

 

 本研究のリサーチ・クエスチョンから注目するテーマである「主導」という主

テーマに属すコード（下位テーマ）とインタビューデータから抽出した言及例を

表 21 に整理した。これはそれぞれのインタビューイーが発言したインタビュー
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テキストをあらかじめオープンコーディングし、これらを下位テーマとして捉

え、主テーマ「採用推進の主導」に類するコードとして集約し整理したものであ

る。以下、それぞれの下位テーマごとにインタビューデータから得られる状況を

捉えていく。 

 

 

5.2.1  分析結果 

 

（１）個による推進 

 デプスインタビューのデータから、推進をリードする単位が組織ではなく、

「個」の推進力に頼ることが把握できる。これらのインタビューからは、組織的

（経営層に類する上席を含め）な推進に対する支持や推進を命ずる指示があっ

たことは見いだせなかった。例えば、「それは部門として指示されているわけで

はなく」（言説 ID:A1103）、「一番大事なのは自分の意志でしかない」(言説

ID:B1109)、「気が強い人じゃないと多分、アジャイルはもう崩壊」(言説

ID:C1105)といった発言から、「組織」が彼らを支えているようには見受けること

ができない。 

 

（２）推進の背景と理由 

 これは推進することに至る理由のコード化を踏まえた分析となる。アジャイ

ルプロジェクトを自らリードする役割を担う推進者は問題解決を指向する。つ

まりアジャイルを採用することで自らの課題を解決に向かわせる。一方、専門家

による支援サービスとしてアジャイルプロジェクトをサポートする組織は、顧

客からの要求を前提に、事業組織による、言わば受け身的なサービス化による経

緯を背景とする。後者、すなわち「サービス化」のケースの場合においては、強

力に顧客をけん引するようには見受けることができない。 

 

（３）体制 

 アジャイルを推進する体制と規模に関する発言をコード化した。アジャイル

プロジェクトを自らリードする役割を担う推進者、あるいは専門家による支援

サービスとしてアジャイルプロジェクトをサポートする組織、双方ともに小規

模であることが把握できる。上述（１）を勘案すると事業組織としてこれを全面

的に支持するようには見受けることができない。つまり、研究２では、アジャイ

ルは、小規模グループ（10人程度）に留まる取り組みとして把握する。 
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（４）顧客  

 専門家による支援サービスとしてアジャイルプロジェクトをサポートする組

織は、アジャイルプロジェクトは顧客の主導で進められることを発言している。 

 

（５）提供サービス 

 専門家による支援サービス側としては、あくまでもプロジェクトの主導は顧

客であり、それを支える体制であるという。また、求められた際にサービスでき

ないのは良くないというビジネス面での合理性が優位にたつ。支援という立場

では、そこには自らからアジャイルを主張する意思は高くは見えない。 

 

（６）企業内展開 

 企業内のアジャイルの展開に関するコーディングである。総じて、展開が進ん

でいるようには見受けることができない。アジャイルプロジェクトを自らリー

ドする主導者は、事業組織内での共有は縦、横双方に、ある種の壁を感じている。

それはアジャイルによって行われる行動様式が自分たちを取り巻く環境とは異

なることから、行動の仕方に課題を持つ様子がうかがえる。 

アジャイルをサービスとして用意する事業組織においては、アジャイルは単

なるツールという捉え方であり、ウォーターフォールによって品質が培われた

考え方に支配をうけ、アジャイルに対する関心は薄くとらえられた。その一方で、

顧客に対するアジャイルの支援に実践的に携わる推進側からは、アジャイルは

開発のやり方だけが変わるのではなく、考え方まで変えなければならないので、

そのギャップを捉えていることが把握できる。 

 アジャイルプロジェクトを主導する推進者も、アジャイルの専門サービスで

顧客に支援をする推進者も、双方ともに周囲とのギャップの理解はするも、それ

を解決する手がかりは持っている様子はない。 

 

 

5.2.2  まとめ 

 

 インタビューの範疇では、日本でのアジャイルは、プロジェクトをリードする

立場であっても、アジャイルのプロジェクトを支援する側のサービス提供側に

おいても、双方ともに現場（プロジェクト）での主導によって推進が行われてい

る。推進者としての個がそれをリードし、そこには、事業組織は、組織として大

きな支援をしている様子はうかがえない。主導者が在籍する組織は小規模（グル

ープとして称す）であり、周囲との関係は考え方の差異や壁を意識していて、そ

れを課題として認識するが、是正する術を持たない。  
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表 21 テーマ「主導」 

主    下

位

 

 

  

内容   言 例 言説 ID 

主導 個

 

 

 

推

進 

推進      単  

  では く個であ こ 

 、そ 厳   

  それは 門  て指示 れて  わ では くて、私 やって   マは

Agileで進め  こ  は立ち  って か  だろう 、  うふう 私

 判断    でそう って ま 。 

A1103 

 
一番大事  は 分   で か  で ね。 B1109 

   分もそう んだね、気 強 人じゃ   多分、  ャ  はもう崩壊

 ちゃうんで 。 信 強 人じゃ   ね。や ぞ、や 通 ぞって 

う。 

C1105 

推

進

 

背

景

 

 

由 

推進  こ  至  由 
 
不確実 状況 あ 中で、 画主導では無 だ ね、やっ こ  あ

 人も   んだ   う ころで  ャ  って う  ロ      べ

きで  私 言って、私    ま  。 

A1105 

 
2015-16年、そ 頃   ャ   取  みで、 主  活動  て

  んで  ども、 主  活動 あって ろ ろ動 て  中で、これ

か  社でもちょっ や せてみ かみ    で始まっ って感じだ  

 ま 。最近   ャ   広まっ か 始め うかって う  手前 活

動だ は  ま ね。 

B1103 

  お客 んも Agile    て学習 れて  方もそれ    っ ゃ ま 

 ど、そう う方ばか では  。社内 Agile  ポ    タ み 

   ころ あ ま  で、そう う ころ 一緒 や こ    ま ね。 

そう    、 んちゃって Agile  。それもどうだろう 。 わゆ 教科書

  Agile だ  じみ  人も多  で、それ 工夫は   は ま 

ね。 

B2102 

体

  

  ャ   推進  体

  規模 

   社開発で  ャ    う  ころどころでや れて  ど、    対

応って う は特 取 れては  かっ  

A1106 

 
当時 コ  メ バ は 3人ぐ  、少  人数であ ま  。ど  う

   か  う 社 コ   呼んで、そう う我々     ム 成長

  も これ 何 か て き  って う   コ   伝 て  ャ  

   ム 導入 ても っ 。 

A1107 

 
 署までは か  で  ど、小  グ   で ね。 B1102 

  6、7人ぐ     ャ  専門 支援 隊 10人は  かっ で 

ね。状況 応じて支援 て 、支援    、  ャ   教育    

 かで ね。 

B2106 

顧

客 

  ャ   主導は顧客 
 
背景はもう基    分 ち や んじゃ くて、あくまでもお客様主

導    で、 分 ち Agile じゃ  れば      うモ    

   あ 人って、多分そん     かも んで  ね。  で、お客 

ん どう てもや   み   話か って う気は ま 。 

B2101 

 
やっぱ お客 ん 全体    ャ  でやってて、多少 6,7   ム 

分かれてこれ   ムって う開発手法 過程で ね、大体 2週 、3

週  周期    ム 回 て って う感じで ね。 

C1101 

  お客 んか   望、そうで ね、 だお客 ん  っても何で ょうも 

 ご    か 言われ  では くて、 わゆ 情報   ム  開発

 やって   ころ 中 今回 開発  ム     み   立ち 

C2101 
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  お客 ん 、そ 人、別  か 指示では かっ 、そ 人 身 

     やってみ   って う 発  立ち げみ   で始まって

 ま  ね。 

提

供

 

 

 

  

IT   提供  こ  
 
お客 ま 対応   は ロ     方で、そ  ロ     方 対

応   あ  、支援    場 は私 ち お手伝      う形

で 。 

B1101 

 
お客 んそうは っても、お客 んも Agile    て学習 れて  方も

それ    っ ゃ ま  ど、そう う方ばか では  。社内 Agile

 支援 門み    ころ あ ま  で、そう う ころ 一緒 や こ

    ま ね。 

そう    、 んちゃって Agile  。それもどうだろう 。 わゆ 教科書

  Agile だ  じみ  人も多  で、それ 工夫は   は ま 

ね。 

B2102 

 
最小 価値 あ  ロ      あ ず作って、これで成長でき かどう

か確    って 、そう うこ  ご 望 れ お客 ま多  で、そう

 う き 、じゃあ、Agile でちっちゃ も  どんどん回 て きま ょうっ

て う話は普通 あ ま 。 

B2109 

  特   ャ  絶対み   方法論は特  くて、お客 んか こう悩

み あっ  それ 何かで    中 一    ャ  やってみ うか

って う  あ か   って ま 。 

C2102 

企

 

内

展

開 

企 内   ャ   展

開 

  日 ってそれ     ャ  使う  当  前って言われてきてか もう

何十年も って 気  ま  ど、やっぱ成      んだって うこ 

 まだそこまで偉 人 ちも メ  できて   で、実績    ても

 わ  。 

A1108 

 
小    ムは立ち  って くんで  。1   ム 2   ムぐ  は 

ろん  ころ ポ ポ ポ ポ     んで  どそこ    後押 み

   も は   で、例 ば人事  度 か    み   も 

もそれ 後押    う も       で。 

A1109 

 
どう ても職 別     み   んで 。 だ、職 別  まれち

ゃう どう ても時  かか 。お客 ん 課題 説明   も全 伝

言ゲ ム  ってこ 辺はまだ偉 人 は   れて      ま

 。 

A1112 

 
     かや 方 改善は 手だ ど か か 績 出てこ  。

   できて    うんで  ど、僕 以前関わっ 海  社 ん当

時、もう 15年 か前だ  うんで  どマ   ャ  コ  は明確 

分 てま  。あ 程度 大き     マ   ャ  含めてコ    

人って  んで  。そう う  あ んで  ど弊社み    社だ 

そう うや 方 指導  人って う は直  績       み  

 見 れ     く っちゃうんで ね。評価 れ  こう う    

 ャ    、  ャ   手法 か考 方み     学ぼう メ バ 

  ってもマ   ャ  それ 縛っちゃう。それ 教 てくれ 人も正直

    か 個人 頑張って勉強   か  。そう う    ャ  

 関わ ず   も   か か受 入れ んって う ころ あ んじゃ

  か   うこ はあ ま 。 

A1110 

 
  ャ   、開発 や 方 変わ だ って って 方、 考  か振

 舞 、 動まで変  きゃ    って って 方で分かれてきて、ま

ず分かれてま  。考 まで変  きゃ    って、 って 方はか 

 少  んじゃ  か って う感覚で かね。 

B1107 



106 

 
品質回帰って うウォ タ フォ  式 も  ずっ やってきて  で、

それ 貫かれて    、やっぱ 持って 。それで品質 ずっ やって 

  うこ  んで ね。 

B2104 

  あくまでも正直  人って、  ャ  でこう っ って う  、そん 関

心    うんで  ね。あくまでも関心 あ  は、利益  ロ    

 うまく っ か か。  ャ  は単  ツ    で、  ャ  だか 

うまく っ  考   じゃ  か。 

B2107 
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5.3 採用ケース / テーマ II : 環境 

 

 本研究のリサーチ・クエスチョンから注目するテーマである「環境」という主

テーマに属すコード（下位テーマ）と言及例を表 22 に整理した。これはそれぞ

れのインタビューイーが発言したインタビューテキストをあらかじめオープン

コーディングしこれらを下位テーマとして捉え、主テーマ「職場環境」に類する

コードとして集約し整理したものである。以下、それぞれの下位テーマごとにイ

ンタビューデータから得られる状況を捉えていく。 

 

 

5.3.1  分析結果 

 

（１）情報共有 

 組織における情報共有をどのように捉えているかに関わる、アジャイルにこ

だわらず一般的な行動様式としての発言である。情報共有の範囲（誰と行うか）

も深さも限定的であり、更に「ノウハウは秘蔵しろ」(言説 ID:B2205)という考

えが一部の組織には実在する。情報共有に対する事業組織が推進する様子はど

のケースにおいても見えない。「情報共有」そのものに対しての価値は高くはな

く、所謂「Know Who」という、情報を持っている人材のコンタクトを知る手段に

用いるといった利用は見受ける。（言説 ID:2201）但し、更に「情報共有」を進

めた組織的な知識創造に関する取り組みはうかがえない。 

 

（２）チーム内の関係 

 アジャイルという手法を共有する職場の組織を「チーム」とした場合に、チー

ムでの情報共有、知識創造はどのように行っているのか。アジャイルを使いこな

すことができるチーム内では、アジャイルのフレームワークに則り創発的な活

動を頻度良く行うことがうかがえる。情報の共有・更新の頻度はある程度高頻度

であり、そこから得られる価値を実感する様子もうかがえる。アジャイルを、情

報共有を超える知識創造を行うナレッジマネジメントと捉えるとすれば、グル

ープレベル（ここではアジャイルを推進するチームレベル）では実装ができてい

ると捉えることができる。 

 

（３）チーム外との関係 

 アジャイルという手法を共有していない部外者との間は、どのような関係が

持たれているのだろうか。定例的な、一般的な会議体はあるが、無論そこでは従

来からの行われる定型の報告にとどまり、この会議自体は創発的な機会にはな
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らない。アジャイルを操るチームからの起案で、アジャイルのフレームを使って、

チーム外部とのコミュニケーションを行うことはない。これらを踏まえると、ア

ジャイルを巡って、それを新たな取り組みとして会社組織として推進すること

は、事業組織にはないと捉えることができる。 

 

 

5.3.2  まとめ 

 

 職場でどのような知識管理を実践しているか、それを組織的な知識創造を行

う環境を説明する事象ととらえ、これらに関わる発言を捉えようと試みた。イン

タビューで捉えた範疇では、結果として、事業組織による知識管理の指向性を見

受けることはなかった。一方で、アジャイルというソフトウエア開発の手法で扱

われる「スクラム」というフレームワークによって、創発的な活動を頻度良く行

うグループレベルの組織（チーム）を捉えた。通常は、アジャイルという手法を

共有しない部外者との関係においては、従来の会議の形式を変えることはない。

また、会社組織、事業組織として、知識管理の側面でアジャイルを扱う兆しは見

受けることはなかった。 
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表 22 テーマ「環境」 

主    下

位 

   

内容   言 例 言説 ID 

環境 情

報

 

有 

  で情報 

 有    

うこ  どう  

  れて  か 

  例 ば ロ    でこう う  ブ  起きま  って   、それは多分、全

社 は か  んで  。 っきも言っ  お 、 種特  内容  うも  

区分 れてま か ね。そう う は  んで、事  中で終わっちゃうんで

 。 

B2201 

 
一般  内容    どう  かって う 、やっぱ それは ウハウだか って

 う方   っ ゃ んで 。 ウハウは秘蔵 ろ、 言う方   っ ゃ んで

難  で ね。 

B2205 

  個人  はで  ど一番    っ  は、誰 どん    持ってそうかっ

て う  あ     て     で かね。例 ば、 キュ    関 て詳

 そう 人こ 人 んだ って う  わか   ま 最近導入   ャ  ツ 

  かでちょっ 相談 んで  どって う   や く っ   ま 。 

C2201 

  

ム

内

 

関

係 

  ャ    

う手法  有

    士 

情報 有はど

う て   か 

 
  ム 中は   ムで 義 れて 通 やってま ね。        ニ グ

 はじめて毎日デ     て状況検査、適応方法一緒 考  。今 1週

      で回 て んで  ど、     レ ュ で 1週  成   有

体  ても   も は体  ても ってそれ 踏ま て今後  画  フ 

  バ  も っ  それ 前提      ロボ      議論 か わゆ

 創発  話  て、  ム レ ロ ペ   ブ あ 。 

A1202 

 
まず一番下 各メ バ  How  レ  で言う    ム フレ ムワ   

使って   何 うまく って    かって う  議論  や  って う声

は  ムか あ ま 。    そ 開発   キ  足   って う 論 

  場 もあれば  は様々 んで  ど何 まず か      画  

画通  か かっ  かって う   分 ちで考  れ   ほどこ 辺 実

感  てはあ     ム フレ ムワ  だっ  、 ろん        紹介

 れて   うんで  どああ うも  見てみ  うまく か  んで  どうま

く か かっ  き どこ うまく って   かって う   じ土俵で考  れ

   う  、メ バ こ 辺    ム フレ ムワ   あ  は    。 

A1203 

 
多分、擦  う  うか、お互  価値観     って う ころで かね。 B1202 

   ロ      は  ャ  や 時はやっぱ    ム や 。時 は毎日毎

日     グやってま ね。 

C1202 

  

ム

  

 

関

係 

  ャ    

う手法  有

   では 

     は

どう  て  

か？ 

 
  ム  は特    ム かそう うこ は一切実装 れて    で わゆ

 官僚型  って う。 ま ツ   造 何 か長  てそ 下 何 か長

 何人か てみ    造 あって、私はそ  じレ   何 か長 集ま 

中で  一個  レ    何 か長 週 1回か週 2回活動 状況、成

 、課題 報告    う場 あ ま 。 わゆ  門 議   ま 。  

ム これはフォ マ    うか 例 で ねそれ以 で言う 、私  司  

ワ   で   話   こ もあ 。それ 各週だっ  日だっ  。 

A1201 

 
うまく って  話 んで  ど、 当は  ム  も  ム 中 創発  

や 取      ホ     て参加 てほ かっ んで 。ちょっ    ム 

進む「形」 今日考  れて くてそれ できて ません、  う  まず 1  

あ ま 。 

A1202 

 
大き 企     、もう  単   社み   もん   。それはちょっ

 やっぱ  門 中でどう か  って う  基 。 

B2105 

   社  方法論  う 使ってねって う、実はそうで くて各 ロ    でっ

て う感じ んで ね。 

C1201 
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5.4 採用ケース / テーマ III : 障壁 

 

 本研究のリサーチ・クエスチョンから注目するテーマである「障壁」という主

テーマに属すコード（下位テーマ）と言及例を表 23 に整理した。これはそれぞ

れのインタビューイーが発言したインタビューテキストをあらかじめオープン

コーディングしこれらを下位テーマとして捉え、主テーマ「抵抗意識」に類する

コードとして集約し整理したものである。以下、それぞれの下位テーマごとにイ

ンタビューデータから得られる状況を捉えていく。 

 

 

5.4.1  分析結果 

 

（１）抵抗意識が無い人 

 アジャイルに対する抵抗意識、使う（採用する）ことに障壁を感じない人はど

のような人たちなのか。ソフトウエア開発に経験を積んでいる人材は、現在の手

法になんらかの疑問・課題意識を持つ場合は、アジャイルに対する抵抗意識は低

い可能性がある。(言説 ID：A1301) 若い世代は、現行手法に対する課題意識よ

り、新しい手法に対する興味が優位にたつ傾向もある。(言説 ID:C2301) 双方と

もに、実践的に取り組むことでアジャイルがもたらす効果を目の当たりにし、潜

在的にもっていた可能性のある抵抗意識よりも、アジャイルに対する興味が優

位になる可能性がある。(言説 ID：C1302) 

 

（２）抵抗意識を持つ人 

 抵抗意識をもつ人・組織の振る舞いを捉えた。経験のないこと、既存の方法を

さし置いて新たなことに着手することに対する抵抗感は、個人と組織のそれぞ

れの指向とともに、アジャイルに対しては後ろ向きである。社内にサービスを提

供する部門組織や顧客にサービスを提供する事業組織の立場においては、組織

としての実績・経験は、「歴史を持つ老舗」がイメージさせるようなビジネス上

暗黙的に共有される「アイコン」であり、特に外注として仕事を請負う立場の事

業組織は、実績・経験を自組織が提供するサービスの「品質」としてアピールす

る。また、サービスを受ける側も「高品質」を優先させる傾向は否めない。これ

らは、後々の受注に影響をもつリスクに配慮する傾向であり、経験のない仕事は

受けないといった指向性に至る傾向を、事業組織は持つことを例示する発言が

あった。（言説 ID: A1303）同様に歴史のある事業組織においてはそのサービス

の品質を保持、向上する組織的な仕組みは、組織外部の何かに頼るのではなく、

自組織に閉じてこれに対処する指向性をもつことも捉えた。(言説 ID: B2303) 

 このような組織に属す個人においては、組織のなかで培ってきた業務の仕方

からの逸脱について、「メンタル的」に抵抗を持つ例も捉えられた。(言説 

ID:A1305) 

 

（３）抵抗意識に対する働きかけ 

 採用推進者あるいは彼らが属すグループ組織が、アジャイルに対して抵抗意
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識をもつ関係組織・関係者に対する働きかけはどのような様子であろうか。

5.3.1で組織環境における分析でも把握したが、属すグループの内外を隔てるよ

うにその対応や考え方は大きく異なる。グループ内部では、アジャイルによって

確立された方法や、アジャイル指向の言語を用いるが、推進者の説明のように、

外部との関係は内部との関係ほど上手くは築けていない。そこにエネルギーを

注ぐことも優先度としては低いように見受ける。真っ向から新しいことを持ち

込むことには慎重に、理由や機会を選びながら、というスタンスを持ち、周囲の

理解を促進する指向は無い様子である。上席への報告も、従来の方式をもって報

告を行い、そこには従来のウォーターフォール式で整備された計画ベースのフ

ォーマットでコミュニケーションを行うことも描写されている。（言説 ID: 

A1302） 

 

 

5.4.2  まとめ 

 

 この分析によって、アジャイルに対して、それを推進する推進者やグループの

同胞がアジャイルに対して捉える意識、一方で抵抗意識を持つ側の意識、そして

推進者が抵抗意識をもつコミュニティに対してどのように対峙しているかを把

握できた。アジャイルがもたらすフレームワークによって得られる効果は、実践

を重ねることで個々が感じる抵抗感を上回ることを実感する可能性がある。但

し、従来の方法論に長い期間関わったベテランにとっては厳しい状況になる。そ

の背景として、属す組織がもつ実績・経験からもたらされる品質への拘りと、そ

れを支える実績ある手法からの逸脱をすることに対し抵抗感を示す場合もある

ためである。 

 このようにアジャイルに対する抵抗感を取り除くには、容易でないことはア

ジャイルを推進する側も理解をする。但し彼らにとっては、この溝を埋めること

は優先度として高くはない。 
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表 23 テーマ「障壁」 

主    下位

  

  

内容   言 例 言説 ID 

   抵抗

  

 無

 人 

抵抗 

  持

   

人  

  

  私 身は かっ で 。逆 、ウォ タ フォ    ごく違和感 持って て、やっ

 こ  対 て 画 立て んで  。こ  画 って    そ  画 対 て

ずれて  、やれ、進捗 悪 だろう、後れ 戻  はどう  んだろう、  う議論

 始まってもう 質ずれて   ずっ  って  で、やっ こ あ  か、過去 類

推    そう 領域は ウォ タ フォ  で 全然    うんで  どそ 

辺  ごく違和感 持って   で私 身は全く抵抗感は くてこっちでや  き

ゃ メ んだ ど、こ  社どう か    か ってずっ  ってま  。 

A1301 

 
メ バ レ  で言う    取  み 対 ては興味 くやってみ   って う

風 雰囲気で  ね。 ごく忙 そうだ どでも   技術やって 人って、   

 好きだっ     で。 

C2301 

 
若 人 実際手 動か 人 ちは積極  感じで  ね。 C2301 

  無 か   って んで  どやってみ  、"あれ?!"  か ろん こ 、大変って

 うそれはあれで か、    ブ 大変って う感じじゃ くて驚き  うか、これは

 釈 ればどうで ょう、  こ  んだろう って う、そう う受 止め方 んで 

ょうかね。 

C1302 

抵抗

  

 持

 人 

抵抗 

  持

 人 

振 舞

  

 
横   だっ    委託 み    ころは、一番大き  は「やっ こ   

か できません」って う反応で  。こう う開発   ャ  で進め  こう う 

キ     あれば、あ はこっち コ     か 何 か  ム  て立ち  れ 

はずだ、  う説明 差  げても、ちょっ やっ こ   んででき  で 、  う

反応    ちで  。 

A1303 

 
やっぱ  ニ  エ  ニ  人は逆 従来 や 方 使   、 んかちょっ メ 

タ   参って まって離脱  って う タ  もあ ま  。若 人 方 順応

 早 。 

A1305 

 
社内だ で済んで まうって う  良くも悪くも良く  。良  は言ってま  

ど、良  ころでも悪  ころでもあ んで ね。  目   て、例 ば  ャ  

って う  も    あ 、じゃあ、それ 中 持ってこ うかでは くて中でどう 

れば  かって う  常   考   って   、ちょっ まだ良く  か 、答

    求め   中 範囲 広げて何 か  うって う  、やっぱ 我々み 

  あ 程度大き 企 では くあ かも れ  か 、どう ても中で事例   

て まう か、それはあ 程度 違っては  んで  ど、昔 ACOS  か IBM  

ホ  み   時代だっ  それでも良かっ んで  ども、Windows 出て

Unix  出て Linux 出 時点でそれはもう終わって 。 

B2303 

  情報   ム 門 体 ちょっ 立場弱かっ か って  あ ま ね。どっちか 

 う コ    タ み     れて  だっ  で、あんま    も  大きく崩

  う こ は  く  って う環境はあっ  か って  ま 。 

C2303 

抵抗

  

  

働き

か  

  

  ム 中 関 ては 通 言葉、私  もそ 価値感み    ころ    て

も う う  てま  。  ム  ははっき 言ってうまく って  で 。 

A1302 

  

内   は  ャ   進めて んで  ど、私     報告であっ  ウォ タ

 ホ  風 報告 てま 。あ かも、こう う 画 立て か  う フ   て、

 わせ   無 だ  ずっ そうやってきて 。言っても、やっぱ  門   方 

それ      あって、そう う人 ち 親 んで 方法  わせてみせ    

 も れ  だろう  。そこ コ  入れても多分 か  だろう   っ  で、

私も諦めて ま 。 

A1302 
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説得は 局でき かっ で ね。でき かっ そう う ころは、一旦諦めて  ャ

   やっ こ は   ど興味はあ み    委託   絞って   お願 

   う 感じ   ま  。 

A1304 

       ツ   や  きでもこ ツ  で  れば     由は ぜかって う  

浸透 せ   一番難  んで  。だか 、こう う     課題 あっ  

ね。これ こう   め はこう ま ょうねって う  言わ きゃ    んで  

ど、そうでは くても、明日か これ   ま 。 ろ くって う人だ 正直、誰も 

 てこ  で ね。だか そう う  ャ   価値 あ って う は、私は  ャ 

 開発 導入 ま ょう か、DevOps  導入 ま ょう は言わ  んで  ね。

だか ここでこう う問題 あ か 、こう うや 方 変 ま ょうって うこ で、 

 ャ         であっ  、DevOps         こう うふう 使 ま ょ

うって う ころか 始め        うんで  ね。 

B2302 
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5.5 採用ケース / テーマ IV : アジャイルの位置づけ 

 

 研究２のインタビューデータをオープンコーディングし、立ち上がる下位テ

ーマから帰納的に導いたテーマとして「アジャイルの位置づけ」というテーマを

捉え、このテーマにおける言及例を表 24 に整理した。ここでは、語られる発言

のうち、あらかじめ研究２の分析に向け用意したテーマとして「主導」、「環境」、

「障壁」で捉えた概念以外に浮かび上がる概念を捉えることを試みている。語ら

れる発言から、アジャイル採用後の採用推進者およびアジャイルを使うグルー

プレベルの組織の状況を捉えることができる。以下、それぞれの下位テーマごと

にインタビューデータから得られる採用後のアジャイルの状況を捉えていく。 

 

 

5.5.1  分析結果 

 

（１）チーム外への振る舞い ―タテとの関係― 

 テーマ IIIでの分析において捉えたように、アジャイルの採用を主導しグル

ープレベルで使用するチームにとって、特に上層マネージャーとの関係は、推

進者らはそこに壁があることを意識している状況であると捉えることができ

る。上層との関係は、アジャイル採用を行ったグループと、そのグループが属

す事業組織との関係を左右すると捉えられ、例えば事業組織単位でアジャイル

を推進しているか、なんらかの支援を受けているか否かを把握することもでき

ることを想定した。研究２の結果として捉えた発言からは、アジャイルの事業

組織内での展開に後押しを受けているように見受けることができない。既に主

導の分析（表 21）の「企業内展開」で捉えたように、推進者らは、「アジャイ
ルを開発のやり方だけが変わるだけ」（言説 ID: B1107）とは思っておらず、

「考え方まで変えなきゃいけない」(言説 ID: B1107)という難物であることを

知っている。一方、推進者自身の上層マネージャーが従来から培った経験を踏

まえると、推進者が扱うアジャイルは、上層マネージャーと共にその理解を進

めるのに大きなエネルギーを要することも推進者らは認識し（言説 ID:A1403）

複雑な立場と思いで外向きには振舞っている。 

 

（２）チーム外への振る舞い ―ヨコとの関係― 

 ここでは、ヨコの関係、つまりは推進者らが属すグループに関係する組織と

企業内の同列組織との関係を捉えようとしている。タテの関係と同様に、ヨコ

との関係においても、アジャイルが導くフレームに沿った動きや、コミュニケ

ーションをとっているわけではない。（言説 ID:A1401）そもそも、大きな企業

であることで、ヨコのつながり自体がない(言説 ID:B2401)閉塞感のある関係で

あることと、それを事業組織、会社組織としてなんらかの働きかけはここでの

発言を見る限り無い(言説 ID:C1401)ことがうかがえる。外注先との関係は、テ

ーマ IIIの分析の通りである。 
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（３）チーム内部 ―自分たちの主導の場合― 

 アジャイルで駆動する組織は、アジャイルによって導かれるフレームワーク

に沿って創発的な活動を行っている。そこには、アジャイルによってもたらさ

れる価値を理解するための共通言語化も進行している。（言説 ID: A1403）一方

で、それが誰でもできるわけではない状況もうかがえる。具体的にはシニアの

エンジニアは、アジャイルの世界観では従来の考え方が適用できないという状

況になり順応が困難になることもあり得る。（言説 ID：A1405） 

 

（４）チーム内部 ―サービスとして提供する立場― 

 主導が自分たちではないという立場をとるため、アジャイルはソフトウエア

開発を行う上での選択肢の一つとして捉える。（言説 ID：B1402, B2401） 

 

 

5.5.2  まとめ 

 

 アジャイルを採用したが、それが事業組織、会社組織として社内に展開・普

及が進んでいるという様子は発言からは受けとめることはできない。つまり、

採用推進者は個人として社内にアジャイルを採用することを宣言したとして

も、それは組織としての採用ではない。この分析におけるタテ、ヨコの関係性

から把握できることとしては、組織としてのアジャイルの採用とは言い難い。

加えて、その展開・普及に事業組織、会社組織として取り組んでいるとも言え

ない。 
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表 24 テーマ「アジャイルの位置づけ」）（帰納） 

主    下

位

 

 

  

内

容 

  言 例 言説 ID 

  ャ  

   づ

  

 

 

ム

 

 

 

振

 

舞

  

タ 

  

関

係 

    ム  ははっき 言ってうまく って  で 。内   は  ャ   進めて んで

  ど、私     報告であっ  ウォ タ フォ  風 報告 てま 。あ かも、こう

 う 画 立て か  う フ   て 

A1403 

 
 わせ   無 だ  ずっ そうやってきて 。言っても、やっぱ  門   方 それ

      あって、そう う人 ち 親 んで 方法  わせてみせ     も れ

  だろう  。そこ コ  入れても多分 か  だろう   っ  で、私も諦めて 

ま 。 

A1403 

(続き) 

 
多分事  長ぐ  までか 。事  長、 長そ 実際 や って う人 ち やって

   、やって こうって う人 声か   ころもそうで、か  変わ か   って ま

 。多分どっかで    変わ んだろう ってはそう う印象は私は持ってま 。 

B1406 

 
  ャ   、開発 や 方 変わ だ って って 方、 考  か振 舞 、 動ま

で変  きゃ    って って 方で分かれてきて、まず分かれてま  。考 まで変

  きゃ    って、 って 方はか  少  んじゃ  か って う感覚で かね。 

B1407 

 
問題は、私 ちは、そう う  ロ  活動でやって か きゃ    んで  ど、そこ

 うまくできて  って う もあ ま 。でも今はそこ    てあ か って、 うこ で

 かね。実際  当 やろう    、そう う ころまで含まれて、 か か苦    

   。 

B1408 

    ャ   そ メ      人 見  かっ  か 。 C2401 

ヨコ

  

関

係 

 
うまく って  話 んで  ど、 当は  ム  も  ム 中 創発  や 取  

    ホ     て参加 てほ かっ んで 。ちょっ    ム 進む「形」 今日考

  れて くてそれ できて ません、  う  まず 1  あ ま 。 

A1401 

 
大き 企     、もう  単   社み   もん   。それはちょっ やっぱ 

 門 中でどう か  って う  基 。 

B2401 

 
横   だっ    委託 み    ころは、一番大き  は「やっ こ   か で

きません」って う反応で  。こう う開発   ャ  で進め  こう う キ    

 あれば、あ はこっち コ     か 何 か  ム  て立ち  れ はずだ、  う

説明 差  げても、ちょっ やっ こ   んででき  で 、  う反応    ちで 

 。 

A1404 

   社  方法論  う 使ってねって う、実はそうで くて各 ロ    でって う感

じ んで ね。 

C1401 

 

 

ム

内

  

 

分 

ち 

主

導 

場

  

 
一番下 各メ バ  How  レ  で言う    ム フレ ムワ   使って   

何 うまく って    かって う  議論  や  って う声は  ムか あ ま 。

    そ 開発   キ  足   って う 論   場 もあれば  は様々

 んで  ど何 まず か      画  画通  か かっ  かって う   分

 ちで考  れ   ほどこ 辺 実感  てはあ     ム フレ ムワ  だっ  、

 ろん        紹介 れて   うんで  どああ うも  見てみ  うまく か

  んで  どうまく か かっ  き どこ うまく って   かって う   じ土俵で

考  れ   う  、メ バ こ 辺    ム フレ ムワ   あ  は    。 

A1402 

 
  ム 中 関 ては 通 言葉、私  もそ 価値感み    ころ    ても 

う う  てま  。 

A1403 

  やっぱ  ニ  エ  ニ  人は逆 従来 や 方 使   、 んかちょっ メ タ 

  参って まって離脱  って う タ  もあ ま  。若 人 方 順応 早 。 

A1405 
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て 

提

供 

 立

場 

場

  

 
  ャ   限 ず、   も  取 入れ って うこ は、優 順  最高  げ 

きゃ     で、他 気  て こ  っぱ あ  ねって う で。じゃあ、それ 、 

 ャ        かって う 、そうじゃ  かも って う。  ャ      であ べ

き も わ  んで  

B1402 

  基    分 ち や んじゃ くて、あくまでもお客様主導    で、 分 ち 

Agile じゃ  れば      うモ       あ 人って、多分そん     かも

 んで  ね。  で、お客 ん どう てもや   み   話か って。 

B2401 
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5.6 非採用ケースの各テーマ分析 

 

 非採用ケースに属すインタビューイーから、本研究のリサーチ・クエスチョ

ンから注目するテーマである「主導」、「環境」、「障壁」という主テーマに属す

コード（下位テーマ）と言及例を表 25 に整理した。これはインタビューイーが

発言したインタビューテキストをあらかじめオープンコーディングしこれらを

下位テーマとして捉え、主テーマ「採用推進の主導」、「職場の環境」、「採用の

障壁」に類するコードとして集約し整理したものである。研究２における非採

用ケースに属すインタビューイーは 1名であり、顧客向けの開発サービスと、

自社サービスの開発と双方に携わる立場にあった。以下、それぞれの下位テー

マごとにインタビューデータから得られる状況を捉えていく。 

 

 

5.6.1  分析結果 

 

（１）主導 

顧客への提案は、非採用ケースにおいては、まず、顧客からの要望がないので

行っていないという立場である。（言説 ID:D1101）これは、採用ケースにおいて、

顧客主導がアジャイルの本懐であることを理由に、顧客が望めば提案をする、あ

るいは支援をするという捉え方と同様であると把握する。 

非採用ケースにおいては、更に、対象にしている顧客がアジャイル開発を望む

ことはなかろうという考え（言説 ID:D1102）もあり、アジャイルを取り上げる

優先度はさらに低くなる。一方で、自社開発に向けてはアジャイルに対して積極

的になるべきであると言及している。(言説 ID:D1103) ただし後述する様々な理

由が暗黙的な背景となり、優先度を上げられない状況が見受けられる。 

 

（２）環境 

 この非採用ケースは経営層からのアジャイルに向けた準備の指示が出ている。

（言説 ID:D1202）ただし、「準備」であり、強力なプッシュがあるようには見受

けられない。一般的な連絡会議は定期的に持たれていた。このことにより、アジ

ャイルの採用に何か動きがあれば、定型のコミュニケーションによって最低限

の情報は流通することは想像できる。ただし、一方で、オペレーションが「プロ

ジェクト単位」という枠組みがソフトウエア開発組織には基本にあり、プロジェ

クトや部門を跨いで何か創発的になるような特性をもったコミュニケーション

は特段見受けられない。 

 

（３）障壁 

 障壁については、副テーマごとに以下整理を行う。 

 

顧客障壁  

  顧客障壁に属する壁を意識していることが把握できる。具体的には、顧客自身

がアジャイルを理解しているか、理解できるのかという点である。（言説
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ID:D1301）それは、顧客の属性として、システムおよびシステム開発という領域

への理解のハードルと重なる。情シス部門か顧客なのか、あるいはマーケティン

グや企画部門が顧客なのかという特性の違いも背景にある。(言説 ID:D1305) 
 

顧客からの信頼の担保 

 顧客から受ける影響の更なる一つに、顧客から受けている信頼について重く見

る傾向が把握できる。これは採用ケースの中で捉えた傾向と同じであり、システ

ム開発会社は顧客からの発注があって成立するため、個々顧客との関係は重要

視され、高品質のサービス、開発を積み重ねることによって開発会社の信頼性が

理解される。新たな試みを仮に開発会社側で主導することで、何等か失敗した場

合には信頼関係に影響があるものとの懸念を抱き、足踏みをさせる要因となる。

（言説 ID:D1304） 

 

開発作業以外における足踏みさせる要因 

 アジャイルを採用することは開発する作業自体に影響を及ぼすが、それだけ

ではないことが把握できる。例えば、従来の顧客との「契約」に関して、請負業

務の形で受注契約を行うことが広く取り入れられるのは慣行ではあるが、発注

側では、従来の、例えばウォーターフォール型の開発であれば、究極、受注側に

任せてもらえる関係を保ってきた。この長く培われた顧客とのプロセスを変え

ることを受注側として受け入れるか、どうかを足踏みするという。（言説

ID:D1306） 

 アジャイルに対する技術的な課題は乗り越える能力を持っていると言える。

アジャイルで使われるツールを現行業務でも使えるものは試すということを

「準備」と称して取り組んでいる。一方で、先の契約の件を含め、開発作業以外

の業務パートの変更を自らが促せることが出来るかという課題を持っているこ

とも把握できる。 

 現在の進行するプロジェクトを優先すること、アジャイルに着手するにも、で

はどのプロジェクトからかという検討プロセスの必要性が、推進を阻む壁にな

ることもうかがえる。外注パートナーがアジャイルに対応できるのかという課

題、品質の担保（前述）の解決も必要である。総じて、これらの解決に向け上席

の支援を求めている様子もうかがえる。（言説 ID:D1314） 

 

 

5.6.2  まとめ 

 

 アジャイルの採用を行っていない組織ではあるが、上席からの準備の指示が

ある一方で、採用に関わる推進活動の優先度が上がらない。顧客からの要求がな

いので、提案を行わないスタンスは、アジャイルの支援サービスを行う事業組織

と同じような立場をとる。 

駆動源は、顧客にある証左であることは理解できる。その顧客に対する障壁意

識以外にも、純粋なソフトウエア開発作業以外にも、採用を足踏みさせる事業組

織内に存在する潜在的な要因を把握した。  
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表 25 非採用 

主

 

 

  

下位  

  

内容   言 例 言説 ID 

主

導 

顧客  

提案は 

   

顧客 提案

    由 

  顧客か   望って う 味で言う 、実際は か か 望 あ って うこ 

は  で ね 

D1101 

 
顧客か   望 あんま    で、あ て  ャ  で提案  って うこ  

  って う  多分現状   

D1101 

(続き) 

  顧客 方で最初か そ    てそっち 踏み込め  う 人って、そん   

  だろうか  

D1102 

 社開

発では使

    

 社開発 

 適応 可

   

   社開発 か 話は別だ  ってそこは逆 積極     べき んで  

ど、そこ 今 んかでき   かねって う ころは今課題  って か って 

って 

D1103 

   分 ち   ムは 社開発もでき 立ち      で、そこでちゃん 実

証 て、それ 実績 成   て逆 提案 て実践 て くべきだろうって う 

ころで、そう っ  ころでちょっ 体感  分 今持って  

D1104 

推進 誰 主導 

役割   

で担う か 

  どち か  う 我々 所属 て   署 そ 役割  で、   や 方 か

もそうで  、 規事 開発み   エ  まで含めて期待 れて   署。

やっぱ うち  署  てはこ    こ やってみ うって う気はあ んで  

ね 

D1105 

環

境 

 営指

示 

 営か  

着手 指示 

   社 層か はどう考 て かって う 関 ては、今後対応     って

 くこ    か 準備は進め   って う 

D1202 

情報 

有 

  で情報

  有  

  うこ  ど

う    れ

て  か 

 
基   は ロ    活動で ロ    単 で 活動 メ    で、そ 

 ロ    単    ム あ 実際職         ムって う  分

かれて  で、それぞれ   ム 対 て だ   週 1回ぐ     ム  

   グって う で情報 有 か てま 。 

D1201 

  技術連携 議み     あ んで、そう っ 場で発表 て社内 周  

て くみ   。 ほどお話    う  分   ロ     取 入れても 

っ  、そう っ こ で少 ず で  ど、ちょっ  体大き んで少 ず   

っちゃ ま  

D1203 

 

  

顧客 

  

顧客 対 

 抵抗感 

 
そう っ 開発処方 今注目 れて んで  って う中で、どう   ても 

   かって う  課題で、あ は使 分 だ  って て、ウォ タ フォ  

 適 て  ロ    もあ で ょう 、変 話。ウォ タ フォ   ちゃん 何

回も繰 返 て  う 似  う 実際取  み  て  ロ    もあっ  

は   で、そ 辺   明確 切 分  れ  んだろう 。 

D1301 

 
 はでも、やっぱ 使 分  顧客   だ は うんで  。 

そこ  か か 局一気 切 替わってくっても では  って う  あ  

D1302 

  顧客もで ね。情  であ こ は逆 稀で、マ     グ 門だっ   か企

画 門だっ   かそう う ころ 多  で、ここ  ん         わ 

で  

D1305 

顧客か 

 信頼 

担保 

顧客 関係

  

  開発 社  て信頼 ても わ    か か踏み込んで    。我々  

      て一緒 成長 て く       て   て  だ    、 

か かこ 取  みも難   、逆 言う そう う信頼 得てこう う  ちゃ

ん 推進 て くんだって話 んで  ど、裏 返せば、そう っ  ころ  か 

か ぐ 変  れて    感覚 持ってま  

D1304 
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開発作

 以  

お  足

踏み せ

    

開発作 

以  従来

 や 方 

 
 局ウォ タ ホ  だ 受 入れ、一発でポ って契約でき んで、出来 

 っ んで 代金 頂戴ねって。契約でき か 多分、そこ  ん ちょっ こっ

ち側で諦めちゃって  ころもあ かも れ   

D1306 

 
  って う 味では多分でき   って  。だっ  、まだ仕 み    

で、そ じゃあ、そ  頭 引っ張ってそ 仕 み 作れ  う こ  促せて 

 かって う ころ 振 返っ 時 、ちょっ そこはできて  んだろう 。 

D1307 

 
準備仕 み作 って う もこれ。別 ウォ タ フォ  でも一緒 んで  

ど、やっぱ そこ ちょっ 変 話、うち不足 て  分 んじゃ  か って、そ

こ 今    取  み 一 で 始めて  

D1308 

 
こ  ロ    だ  適応 て他  ロ     はどうやって ロ       

 み   。一気 はでき   、      か   ど、どれ        

   か 

D1310 

 
今あ 開発 ロ     やっぱ 優  れちゃうって う もあ  D1311 

 
こ  界ってやっぱ そ       ん 、じゃあ   手法でやってみて言 

  かって う話もあ ま て、そこは難    ってま  

D1312 

 
今まで    ロ   中で、やっぱ どうやって、例 ば品質 どうやって対応

   か。 

D1313 

  実際 PMO 方 話聞きま   ど、難  で  はおっ ゃってま   、一

応  営層か  宿題も って 以 、何か    ウ    出    って

言ってま  んで、そう う 味ではやっぱ  席 問題   持ってくれれば

ちょっ ず でも変わって く。 

D1314 
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5.7 総括 

 

 本章では研究２の結果を整理してきた。研究２の結果は、研究１の結果と統合

し、この後の第６章にて考察を行う。そのために、研究１と共有するリサーチ・

クエスチョンにつながる３テーマ「主導」、「環境」、「障壁」で、収集したデータ

に対し演繹的にアプローチを行い、分析結果を整理した。研究２はテーマティッ

クアナリシスを使った演繹的なアプローチと同時に採用組織に属す推進者の言

説から、帰納的に把握できるテーマで捉えようと試みた。 

研究２の総括として、まずは帰納的に捉えた結果に注目をする。帰納的アプロ

ーチによって、採用組織における「アジャイルの位置づけ」というテーマを捉え

た。それは、自らの小規模のチームレベルにはアジャイルを実装ができても、周

囲との関係には壁をもって存在するような位置づけを示す内容となっていた。

日本におけるアジャイルの採用・普及の実態に対する本研究の見立ては、アジャ

イルの採用は、現場のマネージャーの主導で進んでも、事業組織内での展開・普

及には足踏みをしていることを仮定している。つまり、現状の事業組織における

アジャイルの位置づけは、組織としての採用および組織に展開・普及が進んでい

ない可能性があることを設定している。続章にて、更にこの現象を考察する。 

 研究２における演繹的アプローチで整理をした結果とその解釈から発見され

た事項を表 26、表 27、表 28 に要約し、研究２の総括を更に進める。研究２では

アジャイルの採用あるいは非採用の実態把握を目指した。それに向け、アジャイ

ルを採用する組織での推進者らと非採用組織に属す開発サービスおよび自社サ

ービスシステムに関わる推進者のデプスインタビューから得られた言説の分析

を行った。分析は、「主導」、「環境」、「障壁」のテーマで、それぞれの推進者は

どのような意識を持っていたか、あるいはその意識からどのような実態が発見

できるのかに対し注目をした。 

 「主導」のテーマにおいては、まず自社（サービス）開発のケースにおいて、

ソフトウエア開発現場のリーダーが一人で推進を開始するが、普及への動きは

優先度が低い。同じ自社（サービス）開発のケースにおいて、現場のリーダーは

アジャイルに対しての意識はあっても、それを採用して推進することについて

の優先度は低い。一方、アジャイルに関する支援サービスを行う組織においては、

採用、非採用に関わらず、顧客に対して積極的な提案を行っていない側面がある

ことが捉えられた。 

 「環境」のテーマにおいては、事業組織として、普段のコミュニケーションス

タイルからナレッジマネジメント活動を行っているのかを探ることとしたが、

採用、非採用ともに情報共有を行っても、知識創造的な活動は見受けることがで

きない。特に、非採用組織においては上席からの準備指示があっても、それが強
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力な推進にはならないことが捉えられた。 

 「障壁」のテーマにおいては、開発現場において発生するものだけではないと

いうことが捉えられた。 
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表 26 研究２の総括（テーマ：主導） 

 

 

表 27 研究２の総括（テーマ：環境） 
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表 28 研究２の総括（テーマ：障壁） 
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第６章 考察 

 

6.1 はじめに 

  

本章では、本研究の考察として研究１と研究２で得られた分析結果を統合し

考察を行う。まず、研究１と研究２の統合は、それぞれの結果より得られた総

括を結合することから始め、研究の統合分析結果に対し、先行する理論的枠組

みに照らし解釈・考察を進める。 

 

 

6.2 研究１と研究２の分析結果統合 

 

 研究１と研究２の分析結果を、テーマごとにそれぞれ表 29 表 30 表 31 に整理

を行った。これらは、研究１を第４章の総括、研究２を第５章の総括より写し

たものである。それぞれのテーマごとに本研究の総合的な解釈を次項より行

う。また、研究２の分析における演繹的なテーマとして浮かび上がった組織と

しての採用と普及が進展しない可能性について次節より考察を行う。 

 

 

6.2.1 主導について 

 

 まず、テーマの１つである「主導」についての本研究の総合的な発見事項

を整理する。アジャイルの採用推進の主導は、開発現場のプロジェクトをリ

ードするプロジェクトマネージャーあるいは、それに類するリーダーによっ

て行われる。但し、組織的な視点で見た場合、研究１と研究２を通して、事

業組織としてその現場主導のアジャイル採用を支援しているか、否かという

パターンがあることを捉えた。ここで「支援」とは組織的な推進支援であ

り、事業組織であればそのような支援が何らかの形でアジャイルの展開、普

及に働くことが想定できる組織的な動きを指し、これを研究１で捉えた。研

究１の結果は、支援は採用推進をする現場リーダーの上席によるものと捉え

る。具体的には、アジャイルの専門組織化への働きかけという形で実現して

いる。 

一方で、研究２では、アジャイルの採用はされたものの、上席の支援は受

けておらず、事業組織内での組織による普及に向けた行動の優先度は低いこ

とを捉えた。また、研究１の結果に遡り、事業組織の中で、現場より距離的
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に離れている管理者層のアジャイルに対する意識は、開発現場をリードする

プロジェクトマネージャーが捉えるアジャイルへの意識よりは低いことが捉

えられた。つまり、管理者層は、アジャイルに対する対応もまちまちであ

り、その傾向としては、アジャイルを否定する方向であることも把握でき

る。 
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表 29 結果の連結（テーマ：主導） （上：研究１/ 下：研究２） 
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表 30 結果の連結（テーマ：環境） （上：研究１/ 下：研究２） 
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6.2.2 環境について 

 

研究１の結果からは、アジャイルを採用する組織は、サービス価値創造に

向けた環境が整い、組織的に知識創造活動が行われている可能性を想像させ

た。ただし、研究２で得られた採用組織による実態は、アジャイルの採用は

したがそれはグループレベルであり、それ以降、事業組織として展開、普及

がなされてはいない。そこでは、情報共有という活動は行われても、それを

踏まえて組織的に知識創造活動、例えば、さらに組織内にアジャイルを展開

するであるとか、アジャイルを事業組織の新たなサービスに適用するといっ

たことが行われているようには見受けることができなかった。この点におい

ても、組織による取り組みがアジャイルの採用に影響を及ぼしているという

ようには見受けることができない。 

研究１で捉えたアジャイルの採用組織は上席の支援があり、組織的に技術

や知識の形式化が進み、組織が提供するサービスの価値創造に意識を向ける

組織が浮かび上がった。但し、研究１が描写的なサーベイと位置づけ、全国

規模で収集したデータの中でもアジャイル採用組織がごく少数であったこ

と、そして上司による支援の有無を合わせて勘案すると、組織的にアジャイ

ルを採用・展開し普及している例は極めて稀であることと捉えるべきである

とも受け取ることが出来る。 

これら本研究の結果からソフトウエア開発組織の環境を勘案すると、アジ

ャイルの採否をめぐる環境は、アジャイルの採用からそれを更に進めて事業

組織に展開、普及するためには、組織として整備されてはいないことが考え

られる。 

  

 

6.2.3 障壁について 

 

 研究１では、非採用組織の障壁の主流は顧客障壁と機能障壁である。顧客

障壁は採用組織においては発現しないが、採用組織でも機能障壁が発現する

ことが分かった。研究２の結果を踏まえると、採用組織では若手メンバー、

ベテランメンバーによって障壁の発現の仕方が異なる。特にシニアには心理

的障壁、機能的障壁が現場で発現することから、採用組織であってもアジャ

イルの採用障壁は発現することが捉えられている。また、障壁は、採用に向

けた現場における障壁をまずは考えるが、開発現場において発生する障壁以

外に、別の障壁が、現場以外に発生し、事業組織内の展開、普及を阻むこと

が推察される。   
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表 31 結果の連結（テーマ：障壁） （上：研究１/ 下：研究２） 
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6.3 「主導」に関わる考察 

 

研究１，２を通して、現場での主導者、推進者が個によって主導することが

基本的な姿であることが浮き彫りになった。これは、アジャイルはソフトウエ

ア開発の新しい手法であり、その扱いを巡り、プロジェクトに関与する側によ

って手法を選択するアプローチであることと、その主導者によって進められる

ことは理解に難くない。今回のインタビューイーの中では、プロジェクトの主

導を取るリーダーによって、それまでの開発にかかわる課題を、手法をかえる

ことで解決することを狙いとしたことの言説があった。（言説 ID:A1103）その

ような課題がなければ、新しい手法に着手をすることはないであろう。アジャ

イルの採用へ働くドライバーは、プロジェクトレベルで捉えられる課題があり

きであるといえよう。 

  Zaltman et al.(1973)によるイノベーション・プロセスは２つの段階があるとさ

れるが、研究２で捉えられたアジャイルの段階は「始動」の段階と位置付けら

れる。始動の段階での進行は、意思決定のパターンは、組織における卓越した

地位にあるものによって構成員に押し付ける権威的意思決定と、集団的意思決

定という組織構成員が始動の段階に参加する「参加型アプローチ」があり、研

究２におけるケースのうちアジャイルプロジェクトを主導する主導者のケース

（ケース A）は事業組織においては集団的意思決定に属すものと考える。この

ケースにおいては自グループの課題意識から、これを解決するためにアジャイ

ルを採用、グループの立ち上げが行われている。そこには推進者の上位者から

の何らかの了解を得ているものではあるが、それ以上の支援や権威的な後ろ盾

があるようには研究２の全ケースを通して見受けることができなかった。「参

加型アプローチ」が、イノベーションを促進させるのは、組織の構成員が自ら

の努力と引き換えに得られるいくつかのベネフィットと報酬を感じるときのみ

である(Zaltman et al., 1973)。研究２で把握するアジャイルのケースは、プロジ

ェクトの主導を握る推進者は、自らのグループレベルの問題解決をアジャイル

で達成するためにアジャイルの利用を自らのグループに促進した。一方で、組

織の壁を越えてこれを促進することには向かってはいない。あくまでも、アジ

ャイルの採用の推進は自らのグループに閉じたものであった。閉じた範囲での

採用推進の理由として考えられるのは、規模を広げて促進することによって得

るベネフィット、あるいは事業組織からの報酬が感じられていない可能性があ

る。例えば、個で動く推進者（A1）に対して事業組織としてこれを支援するよ

うな動きをしていれば、この時点での状況は変わっていた可能性がある。つま

り、閉じた範囲での採用は、個によって促進するケースでの集団的意思決定を

進行するうえでの限界的な要因を持つ。具体的には「採用」はするも、個によ
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って閉じた範囲での採用である。その場合、採用に成功をした個であっても、

普及に対する個が感じるベネフィットがなければ、それは組織レベルでの展

開・普及が進まない可能性を潜在化させているということにつながる。 

 

 日本のソフトウエア開発組織においては、アジャイルプロジェクトを、開発

プロジェクトとして主体的に行うサービス以外に、アジャイルの進め方を支援

するサービスをもつ事業組織がある。研究２におけるケースとして、所謂 SI

事業組織にアジャイルプロジェクトを支援する組織を捉えた。（ケース B）研究

２で捉えた当該組織は、顧客の要請、つまりアジャイルでの開発を望んだ場合

に、プロジェクトを側面から支援をする。この組織は事業組織において、アジ

ャイルを指向する顧客向けに準備された組織であり事業組織によってオーソラ

イズされたサービスを提供している。この組織においては、アジャイルに関わ

る提供サービスは、アジャイルの採用主体である顧客に、ナレッジを提供する

サービスである。顧客との関係は、アジャイル手法を用いた価値共創を行う関

係になることと捉えることができる。ただし、当該組織は、アジャイルを開発

手法の選択肢の一つとして捉えているために、顧客が望まない限りアジャイル

を強力に提案することはない。つまり、顧客の求めに応じてサービスを提供す

る受け身的なスタンスをとる。事業組織においても、アジャイル支援が、その

事業組織におけるビジネスを強力に推進するメニューであるとは限らず、現状

の支援組織の規模から勘案しても、その拡大が進んでいるという状況ではな

い。 

 もう一つの日本のソフトウエア開発組織の在り方として、アジャイルプロジ

ェクトにおいて、ソフトウエア開発を行うサービスがある。研究２において

は、ケースＣがこのケースに属す。このケースにおけるインタビューからも、

アジャイルの採用は参画する顧客のプロジェクト次第という状況がうかがえ

る。そこでは、アジャイル開発のフレームに沿った開発実務を行っている。実

践主義的に、かつ個で仕事を行うが、スクラムといったアジャイルのフレーム

ワークの実践で、日々新たな経験を積むことができる。ただし、それは個人

的、一個人のエンジニアとして感じるベネフィットであり、これらの経験をも

とに事業組織で促進をすることに対しては、その優先度は高くはない。その理

由は、徒弟的に技術を伝承するシステム開発の現場において、プロジェクトが

終了して、他のプロジェクトが始動し、新たな業務パートナーとペアリングす

る機会が発生しない限り徒弟出来る機会を生まない。あるいは技術の共有や伝

承を事業組織が促進しない限りは普及する機会はない可能性がある。研究２で

調査の対象になった事業組織において、この情報や技術の共有や推進を組織が

率先して行っている事業組織は見受けることはなかった。 
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 研究１からとらえられるアジャイルの採否を巡る傾向は、採用組織群は、組

織あるいは上席の支援が顕在化している。具体的には専門組織化とすること

で、アジャイル開発と従来の開発との組織的な区分けを実現する可能性をイメ

ージさせるものである。 

 

総じて、アジャイルの採用推進は、推進者、すなわち「個」から始まり、目前

の課題解決に向けて限定された範囲で推進は進むが、これに対して事業組織で

の普及を阻害する要因として次のような可能性が浮かび上がる。 

 

● 推進主導者の優先度は、主導者自身の自組織でのアジャイルの採用によっ

て生まれるベネフィットの獲得であり、それを超える「普及」に対する優先度

は低く、それを促進する事業組織の取り組みはない。 

● アジャイル導入を支援する事業組織（ＳＩ組織）では、顧客が望めば、ナ

レッジや実践の支援は行うが、アジャイルを積極的に提案することはない。 

● さらに、アジャイル導入を支援する事業組織（ＳＩ組織）では、エンジニ

アは個の経験蓄積を優先、それを組織的に展開、普及させる動きはしていな

い。 

 

３点目は、次節「環境」の考察で深堀を行う。  
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6.4 「環境」に関わる考察 

 

 研究１の結果からアジャイル採用組織は、「組織の技術や知識の形式化が進

んでいる」傾向が推察され、また「新たな資源を探索して組織が提供するサー

ビスの価値創造に意識が向いている」ことを想起させた。これらは、アジャイ

ル採用に成功する組織は「サービス価値の創造に向けた環境が整っている」と

いった傾向を示唆する。一方で、非採用組織ではその真逆の様相を示し、「組

織の技術や知識の形式化はされていない」、「新たな資源としての探索は行って

いない」、「アジャイルによる新たなサービス実現の具体的な計画はない」と把

握する結果であった。ここから非採用組織では「サービス価値創造に向けた環

境が整っていない」傾向が強く捉えられる。研究１の採用組織群、非採用組織

群のケース数比から考えても非採用組織が圧倒的に多いこと、「潜在的リソー

ス」の解被覆度では、採用組織群では 0.75、一方非採用組織では 1 という結果

を得ているように、非採用組織群ではほぼ全組織においてサービス価値創造が

行われていないという理解を深める。一方の採用組織群の 75%がサービス価値

創造を行っているという捉え方になるが、一方で 25％はそうとは言えないとい

う状況を表している。どちらも fsQCA による機械的な算出結果を基にするもの

であるが、非採用組織群の構成数を勘案すると採用組織群の値は説得力に欠け

る。これらを前提に考えると、一般的な傾向として、ここまで先行するアジャ

イルの採用状況を示す調査と同様に、アジャイルの非採用組織が主流であり、

非採用組織での組織像が多くの日本でのソフトウエア開発組織の姿であるとい

う理解を深める。これらを踏まえると、アジャイルの採用組織として、研究１

で把握されたような採用組織がサービス創造に意識が向いている状況は極めて

稀なケースであろう。 

 

採用はしているが、組織的にサービス創造に向かう活動には至っていない組

織もあることを捉えておく必要がある。研究２においては、採用組織の実態に

ついて「環境」に関する各推進者らの言説から観測を行った。そこにはサービ

ス価値創造に向けどのような環境なのか、組織的なサービス価値創造、知識創

造はどのように行われているか否かを把握する狙いがあった。研究２に限定し

ていることとしては、ここに集ったアジャイルの採用に関与する推進者が属す

事業組織においては、サービス価値を創造する組織的な知識創造に対する取り

組みの様子はうかがえない。具体的には、情報共有は一般的に行われることと

して想定されるが、大企業の類に属す事業組織においては「ノウハウは秘蔵し

ろ」（言説 ID:B2205）という言説（ケース B）を捉えたように、組織内での情

報共有さえも忌避することであるとする考え方が存在することも捉えた。これ
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らは、研究１でも捉えられており、前述の言説は、事業組織内においても、事

業に資する知は組織知ではなく、「個」に帰属するナレッジとノウハウで成立

する組織がある一定程度存在することの証左とも受け止められる。 

 

1990 年代、欧米で立ち上がった「ナレッジマネジメント」は、知識を共有し

て活用することで新たな知識を創造しながら経営を実践する（野中・竹内, 1996）

ことで、イノベーションの創出を期待されるフレームワークであったと言える。

ただし、日本におけるナレッジマネジメントに対する理解は、「組織的に知識を

共有し、知識資産としてそれを活用する仕組み」として理解されてしまったまま

の状況（紺野, 2022）となり、そこから知識を新たに組織的に創造するというス

テップに進まなかった。それは、企業が暗黙知偏重で、過去の暗黙知を温存した

まま「工業型現場主義」に安住していること（紺野, 2022）が理由とされる。つ

まり、日本のナレッジマネジメントは、情報共有はしたとしても、その上での知

識創造のフレームワークを使いこなす事業組織は決して多くはない可能性があ

り、日本においては、ナレッジマネジメントが普及したとは言えない状況である。 

 一方で、アジャイルを取り入れた推進者のグループレベルの組織では、日常の

業務で、アジャイルで用いられる「スクラム」という創発的なフレームワークを

高頻度に使う。アジャイルを、ナレッジマネジメント、つまりは知識創造に寄与

するフレームワークとしてみれば、日本の事業組織においても、限定した範囲で

の組織的な知識創造の手段として実装することが可能であるといえる。ただし、

このままグループレベルで留まれば、アジャイルは、単に「ソフトウエア開発の

手法の一つ」という理解に留まり、それは、過去ナレッジマネジメントを適切に

実装できなかった理由と同様に、アジャイルという概念がもたらす価値を、「工

業型現場主義」に阻まれることになる。 

 

総じて、アジャイルの採用推進が行われようとしている組織環境が、暗黙知偏

重の環境である場合は次のような可能性を示唆される。 

 

● 事業組織の多くはサービス価値を創造するための組織環境を持ってはいな

い。それを背景に、事業組織は直近に到来したアジャイルとそれに用いられ

るフレームワークの普及を事業組織内で促進することを起案できない。 
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6.5 「障壁」に関わる考察 

 

 本研究における「障壁」の概念で示す機能障壁と心理的障壁、顧客障壁で考

察を区分し進める。加えて研究２においては、アジャイルの採用を拒む障壁は

ソフトウエア開発の現場に限らず発生することも捉えており、この点について

も考察を進める。 

 

 

6.5.1 機能障壁と心理的障壁について 

 

 研究１では採用組織のプロジェクトマネージャーであっても、顧客障壁を除

き一様に機能障壁を意識していることを把握した。研究２においては、アジャ

イルを採用したグループのメンバーや外部のパートナー組織においてアジャイ

ルに対する障壁意識に関する実態を把握した。これらの結果から組織に属す個

は新たな取り組みに対しては障壁意識が働くものと考えることができる。 

 

Ram and Sheth (1989)は、イノベーションに対する抵抗概念として、「機能障

壁」と「心理的障壁」を示した。機能障壁は、「使用障壁」、「価値障壁」、「リ

スク障壁」の３つに区分し、既存の手法、習慣と一致しない使用感（使用障

壁）や従来とらえていた価値と新たな取り組みに対して感じる価値との差異に

よる違和感（価値障壁）、潜在的な副作用に対する認識から採用を先延ばしす

る傾向があること（リスク障壁）を示している。一方の心理的障壁は、「伝統

障壁」、「イメージ障壁」の２つの概念に区分する。伝統障壁は、イノベーショ

ンがそれまでの個人的な経験や従っていた規範と両立しない場合に作用する抵

抗感を示している。イメージ障壁は、例えばここで扱うアジャイルから連想す

るイメージから連想する「好ましくないこと」を想像することによって作用す

る。Ram and Sheth (1989)は、これらの概念の各々を説明し、これらの障壁に複

合的に直面することを示しても、例えばどの障壁が先に作用するのかという示

唆は与えていない。 

 

 研究２のケース A における外注事業者がアジャイルに対して示した抵抗感

は、「やったことがないからできません」(言説 ID:A1303)という言説から心理

的障壁、特に伝統的障壁に外注事業者が支配されていることが把握できる。ま

た、ケース D（非採用組織）でも、外注事業者の抵抗感を表出する言説があっ

た。アジャイルに対し、外注事業者の窓口担当の個人的、あるいは組織的にも

興味がなければ、アジャイルとの「距離感」も狭めることができない。これを
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狭めるには「説得」となる。Ram and Sheth (1989)によると「教育」すること、

「チェンジエージェント」の活用を提案しているが、ただし、推進者 Aがコー

チをつけること等の支援を提示することで「説得」しても、外注事業者は障壁

を乗り越えることができなかった。イノベーションへの参画者の「興味」の有

無に頼ることになることを考えると、まずは心理的障壁を乗り越えることがで

きなければ、その先には進行しない。 

 イノベーションの機能障壁を構成する「使用障壁」を克服する戦略につい

て、Ram and Sheth (1989)は、「先行する活動」や「製品」に「統合」させるこ

とや、何らかの制度による義務化につなげることを提案している。何等かの操

作を行う「モノ」プロダクトであれば、「統合」による策も有効であろう。一

方で個人の考え方や行動に作用する手法である「アジャイル」は、「モノ」プ

ロダクトを伴わない点からそこに大きな違いがある。では、「先行する（何ら

かの）活動」はどのように考えればいいだろうか。 

アジャイルを使用する意味について、あらかじめ従来の手法に課題意識をも

っているのであれば、機能障壁に対するハードルが下がることは推進者Ａ１の

言説（言説 ID:A1103）から理解できる。つまり、「従来から意識する課題を克

服することを目的」とする「採用」と捉えることは重要な前提条件となる。若

い世代は「興味」が先立てば機能障壁のハードルは気にならないという事象も

捉えた。(言説 ID: C2302) つまり、これらのことは、アジャイルの場合におい

ては、何らかの従来の手法に課題意識を持ち、その課題解決に対する興味、あ

るいは新たな手法に興味を抱き探索をしているといった新たな取り組みに迎合

する活動や考え方を指すと考えることができよう。このような課題意識および

それに関連する探索意識を持っていることは、障壁のハードルを下げることを

研究２のケースＡの推進者Ａ１の言説は示唆する。一方で、シニアは、困難性

（メンタル的な課題）を示すパターンもあることがケースＡで示された。(言

説 ID: A1405) 慣れ親しんだ従来の手法との互換性がないことが無いことを感

じると、これまでの手法から外れることによる心理的な障壁が作用することを

示した事例である。 

 

以上のことから、アジャイル採用の機能障壁と心理的障壁の発生と克服につい

て下記のように整理できる。 

 

●従来の手法からの逸脱に対する心理的障壁（伝統障壁）を克服できるか。 

●新たな手法を受け入れるあらかじめの考え（従来手法への課題意識）・行動

（新たな取り組みの探索）があるか。あれば克服の可能性が高まる。 

●従来手法への取り組みが長期にわたると心理的障壁に支配される。  
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6.5.2 顧客障壁について 

 

 研究１、研究２それぞれにおいて、共通の事象として非採用組織においては

「顧客障壁」に関する反応があった。（研究２でとらえた非採用組織（ケース

D）は、顧客向けにソフトウエア開発を提供するサービス事業組織である。） 

 

顧客障壁は、Seki and Kohda(2019)が、Ram and Sheth(1989)が消費財をベース

にしたイノベーションの採否にかかわる障壁を整理したものに加え、B to B組

織における個が受ける障壁として導出した概念である。これは顧客に対する障

壁意識であり、「顧客は、アジャイルの取り組みについて理解をしないであろ

う」と捉えることからアジャイルに対する抵抗感を示す。 

ケース Dでは、アジャイル非採用であることについて、顧客がアジャイルを

求めないことを理由の一つとしてあげる言説があった。(言説 ID: D1101) 積極

的にアジャイルの採用を進めない理由を、顧客がアジャイルというソフトウエ

ア開発手法を理解しないであろうと感じていることを説明していた。(言説 ID: 

D1102) また、アジャイルによってソフトウエア開発することは、顧客に提供

する品質の担保、すなわちここまで培ってきた品質と同等であるのか否かとい

う点についても憂慮をしている。(言説 ID: D1304) これは顧客との取引関係に

結び付く要因になるためであり、品質の担保できないことは顧客も承知しない

であろうとする「顧客障壁」ととらえられる。これが解消されないと積極的な

提案はできないといった足踏みをさせる要因にもなることが推察される。 

一方で、研究１において採用組織は顧客障壁を意識していない結果を得てい

る。ただし、アジャイルによってソフトウエア開発のサービス提供をする事業

組織は、アジャイル採用を境にしてアジャイル採用以前には、少なからず、顧

客障壁を意識しているものと考えられる。その克服は、顧客の求めがないから

あえて提案をしないというケース Dのマネージャーの言説から、顧客から「ア

ジャイルでソフトウエア開発をしたい」という要望が克服の前提条件と位置付

けられる。 

 

以上のことから、IT組織のうちソフトウエア開発を支援する組織は顧客から

の要求がなければアジャイル開発の提案に積極的にならないことが捉えられ

る。アジャイルを採用していない組織においては下記が推察される。 

 

● ソフトウエア開発を支援する組織は、アジャイルの採用をすることについ

て顧客障壁を意識する。 
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● 顧客障壁とは、顧客がアジャイル開発について理解をしないものだと想像

すること、また従来の品質を担保できないと憂慮することによって、アジャイ

ルを採用しない理由とする。 

 

 

 顧客障壁と前述の心理的障壁と機能的障壁との関係については、顧客をもつ

サービス組織においては、心理的障壁克服の前提として先に顧客障壁が克服さ

れていると言える。これらの障壁の発生機序を図 13 に示す。サービス組織とし

ては、「アジャイルを顧客がどう受けとめるか」の課題を克服することで、新

たな取り組みであるアジャイルの採用へ前進する。具体的には顧客とのコミュ

ニケーションに頼るものであるが、この段階を踏まえることで顧客の意識を把

握することが可能であろう。その後は、従来手法に対する心理的葛藤を経て具

体的な機能の互換性といったこだわりを克服する段階を踏むことで採用に至る

と考えられる。 

 

 

図 13 アジャイルソフトウエア開発手法の採用障壁の発生機序（筆者作成） 
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6.5.3 開発現場以外で発生する障壁 

 

 研究１の調査では、容易にはとらえられない障壁となる要因を研究２の言説

の分析から捉えることができた。それは、アジャイル採用をしようとしている

現場とは異なる部門、つまりアジャイルの採用を試みる部門の周辺、例えばソ

フトウエア開発業務を支援する役割を担う担当部門において発生する障壁であ

る。研究２がとらえた事象としては、ケースＤにおいて顧客との契約といった

顧客へサービスをデリバリーするバリューチェーンのなかで、直接顧客と接す

る現場以外のバックオフィス業務も、アジャイルの採用に追従しなければそれ

は組織として採用・普及に対する障壁になる可能性があるという憂慮である。

つまり、支援をする役割とはいえ、アジャイル採用に対しては新たな社内プロ

セスをつくる価値や面倒を考え、彼らは反対もできる。また、採用推進者の立

場に立つと、これら周辺組織に対してアジャイルに向けた対応を促進させる技

量も求められるが、この社内調整には、推進者には負担であり、この側面では

組織的な対応が必要な場面であろう。ここでも上席の支援、それによる組織的

な対応によって得られる結果は大きく変わることが予想される。 

 

 上記を踏まえ、研究１の結果で把握している事項として、採用組織のうち、

上席によって専門組織化を行ったケースの存在を研究２に向け考察してみる。

研究１では、専門組織化はアジャイルの採用、事業組織への普及に上席が関与

していることを示すものである。研究２においては、アジャイルの非採用ケー

スであるケースＤだけではなく、採用ケースである他のケースにおいても上席

の支援、事業組織からの支援は受けていない。このように、非採用組織と採用

組織での上席の関与が組織におけるアジャイルの採用および組織内での普及に

影響することが推察できる。次節においてさらにこれらが組織で発生する事象

について洞察を深める。 

 

以上から、ソフトウエア開発組織を支援する組織を巡り次のことが推察でき

る。 

 

●アジャイルの採用に際し、開発現場以外の周辺部門、バックオフィス業務が

それに追従しない場合、それを促進させるための自己技量の不足を認識する場

合は、それが採用を足踏みさせる。 

●アジャイル採用組織の推進者の上席の支援の有無によって、事業組織におけ

る普及へ与える影響が変わる。 
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6.6  研究１，２を通じて考察できる含意 

 

 前節にて、３つのテーマの範疇で考察を行ったが、それらを踏まえ研究１、研

究２を通じてアジャイルの採用と普及に影響を及ぼす背景や状況とそれらが起

きる理由について先行研究から示唆を受けながらさらなる洞察を行う。 

 

 

6.6.1 アジャイルを組織に普及する主導力が機能していない 

 

まず、個による採用推進が始まってから組織において普及に至る過程は、図 14

に示す段階を踏むと仮定する。 

 

 

 

図 14 採用から普及への過程（筆者作成） 

 

 

  採用推進者の優先は、自組織のアジャイル利用におけるベネフィット獲得で

あり、自組織以外での採用の促進・普及にかかわる優先度がそれを上回ることは

まずない。コミュニティとして情報を共有することはあっても、利害を伴う関係

上薄い関係である組織間での促進に、上位者による事業組織としてのオーダー

（指示）あるいは支援が無い限りは、優先度を高める納得する理由やベネフィッ

トを感じないであろう。 

 一方、採用推進者の上席はどのように関与するのであろうか。ケース A にお

いて、推進者とその上席との間に組織的な普及に関わるコミュニケーションは

行われていない。そこには、創発的な関係も見受けることができない。採用推進

者を支援するという動きが事業組織内でなければ、採用推進者は自組織以外に

対してもなんらアクションをとることもないであろう。一方で、上席に対して何

らかのアジャイルの実績や効果を報告するということをしなければ、上席もア

ジャイルの効果を把握することもない。よって、上席もその下部組織の取り組み

に対し何等かの前向きな対応のインテンションをもたない。つまり、この状態に

なると創発的な関係であるとは断定できないであろう。 

上席も、経営的な立場で新たな取り組みを探索する意思がなければ、アジャイ

ルに関することに目を向ける可能性は低いかもしれない。その上席を、採用推進
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者が属す第一線の現場と、経営トップとの間に位置する「ミドル・マネジメント」

と位置付けた場合、ミドル・マネジメントのアジャイルの事業組織内での普及に

対する役割は大きい。研究１での結果でも、アジャイル採用組織における推進者

を支援する上席の存在が有意に指摘されており、具体的にはアジャイル専門組

織を創設することによる関与を示している。しかし、一方でミドル・マネジメン

トも、トップの意向が明確にイノベーティブなベクトルを示していない限りは、

ミドルアップダウンマネジメント（野中・竹内, 1996）は機能しない可能性もあ

る。なお、ミドル・マネジメントに関してはこの後別途取り上げることとする。 

 

 

 

図 15 採用から普及への滞り（筆者作成） 

 

 

 以上を踏まえ、事業組織において、現場のアジャイル採用推進が個による推進

である場合において下記の状況が推察され、図 14 の過程における普及促進以前

で普及への推進が足踏みする。(図 15) 

 

●アジャイル推進者は、普及推進のベネフィットを感じないので局所採用に留

まり、タテ・ヨコへの展開は優先度が下がる 

●ミドル・マネジメントの指向が現状維持である場合は、現場でアジャイルによ

る効果が生まれている事実や潜在的な可能性を見過ごすことがありえる。 

 

2 点目については、「障壁」のアプローチからさらに洞察を進めることとする。 
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6.6.2 変化に対するルーチン硬直性が生む「ミドル層による障壁」と「知識の障

壁」 

 

 前節において、新たな手法であるアジャイルに対する採用の障壁を考察した。

そこでは、アジャイル手法が提供する機能的な面に対する障壁より先に心理的

障壁を乗り越えることが必要であろうことをケース A から推察できることを述

べた。（6.5 節） 心理的障壁は、伝統的障壁として従来の手法からの逸脱するこ

とに抵抗感を持つことを背景とするものである。ここでは、従来の手法に固執す

ることに注目し、更にその背後にある事業組織がもつ特性についても洞察する。 

先行研究（2.4.4 項）に遡り、組織の動脈とも言える事業プロセス、バックオ

フィスプロセスに直接関与するミドル・マネジメント層は、トップ・マネジメン

トが仮に環境変化の脅威を認知してもルーチンを硬直化(Gilbert, 2005)させ、日

本特有の特性によって変革に制約を持つ(Collinson and Wilson, 2006)状況に影響

をうけることを説明した。つまり、ミドル層の不活性化を論じた。（図 2）この

ように先行研究によって説明ができる日本の事業組織が直面する状況の一つを

「ミドル層の不活性」と称し、この概念を、ここでは便宜的に「ミドル層による

障壁」と読み替える。これによって、事業組織のプロセスが、ミドル・マネジメ

ントおよびバックオフィス組織によって硬直化してしまう状況を説明するもの

とする。そのような状況がアジャイルをめぐり符合するのか、その状況下、ミド

ル・マネジメントおよびバックオフィスの組織がどのように、ボトムアップから

のアジャイルの推進の駆動を受け止めるかに注目し、考察を進める。 

 

まず、研究２の結果から、特に前項で捉えたように、ミドル・マネジメントは

事業組織内でのアジャイルの普及推進の役目が期待されているが、期待通りの

動きは見えない。以下、具体的な状況について研究２のケースにて確認する。 

 

研究２のケースにおいて、ケース A では「タテ」との関係で従来の報告の形

式で報告をするという行動を採用推進者がとっている。この場合、推進者は「部

門の上の方にそれなりの経験があって、そういった人達が親しんでいる方法に

合わせてみせないと理解もされないだろうなと」（言説 ID:A1403）という考えが

働いて、報告の仕方に気を遣う姿を見せる。それ以前に同推進者は、「うまくい

ってない話なんですけど、本当はチームの外もチームの中の創発的なやり取り

にステークホルダーとして参加してほしかったんです。ちょっとスクラムを進

む「形」に今日考えられてなくてそれができていません」（言説 ID: A1401）と

いうように、アジャイルの推進者として上長、周囲との壁を意識する状況である

ことはうかがえる。ここで部門の上位者は、事業組織の中ではミドル・マネジメ
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ントと捉えれば、あえて報告の仕方に指示を出していなくても暗黙的に、下位層

に従来からのコミュニケーションの仕方をさせること、または、これは従来から

続けてきたルーチンであるから、それを続けているという状況であろう。また、

一方の推進者自身も、上席に現場の状況を報告する役割をもったミドル・マネジ

メントとして見ると、従来から続けているルーチンに変更を加えることは行っ

ていない。ここで垣間見える事業組織内での状況は、その背後に知識関連ルーチ

ンの埋め込みとそのルーチンの硬直化が潜在的に存在する「ミドル層による壁」

の状況の発生として捉えることができ、アジャイルの採用組織周辺の管理ルー

チンが硬直している可能性を示唆させるものであるといえよう。 

 

他方で、研究２のケース D は非採用の組織を取り上げているが、開発作業以

外でのアジャイル採用に足踏みをさせる要因として、周辺部門、社内手続き・推

進に対する障壁意識が示されている。ここでも「ミドル層による壁」が発生して

いる様子を示している。現場ではアジャイルを採用していない現場マネージャ

ーも、採用後の課題としてこの壁についてはアジャイル採用を行う以前より意

識している（例えば、言説 ID: D1306）ことを捉えている。 

 

これらの２例は、普及への支援あるいは主導的立場と目されるミドル・マネジ

メント、および普及への支援的な立場を託されるバックオフィスに類する周辺

部門は、「ミドル層による障壁」によってアジャイルの普及に対して不活性の状

態になる可能性があることを示している。 

 

「ミドル層による障壁」は、組織学習の側面においても事業組織内での普及に

影響を及ぼすことを想定することができる。Attewell(1992)は複雑な、組織を取り

巻く組織学習の負担がイノベーションの普及を阻害する「知識の障壁」を作るこ

とを指摘し、多くの組織が知識の障壁が十分に低くなるまで採用を延期するこ

とを主張している。本研究で指摘する「ミドル層による障壁」は、Attewell(1992)

が説明するイノベーションの普及を阻害する「知識の障壁」を拡大することにな

ることを考える。具体的には、アジャイルの場合、知識の壁を乗り越えなければ

ならないのは、開発現場のメンバーだけではなく、バックオフィスを含めた周辺

組織にも及ぶことを主張するものである。つまり、アジャイルの採用によって、

現場チームは何らかの障壁を意識する。これに加え、本研究の主張は、現場チー

ムが抱く採用障壁だけではないということである。アジャイルを採用すること

によって現場周辺組織の従来のプロセスの変更を強いることになれば、アジャ

イルに対する理解、そのための変更といった新たな知識が求められる。そのこと

によって周辺組織においては「知識の障壁」が発生し、事業組織としては「知識
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の障壁」の規模が拡大することになる。イノベーションを効果的に利用するため

のノウハウや知識が組織にとっては組織学習の負担になることを Attewell(1992)

が説明するが、イノベーションに直接直面する現場組織に加え、「ミドル層によ

る障壁」の特性によって説明されるバックオフィスやそれに関与するミドル・マ

ネジメント層に規模が広がり、事業組織として組織学習の負担が更に増すこと

につながるという事象になる。Attewell(1992)は、多くの事業組織は知識障壁が十

分に低くなるまでイノベーションの採用を先送りすることを説明するが、この

ことは、Ram and Sheth(1989)が、「個」がイノベーションに抱く心理的障壁を説

明するのと同様である。つまり、心理的障壁を原因に、組織的な側面においても

新たなイノベーションに対し事業組織では取り組みが遅れる傾向になることを

裏つけるものであり、組織規模が広がればさらに遅れを助長することになる。 

Fichman and Kemerer (1997)は、Attewell の主張に対し、学習に向かわせる組織

の規模、関連知識、多様性が大きいほど、イノベーションの組織への同化の可能

性が高いことを説明している。ただし、アジャイルの場合はこれには該当しない。

Fitchman らの言う「関連知識」は、同化させようとするイノベーションに対する

既存知識をいい、部門や職位が離れている関係、つまりヨコ、タテ間で共有でき

る知識は、先述した「環境」考察でも行った推察のように、情報共有も不十分な、

組織的な知識創造活動を行っていない日本の事業組織においては、イノベーシ

ョンに関する組織への同化を成す術を持たないといえる。つまり、事業組織の規

模の拡大と機能分化の深化もイノベーションの普及を妨げる要因となろう。 

 

以上のように、事業組織において組織内の普及・展開を阻む要因として次の２

点に注目する必要である。（図 16） 

 

●「ミドル層による障壁」によって、事業組織においてはアジャイルの普及は進

まない。ここで「ミドル層による障壁」とは事業組織のプロセスが、ミドル・マ

ネジメントおよびバックオフィス組織によって硬直化してしまう状況をいう。 

●事業組織には、複雑な組織を取り巻く組織学習に対する負担があり、これを

「知識の障壁」という。事業組織におけるアジャイルの普及には、アジャイルを

採用した組織から見るタテ・ヨコの間で、共有されている知識が乏しい場合、事

業組織として「知識の障壁」を克服できず普及は進まない。 
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図 16 知識の壁とミドル層による壁（筆者作成） 
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6.6.3 日本の組織環境におけるアジャイルとサービス組織としてのイノベーシ

ョンの不全 

 

 推進者らの言説からテーマとして帰納的に想起される現環境におけるアジャ

イルは、アジャイルの採用は局所的にとどまっている状況を示唆するものであ

る。その現象の考察を先行研究の知見を踏まえ整理する。（図 17）ここまでの整

理で把握できることとして、「知識の障壁」と「ミドル層による障壁」による影

響からアジャイルの採用は事業組織において局所的に留まることが説明される。

事業組織において、アジャイルはどのよう状況になるのか、洞察をさらに試みる。 

 

 

 

図 17 事業組織における採用から普及に遷移しない状況 （筆者作成） 

 

     

社会システムによるイノベーションの普及に影響を与えるイノベーション採

用の決定の種類を Rogers (2003)が説明をしている。ここでは事業組織を社会シ

ステムの一つと捉えることとし、それらは、①「任意的なイノベーション決定」、

②「集合的なイノベーションの決定」、③「権限に基づくイノベーションの決定」

であるとするものである。ここで①は社会システムの成員の意思とは関係なし

に個人によってその選択がなされることをいう。②は、社会システムの成員の合

意形成の上でその選択がなされる。③については、強制力、地位、あるいは技術

的な専門知識をもった社会システムの少数の人々によってなされると説明する。
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①については、社会システムによる決定ではなく、個によって意思決定がなされ

る。これら３種類の決定は、①を経て②、③に至るまで連続した線上(図 18)に存

在する(Rogers, 2003)。組織体においては②ないし③は①よりも頻繁に実行され

るという。 

 

 

 

図 18 イノベーションの決定の過程 （Rogers(2003)の内容を踏まえ筆者作成） 

 

 

 

 

 

 

図 19 事業組織におけるイノベーション普及を阻む障壁 （筆者作成） 

 

 

この項における考察では、日本における多くのアジャイルの採用は「任意的な

採用決定」の状態になる可能性を仮定する。アジャイルの採用は、多くが採用推

進者である個が組織の意思に関わらず行うことを本研究で捉えている。この段

階から、③の「権限に基づく採用決定」の段階に移行するには、事業組織内のプ

ロセスが適合できない場合があり、このことはすなわち「ミドル層による障壁」

を組織的に克服する必要がある。(図 19) それ以前に②の集合的な決定という段

階を踏まえる必要もあろう。つまり、事業組織としてある程度の成果、実績を踏
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まえる必要があること。これについては上層による強力な採用推進を嫌い組織

員らの忌避行動を避けるためにマネジメントは意思決定を避ける(Zaltman et al., 

1973)可能性がある。そのためには、事業組織内の「ヨコ」への展開は、組織上

は必要である。但し、そこには「知識の障壁」があり、事業組織における展開・

普及に向けこれらの壁を組織的に克服しなければ事業組織内での普及の見通し

はつかない。このように、事業組織を社会システムに見立て、事業組織内でのア

ジャイルの普及の妨げになる障壁による影響を理論的な枠組みで俯瞰ができる。 

 

 研究１、２で調査の対象になったソフトウエア開発組織は、本研究の冒頭から

サービスを提供する組織として位置付けてきた。Lush and Vargo (2014)は、その

サービス組織が外部より新たなナレッジ（本研究ではこれをアジャイルとし、さ

らにイノベーションという位置づけにして議論を行ってきた）を受け入れるこ

とから始まり、それを新たに提供するサービスへ昇華させるプロセスを説明し

ている。（図 20）Lush と Vargo が提唱するサービス・ドミナント・ロジックにお

いてはサービス組織における「ナレッジ」を資源と位置づけ、それを「潜在的資

源」への適用によってサービス受益者と価値共創を行うための価値の源泉とし

て機能させることが概念化されている。潜在的資源とは、研究１ではアジャイル

によって組織が何等かの新しいサービスを行う計画といった類の形式化された

考えを代弁し、サービス組織内で共有される知識・技術といった組織知を想定し

ていた。情報共有は定型的になされていることは研究２の結果から明らかでは

あるが、「環境」に関する考察の結果、ソフトウエア開発組織の多くはサービス

価値を創造するための「環境」を持っていない。さらに、「知識の障壁」、「ミド

ル層による障壁」によって、現場のタテ、ヨコによる知識共有はさらに難しい環

境であることが想定される。 

 

このことから、現在の多くのソフトウエア開発組織では次の状況であることを

推察する。 

 

●アジャイルというナレッジを現場が採用しても、アジャイルによって実現し

ようとする計画や考え方を、グループレベルを超えて共有し、そこから新たな取

り組みを創造するという環境を作っていない 

●そのために、アジャイルを既存の取り組みと組み合わせて新たなサービスに

向けての新たなサービス創造行う、あるいは、従来のサービスに対する付加価値

創造を組織として醸成することが不可能である 

●この状態は潜在的資源にアジャイルを適用できないことになり、サービス組

織としてはイノベーション不全の状態といえる。 
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図 20 潜在的な資源にナレッジを適用する （Lush and Vargo(2014) より転載）（再掲） 

 

 

6.6.4 障壁の相互作用 

 

 本研究において、アジャイルの「採用障壁」を定義し、この考察では、アジャ

イルを採用する前後で受ける現場の組織に属す「個」が意識する障壁を説明し、

研究１の結果に対して、採用組織、非採用組織における採用障壁に構成パターン

の違いを説明した。また、研究２において、アジャイルの採用・非採用組織にお

ける推進者、現場マネージャーの言説の考察を進める段階で、事業組織の普及段

階で２つの障壁が存在する可能性を見出し、それぞれ「知識の障壁」、「ミドル層

による障壁」とした。これらの障壁は、それぞれ独立した研究領域で導かれた理

論を背景としている。採用障壁は、Ram and Sheth (1989)による消費者がイノベー

ションの採用の際に受ける抵抗（機能障壁と心理的障壁）を定義した概念に、サ

ービス組織に属す「個」故に捉える「顧客」に対する障壁として「顧客障壁」を

加えた定義に再構成をしている。知識障壁は、Attewell(1992)によって組織におけ

るイノベーションの潜在的な障壁として知識の障壁を定義しこの障壁が低下す

るまで組織は普及を先延ばしすることを説明したものである。ミドル層による

障壁は、Gilbert(2005)、Collinson and Wilson(2006)らの主張を勘案して日本の事業

組織におけるミドル・マネジメントおよびバックオフィスといった事業組織の

組織プロセスに関与するマネジメントおよび日本の組織による特殊性によって

もたらされる障壁を背景に、ミドル層の不活性として概念化（図 2）を下地に、

さらにアジャイルの採否をめぐり事業組織においてその発生を見出したことに

よって導いた障壁概念である。これらの援用元の概念はそれぞれ独立した概念
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ではあり、作用する対象も異なるが、アジャイルの採用・普及という事業組織で

はこれらの障壁が段階ごとに作用することで、日本の事業組織でのアジャイル

採用および展開・普及を阻む可能性を説明することを本研究では示してきた。こ

こでは、これらの先行理論を援用して考察できる事業組織におけるアジャイル

の採用および普及に関わる障壁の相互作用に関する含意を整理する。（図 21）  

 

採用障壁は、事業組織で行われる従来の手法維持の影響を受けると考えられ

る。一方、ミドル層による障壁も、採用障壁と共通する背景はこれまでのプロセ

スを維持することに価値を置くことにあるとすれば、これらは同調関係にある。

これらの障壁は現状維持という概念の圧力によって、組織として学習すること

に対する知識の障壁基盤の高さを上昇させる。一方、採用障壁自体は、アジャイ

ルを採用するために乗り越えなければならない学習領域が増えることになるの

で、組織として学習することに対する知識の障壁の学習の負担を増加させる。ミ

ドル層による障壁は、事業組織内の関連部署の数や、ミドル・マネージャーの数

によって、組織として学習すべき規模を広げる要因となり、こちらも知識の障壁

をより大きくさせる。これらの関係によって、ミドル層の量的な要因、例えばそ

の人数、周辺組織の数によって、知識の障壁を拡大させる。一方で、採用障壁も

同調して新たなことに対する抵抗感を強め、知識の障壁を大きいものへと変え

てしまい、こうしたことで高い障壁が出来上がることになる。 

このような知識の障壁が組織に暗黙的に構成されることによって、アジャイ

ルのような新たな考え方は、ソフトウエア開発のごく一部の方法が変わった程

度の扱いで展開が留まる状況になると考察する。 
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図 21 事業組織内のアジャイル普及障壁モデル（筆者作成） 
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第７章 結論と含意  

 

7.1 はじめに  

 

本研究では、２つの研究によって日本のソフトウエア開発組織による日本の

アジャイルソフトウエア開発手法の採否をめぐる事象の理解を試みた。アジャ

イル開発手法の発祥から２０年を経過したが、日本ではアジャイルの採用・普

及の真の実態はわからない。本研究では、事業組織において採用はしてはいる

が、それが事業組織内に展開・普及はしていない、と仮定し日本のアジャイル

の採用と普及が足踏みをしている事象の推察を試みた。事業組織内に展開・普

及していないので、事例増加がなく、アジャイルによる ITの活動が活性化し

ているようには把握ができないという見立てから、その事象はどのような機序

が考えられるのかを洞察してきた。本研究ではこの事象を３つの視点でとら

え、そこから得られた観測結果から日本のアジャイルソフトウエア開発の採否

をめぐる事象の理解を支援する含意を得た。まず、本研究で行った２つの研究

の分析結果から得られた発見事項の整理から行う。 

 

 

7.2  リサーチ・クエスチョンに対する回答 

 

 本節では、研究１，２の分析の結果から得られた発見事項を、改めて序論でし

めしたリサーチ・クエスチョンの回答として整理を行う。まず、サブシディアリ

ーリサーチ・クエスチョン(SRQ1～3)の回答を踏まえ、メジャーリサーチ・クエ

スチョン(MRQ)へ回答することで整理する。表 32 にこれらの概要を整理する。 

 

SRQ1: 採用と普及の主導はどのように行われるのか？  

 

 アジャイルの採用推進の主導は、プロジェクトをリードする開発現場のプロ

ジェクトマネージャーあるいは、それに類するリーダー個人によって行われる

ことが捉えられた。但し、その現場主導のアジャイルによる活動を、事業組織は

支援しているのか否かによって採用後の状況が変わる。組織的な推進活動支援

があることで、事業組織内のアジャイルの展開、普及に働くことが想定される。

その支援は採用推進をする現場リーダーの上席によってなされる。 

アジャイルの採用はしているものの、上席の支援がない場合は、採用推進者に

よる事業組織内での普及に向けた行動は優先度が低いために推進者の組織内に
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限定された採用に留まる。推進主導者の優先度は、自組織（グループレベル）で

のアジャイル利用のベネフィット獲得であり、それより進む普及に対する優先

度は、事業組織の支援がない限りは低い可能性がある。 

また、事業組織の中で、現場より距離的に離れている管理者層のアジャイルに

対する意識は、開発現場をリードするプロジェクトマネージャーが捉えるアジ

ャイルへの意識レベルよりは低いと想定できる。 

 

 

SRQ2: 職場環境はどのように採用と普及に影響するのか？ 

 

 アジャイルを採用、普及させた組織はサービス価値創造に向けた環境が整

い、組織的に知識創造活動が行っている可能性がある。ただし、本研究で捉え

た採用組織の実態は、採用はしているがそれはグループレベルであり、そこに

留まり、それ以降、事業組織として展開、普及がなされてはいない可能性を捉

えた。情報共有という活動は行われても、それを踏まえ、組織的に行う知識創

造活動、例えば、さらに組織内にアジャイルを展開する、あるいはアジャイル

を新たなサービス創出につなげるといった活動を行っているようには見受ける

ことができない。この点においても、組織による取り組みによってアジャイル

の採用・普及が進んでいないと捉えるものとなった。 

これらの結果から得られた事象を勘案すると、現在の多くの組織環境は、事

業組織としてアジャイルを積極的に採用、事業組織内で普及させようとする側

面ではなんら影響力を持たない。 

 

 

SRQ3: どのような障壁が採用と普及を阻むのか？ 

 

 非採用組織のアジャイルに対する障壁の主流は顧客障壁と機能障壁であるこ

とが捉えられた。顧客障壁は採用組織においては認められなかった。但し、採用

組織でも機能障壁が発現する。採用組織では若手メンバー、ベテランメンバー間

で障壁の影響の仕方が異なる。それらは、心理的、機能的な障壁が現場のベテラ

ンに現れることから、採用組織であっても障壁が影響することが捉えられる。ま

た、障壁は、現場部門における採用に向けた障壁があることに加えて、開発現場

部門において発生する障壁以外の障壁が事業組織内のアジャイルの展開、普及

を阻む可能性がある。 

 

以上の整理から次に MRQ の回答を導く。 
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MRQ: なぜ、日本のアジャイルの採用と普及は進まないのか？  

 

 日本におけるソフトウエア開発組織のアジャイル採用は、アジャイルがソフ

トウエア開発プロジェクトを進めるうえでの新たな手法であることから、現場

のソフトウエア開発のリーダー（プロジェクトマネジメントを行う役割の人材

を想定）が採用の主導を執ることが多い。さらに採用の推進はこのリーダー個

人によることが多く、事業組織から、あるいはその上席を通じた支援の有無に

よって事業組織としてのアジャイルによる成果の出方が変化する可能性があ

る。つまり、多くの組織はアジャイルを現場のリーダーが個として採用を主導

するが、その一方で、事業組織としてその採用と事業組織内での普及を支援し

ないので普及は進まない。 

 事業組織内において、一般的な情報共有は行われていることはあっても、サ

ービスの創発活動を行う環境が整備されていなければ、アジャイルによる新た

なサービスの創造といった計画も表出することはない。このため、個から始ま

るアジャイルを採用することによる推進は、事業組織での支援がない限り、個

レベルで推進する採用推進者は普及への活動の優先度は上がらず、事業組織内

での展開・普及に向けて足踏みをする。 

事業組織にとって、これら新しい概念であるアジャイルの導入にかかわり、

組織的な取り組みがなければ、「知識の障壁」が高まり、事業組織として新た

なソフトウエア開発の考え方として、アジャイルの採用を先延ばしにすること

につながる。他方で、事業組織内での普及の支援、あるいは主導的な立場と目

されるミドル・マネジメント、普及への支援的な立場になるバックオフィスと

称される周辺部門は「ミドル層による障壁」と化す。その障壁は、組織の動脈

とも言える事業プロセス、バックオフィスプロセスに直接関与するミドル・マ

ネジメント層が、トップ・マネジメントが仮に環境変化の脅威を認知しても、

日本特有の特性によって変革に制約を持つ状態、すなわち現状維持の状態を事

業プロセスの現場で暗黙的に作り上げる状態である。（図 22） 

 



157 

 

図 22 事業組織における採用から普及に遷移しない状況 （筆者作成）（再掲） 

 

 

 このように事業組織において、ソフトウエア開発の新たな考え方であるアジ

ャイルの普及を阻害する障壁の整理ができる。日本のアジャイルは、現場のリ

ーダーによる個による採用推進が行われるとすると、それを事業組織として、

組織内での展開・普及支援をしないと成功事例の蓄積も足踏みをすることにな

る。それに伴って日本国内での普及も足踏みすることが考えられる。つまりア

ジャイルを、単なるソフトウエア開発現場の開発の方法として捉えてしまう現

状では、日本のアジャイルの普及の進行は進まない。 
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表 32 リサーチ・クエスチョンへの答え 
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7.3 理論的含意  

 

 本研究においては、事業組織におけるアジャイルの採否および事業組織内で

の普及を巡る事象について、先行する理論的枠組みを援用しながらその事象の

理論的解釈と説明を行った。特に、「障壁」については先行研究のレビューを

踏まえると、事業組織におけるイノベーションに対する障壁を包括的に説明す

るモデルがない。本研究では、事業組織におけるアジャイルの採否を巡る事象

の解釈から洞察し導いた「事業組織内のアジャイル普及障壁モデル」(図 21)を

再掲し理論的モデルとして提示する（図 23）。 

このモデルは事業組織において、組織外から新たな知識としてイノベーショ

ンを受け入れる際に、その知識に触れる組織に属す個が意識する「採用障

壁」、また組織のミドル・マネジメント、販管部門等の組織構造の中間で事業

組織のプロセスを預かる層による「ミドル層による障壁」が、組織の「知識の

障壁」に影響を与えその壁を高めることを示す。また、高まってしまった知識

の障壁が低く下がるまで事業組織がイノベーションの採用・普及を先延ばしす

る「知識の障壁」の特性(Attewell, 1992)に対して、「採用の障壁」と「ミドル層

による障壁」が影響を及ぼすことを示す。アジャイルの採用が進まない事象に

対して、一般的には組織文化やマネジメントに原因があるといった散逸的で雑

駁な捉え方に対し、障壁の構造を明らかにし、その関係性を示した。これらは

事業組織がアジャイルを受け入れることに関する阻害要因の構造化によって、

イノベーションの障壁研究の蓄積に寄与するものである。また、このモデル

は、アジャイルの採否を巡る事象の研究から起案されたものであるが、組織に

おいて、従来培ってきた手法からの変更を強いるようなイノベーションに際

し、組織があらかじめ把握すべき組織内の障壁要因をとらえる理論的な枠組み

として適用も可能と考える。以下、３つの障壁について触れておく。 

 

● 「採用障壁」 

 「採用障壁」は組織に属す個がアジャイルに対して捉える「顧客障壁」、「心

理的障壁」、「機能的障壁」から構成される。これらの障壁は、組織の「知識の

障壁」を高める作用、具体的には学習の負担につながる。（学習の負担） 

アジャイルは、ソフトウエア開発組織からみるとソフトウエア開発を発注す

る顧客側によるリードが前提である。その前提に立って、ソフトウエア開発組

織にとっては顧客のアジャイルに対する理解が壁になり、これを「顧客障壁」

としている。顧客からの提案依頼がないことを理由にアジャイルを積極的に提

案しないという理由にもなり、顧客をもつサービス組織として、「アジャイル

は顧客には理解されないであろう」と決めつけ新たな手法をもって新たなサー
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ビスの提案をしないことにもつながる。「心理的障壁」はその内訳として「伝

統障壁」と「イメージ障壁」の区分がなされる。ここで「伝統障壁」はこれま

で培ってきた手法や手順から、新たな手法や手順を変えること、つまりここま

で培ってきたことからの逸脱に対する抵抗感を示す。一方「イメージ障壁」

は、アジャイルに対するイメージ、例えば「往々にして新しいものは適切に機

能しない」といった明確な根拠が伴わない感覚や感情によって心理的な壁を作

ることをいう。「機能的障壁」は、従来の手法との互換性や違いにこだわりを

もって壁を感じる「使用障壁」、新たな手法に対して取り組みを行う意味や価

値に対する理解ができない「価値障壁」、さらに新たな手法に対する不確実

性、つまりはすぐには新たな手法を理解できないので取り組むことを先延ばし

にしようと考えて壁をつくる「リスク障壁」で区分される。これらを克服する

ためには、仮に「リスク障壁」が働くとさらにアジャイルの理解に要する時間

的な「コスト」を要することになり、それが「知識の障壁」に対する学習の負

担として作用することにもなる。 

 

●「ミドル層による障壁」 

 「ミドル層による障壁」はアジャイルの採用を進める現場組織を支援する立

場であるはずの上司（ミドル・マネジメント）、周辺組織（バックオフィス：

販管部門）が暗黙的に抵抗する作用を指す。アジャイルを現場で採用する組織

に加え、その上司や周辺組織が「知識の障壁」に対して面となって作用する

（学習の規模の拡大）。 事業組織においては、トップ・マネジメントが仮に

環境変化の脅威を認知してもこれまでのルーチンを硬直させる(Gilbert, 2005)こ

とに加え 、日本特有の特性によって変革に制約を持つ状態(Collinson and 

Wilson, 2006)に陥る。これを一般的には慣性によるものと称すが、事業組織で

実際に発生することとして、事業組織の動脈とも言える事業プロセス、バック

オフィスプロセスに直接関与するミドル・マネジメント層が現状維持の状態を

暗黙的に作り上げる。すでに日本のミドル・マネジメントが変革に向けたある

べき姿に対して期待より下回ることは先行研究（例えば沼上(2007)、佐々木

(2014)）でもうかがえる。組織における具体例としては、事業プロセスとし

て、報告の形態として会議が事業組織では定常的に行われるが、定常的に行わ

れる組織上下のコミュニケーションを単なる伝達の手段としか捉えず、創発的

な場を設けないという環境設定もミドル・マネジメントによってなせることで

ある。つまり、これらは特別な配慮、取り組む意思がなければ変化をもたらす

ことはない。アジャイルの場合、事業組織内での展開は採用を推進する上席の

支援をもって、あるいは上席からの指示によって事業組織としての採用される

ケースが存在する一方で、それらを行わない上席のケースは、事業組織内での
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アジャイルの展開・普及は見込めない。アジャイルは、更にソフトウエア開発

を受託する企業から見ると、顧客との契約の内容も従来とは異なることも想定

され、これらを始めとしたアジャイル採用組織の周辺組織も巻き込んでのプロ

セスの影響も見込まれ、更に周辺組織つまりはバリューチェーンの中間（ミド

ル）に位置する部門の抵抗も見込まれる。このように、事業組織全体からみる

と、学習を要するのはアジャイルを採用しようとする組織に限らない。その周

辺組織やマネジメントの存在によって、アジャイルの採用と普及に際し学習の

規模が拡大することになる。 

 

●「知識の障壁」 

「知識の障壁」は Attewell(1992)が説明した仮説であり、複雑な、組織を取り

巻く組織学習の負担によって、イノベーションの普及を阻害するとし、知識の

壁が低くなるまでイノベーションの採用を先延ばしにすることを指摘した。 

このモデルでは、「知識の障壁」を事業組織全体が持つ障壁の総称あるいは

バロメータとする概念として位置づけし、それは「採用の障壁」と「ミドル層

による障壁」とで構成されることを示している。このモデルは、組織に属す個

がアジャイルのような革新的な概念・アイディアに直面した際にそれに対する

採用障壁が多少なりともあれば、組織におけるミドル層、バックオフィスの周

辺部門も新たな考え方に対する抵抗感を強める。これらの作用によって「現状

を維持させる」圧力が増し、知識の障壁を上昇させる。つまり、イノベーショ

ンに直面した組織は、新たなものを受け入れるための学習の負担が増し、関与

する組織規模が増せば学習の規模が増すことになり、その結果、知識の障壁を

高く、強固にすることを示す。 

Attewell は、学習すべき対象を「複雑な技術をうまく導入し運用するための

ノウハウ」としている。アジャイルに対するこのモデルでは、「採用の障壁」

と「ミドル層による障壁」を克服するためのノウハウとなろう。このように、

Attewell がいう「ノウハウ」の解釈を拡大し、事業組織におけるイノベーショ

ンの採用・普及の障壁の構造を明示したことで、本研究はイノベーションの受

け入れに関する研究蓄積に貢献するものである。  
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図 23 事業組織内のアジャイル普及障壁モデル （筆者作成）（再掲） 
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7.4 実務的含意  

  

 アジャイルは、一般的な ITソリューション（サービス）プロダクトとは違

い採用・普及を企業横断的に推進する企業体がない。そのためアジャイルの普

及は一般的な ITソリューション（サービス）プロダクトとは異なる普及過程

をたどる。ここまでの日本でのアジャイルの採用は、アジャイルの採用を決め

た現場のリーダーが主導することで行われることを本研究では捉えた。彼らア

ジャイルの採用を主導する推進者らは、必ずしも事業組織内では普及の推進者

になるとはかぎらず、事業組織がその支援をしなければ状態は変わらない。採

用を主導する推進者らにとって、アジャイル採用の最大の理由は自らの部門が

捕捉しているソフトウエア開発にかかわる課題解決であり、それが最優先であ

る一方で、事業組織に普及を推進する優先度は低い。 

ネットを通じた技術者によるコミュニティにおける発言や事例の共有、ある

いは、そのコミュニティ内でのコミュニケーションは、アジャイルを扱えるマ

ネージャーの候補を増やすことができても、それがアジャイルによる成功事例

に大きくつながるには時間を要す。その為、事業組織単位での普及がキーにな

ることにさらに注目する必要がある。 

組織に属す「個」が組織になんらかの考え方を普及させることはエネルギー

が必要であり、その普及のためには組織的な関与が必要である。それは、組織

の上席、経営と現場を結ぶ結束点となり（野中・竹内,1996, p.191）、組織的知

識創造のプロセス促進に重要な役割（野中・竹内,1996, p.190）を果たすミド

ル・マネジメントが担う役割であろう。組織間をつなぐプロセスに関与する各

組織における革新性も見過ごしてはならない。つまり、サービス組織であれば

サービスのイノベーションに向けた組織間に渡る創発的なプロセスを持つこと

である。ミドル・マネジメントも、間接部門も、現場での革新性に同調し、他

方では牽制も必要である。但し、本研究の示唆する点としては、仮にアジャイ

ルを推進するならば、何が組織として必要なのかに対する組織としての答えと

推進する方法を持っている必要がある。推進の方法とは、それを支援する事業

組織のマネジメントのイノベーションに対する実務的な対応の術や方法論の整

備である。 

 本研究では、先述した理論的モデルにおける「採用障壁」および「ミドル層

による障壁」の理解を深めるために実務的なモデルの提示（図 24）をする。先

述の理論的モデルによって、どのような障壁がイノベーションの採用と事業組

織での展開・普及を阻むのかを知ることが可能となる。これに加えて、障壁の

克服の可否を見積もるために障壁発生機序を実務的レベルで提案することで実

践的な貢献をする。この実務的モデルによって、マネジメントは、組織に属す
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個が捉える障壁の発生をあらかじめ把握することと、イノベーションの採否に

向かう障壁発生の機序の把握が可能となる。また、このモデルは「採用障壁」

に関する機序を示しているが、組織に属す個がイノベーションに対して捉える

障壁とその発生および採否に至る機序を表しているために「ミドル層による障

壁」についても説明ができることを付け加えておく。 

 

 

 

図 24 事業組織内におけるアジャイル採用障壁と採否への機序 （筆者作成）（再掲） 

 

 

 

 障壁は顧客障壁、心理的障壁、機能障壁の順で発生する。以下それぞれの障

壁においてその状況を遷移させる要因について記しておく。 

 

１）顧客障壁 

ソフトウエア開発組織にとっては、アジャイルプロジェクトの主導は顧客

にあり、顧客の理解あるいはアジャイルで実施することを前提とした依頼

を受けることにより状況が変わる。 
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２）心理的障壁 

過去の実績や品質に対して、そこからの逸脱するかもしれないことに対す

る抵抗感である。アジャイル採用の目的が明確であればこの障壁は低い。

アジャイル採用推進者は、これ以降の障壁の感じ方は低い。一方で、従来

手法でキャリアを積み重ねたベテランは、心理的障壁以降の障壁克服は難

しくなる。 

 

３）機能障壁 

従来の手法との互換性に関するこだわり、やれるかどうか、変える意味や

価値があるのかということに支配され、足踏みがここで発生する。アジャ

イルは、従来手法で感じていた潜在的な問題について、アジャイルを実践

することで解決を実感する例もある。所謂「慣れ」によって克服は可能と

なるも、「慣れ」なければ心理的障壁を強める結果となり前進はしない。 

 

 それぞれの障壁をその背後から支えるに共通する組織概念は従来からのプロ

セス（ルーチン）である。組織におけるイノベーションの受け入れの成功に寄

与する術は、先行研究(例えば Gilbert(2005))が示唆することとして、従来のプ

ロセス（ルーチン）とは別のプロセスを築くということである。例えば、別組

織を作るといった方法で新たなプロセスを作り直すことを進めることである。

このようにすることで従来事業組織と併存も可能となる。これは端的に、別組

織を構成することであるが、ここで必要な考えは、人的リソースも分ける必要

があるということ。それには、人的リソースを用意するというトップマネジメ

ントレベルでの意思決定が必要になる。人的リソースにかかわる意思決定は特

に日本の組織においては切れ味が悪く、「兼務」という策をとる場合がある。

組織、つまり「ハコ（箱）」は分けてもそこで稼働する「ヒト（人的リソー

ス）」がほぼ同じであれば、「知識の障壁」を引きずったままとなり、本質的な

変革は進まない。さらにその上、指導・評価に関する配慮がなければ当事者の

負担にしかなりかねない。そこで、本研究が提示した「実務的なモデル」を背

景に、障壁を克服できる最小限の人的リソース規模を、事業組織内でアンラー

ニング11ができる現有実務者数に照らし選考陣容を構成、それら実務者に障壁

 

 
11 Hedberg (1981)の研究で提唱された組織アンラーニング（organizational unlearning）に源

流を持つ近年組織パフォーマンスの向上に不可欠とされる概念。学習棄却とも称される。

既に保持する知識やスキルのうち、有効性がなくなったものを捨て、新しい知識やスキル

を取得することを意味する。 
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の克服を求める。本研究においては、このようにスモールスタートで事業組織

内に新たなプロセスを作ることから始めるという提案をする。 
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7.5 本研究の限界と将来研究への示唆 

 

 本研究は２つの研究を組み合わせた混合研究法を採用した。研究１では、本

来は混合研究法では量的研究を取り上げるところ、本研究においては QCA を

行うことから複数ケースの比較分析を数的ロジックで行うことを重んじ、これ

を量的研究として見立てた。研究単体としてみた場合は、最終的にはプロジェ

クトマネージャーを通じて収集した情報によるアジャイルの採否に関する１５

件のソフトウエア開発組織の比較事例分析と位置付けられるものである。本研

究では、事例の選考にあたって、研究者による何等かの意図性や恣意性を排除

すべく日本全国を対象とした募集を、調査会社を通じてそこに登録される登録

モニターで行い、描写的サーベイと位置付けた。ただし、このことは、従来か

ら議論されているような標本の代表性の課題や、可能な限りのスクリーニング

を行ってはいるが精度に関わる課題については従来の調査と同様に調査方法と

しての残存課題である。 

 収集した調査データの分析においては、１５事例を、アジャイルを採用して

いる組織グループと非採用の組織グループというように組織群を区分けし、こ

れら組織群をそのままグループの単位で QCA による質的分析を行った。本研

究は、組織の状況をプロジェクトマネージャーから得られる情報のみで分析を

進めたため、そこにはバイアスの存在は否めない。ただし、組織群単位での

QCAによって複数のプロジェクトマネージャーの情報を突合することが実現で

きたことで、事例単位での比較分析を行う場合に比較してバイアスは排除可能

であったと考えられる。このように QCA による分析で得られる効果はある

も、一方で QCA による制限も存在する。それは、事例数と原因条件とのバラ

ンスをとる必要があり、条件数が多い場合には、事例にわたる結果を規則的あ

るいは総合的な説明が困難になる「個別化」(Rihoux and Ragin, 2009, 邦訳書

p.42)という現象を回避する必要があった。そのため原因条件の選定にも適切性

という面で課題は存在する。また、本研究では QCA を単純な２値でのデータ

操作のため、調査データの把握に柔軟性が欠落した可能性は否めない。また、

研究１を単体で扱う場合には、QCA での分析とはいえども収集事例数が少数で

あること、そこから期待される洞察は限定的で底浅いものになる傾向は否めな

い。よって研究全体からの研究１の位置付けは、追跡する事象の全体像の一部

の把握に留まることになった。 

 これらの研究上の課題に対する対応として、研究２においては研究のアプロ

ーチを変え、初めの研究とは異なるデータセットとして６名のインタビューを

分析する質的分析を用いた。これによりアジャイルの採否を巡る事象に対して

複眼的なアプローチを持ち込み、事象の輪郭をより多角的に捉えることを試み
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た。結果として、QCA では表面的に見えることはその事象の本質のごく一部で

はあるが、一方で質体分析では表面からは見えない本質の一部も把握ができ、

これらを考察において統合することで更に当該事象の全体像と本質に迫ること

ができた。いずれの研究においても、当該事象に関与する個人、組織を選定す

ること、そこから得られる情報に制限があることから、この段階で本研究が導

ける結論も制限があるものとなる。  

 イノベーションの障壁を扱う研究蓄積は決して多くはない。特にサービス現

場におけるイノベーションの障壁に関する学術的研究は、筆者が現在知りうる

限りおいては注目されている領域ではない。仮に今後の広がりがあるとすれば

上述の通り諸々の制限を踏まえ本研究の結論を仮説として位置付け、当領域の

研究蓄積へつながることを期待する。具体的には、単独事例を通じた仔細な研

究を行うことで、そこで得られる結果から本研究で看過した本質を追跡するこ

とが可能と考える。例えば、本研究で提案をした実務的モデルを、アジャイル

を事業組織内で普及させたケースに照らしその可用性を検証するというアプロ

ーチも考えられる。これらの事例を重ねることでイノベーションの障壁克服の

モデルの精緻化につながることも考えられる。 
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付録 4  潜在的リソース分析 fsQCA 出力 
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付録 5  外部ナレッジブ分析 fsQCA 出力 
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付録 6  駆動源（上席・顧客）分析 fsQCA 出力 
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付録 7  駆動源（自身）分析 fsQCA 出力 
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付録 8  研究２ 言説リスト 

ケース A （協力者 A1） 

主  マ 言説 ID 言説 

主導 

A1101 
将来お客 ん   かも れ  人 ち 捕ま てそこか  フ   バ   得   、どう う商品であればそ

 人 ち 課題     かみ    ころか 始まって ま  

A1102 
今言っ  う 活動 体は 門  て って  んで  れどもこ 活動  マで Agile     ムフレ ムワ

   使うって うふう  め  は私で  

A1103 
それは 門  て指示 れて  わ では くて、私 やって   マは Agileで進め  こ  は立ち  っ

て か  だろう 、  うふう 私 判断    でそう って ま  

A1104 
 規事 開発  て実際、弊社  て何か で あ  かやって  人     うわ では   ころで始め

ま  。  う  一 大き バ  グ ウ    てあって 

A1105 

昔やって 活動 中で、 メ カ  わゆ   コ バレ   社   点 あって、そ 中で彼    ャ  

 使って楽 そう 仕事  て  って うこ  ま あ    てで ね、 んかこうもやもや て んで  ど

も、 分 中 そう う指導でき 立場  っ 時 ちょっ 使   か 、  うこ で始めま    う感じ 

 ま  。 

 んでそう うふう 至っ  か  う 、あ 程度市場 査 か   中で少 やってみ 価値はあ そうだ

ね。・・・  う ころまでは社内   形成  れ んで  ど、一方で不確実 こ って、まだまだ っぱ あ

 状態で  。例 ばロボ   ろ ろ提案 れてま  どまだ か か使う側 コ     も  状態  で

作っ は   ど、現場 受 入れ れ かっ  どう  うって話  っ 。あ は弊社  所 あ んで  

どもそ   所 技術 使ってやろう  う ころは  んで  ども  所 技術って か か実  、 

当 でき  か  ころは、実は誰も責任 持って くて  室で動 てま 、大丈夫で 、実   ま お

客 ん 使  も    って う ころはまだ誰もやって  で  ね・・・って う不確実  ころ あっ  。 

あ は 規事 開発   ころで  も特 できて   規事 開発 門 中で動 て んで  ど、製

品 開発  人 ちは ません  う中で、ロボ   んでハ  ウ  はも   中で動くソフ ウ  であっ  

 かそう っ  ころも含めて妥当 期  コ  で作って か        、それ 跳ね  事   て成 

立   こう っ 不確実 状況 あ 中で、 画主導では無 だ ね、やっ こ  あ 人も   んだ  

 う ころで  ャ  って う  ロ      べきで  私 言って、私    ま  。 

A1106 
 社開発で  ャ    う  ころどころでや れて  ど、    対応って う は特 取 れては  か

っ 。 

A1107 

当時 コ  メ バ は 3人ぐ  、少  人数であ ま  。ど  う   か  う 社 コ   呼んで、そ

う う我々     ム 成長  も これ 何 か て き  って う   コ   伝 て  ャ     

ム 導入 ても っ 。コ   は入っても  ま  。これは人づてで社  人 捕ま てや ま  。 やっ

ぱ、コ  は  で かね そうで ね。物  だっ  、 わゆ  修は、「形」み   も 分か んで  

どそ 「形」 実際 日々 活動でどう使う かみ   レ   話  っ  、逆 そう う How to do   

うか       レ   物事  想心情  うか、価値観 レ  ではどう うこ     って   かみ 

   はコ       無 。忘れて ま  ち。 

A1108 

日 ってそれ     ャ  使う  当  前って言われてきてか もう何十年も って 気  ま  ど、や

っぱ成      んだって うこ  まだそこまで偉 人 ちも メ  できて   で、実績    ても わ

  。  って う は現状で かね。 

A1109 

小    ムは立ち  って くんで  。1   ム 2   ムぐ  は ろん  ころ ポ ポ ポ ポ     ん

で  どそこ    後押 み   も は   で、例 ば人事  度 か    み   も もそれ 

後押    う も       で 

A1110 

日   社   そう うも   かどうかって う  最近 うんで  ど SCRUM  フレ ム     ロ 

       SCRUM マ タ  分 配  れて   う    全  司 集まってま 。  長 んで

あれば、 績 達成 てくだ   下も育ててくだ  や 方も ロ    てくだ   績達成   め 何

 や かって話 どうや かって話 全  長 ん 集約 て  う形    で、 長 ん キャ 次第でどっ

ちか 偏 んで 。  かく 績達成    って う。     かや 方 改善は 手だ ど か か 績
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 出てこ  。   できて    うんで  ど、僕 以前関わっ 海  社 ん当時、もう 15年 か前

だ  うんで  どマ   ャ  コ  は明確 分 てま  。あ 程度 大き     マ   ャ  含めて

コ    人って  んで  。そう う  あ んで  ど弊社み    社だ そう うや 方 指導  人

って う は直  績       み   見 れ     く っちゃうんで ね。評価 れ  こう う 

    ャ    、  ャ   手法 か考 方み     学ぼう メ バ   ってもマ   ャ  それ 

縛っちゃう。それ 教 てくれ 人も正直    か 個人 頑張って勉強   か  。そう う    ャ 

  関わ ず   も   か か受 入れ んって う ころ あ んじゃ  か   うこ はあ ま 。  

 ほど  営幹  もコ  み      ても    うんで   メ カ  社はだ     って う話は

聞きま 。 

A1111 

社  出てか  学び方み     学んで    うか、日  人 ちは大学出  もうここで勉強はお 

ま 。そう う   も  対   タ  で かね。そう う  あ んじゃ  か 、  う気  ま ね。やっ

ぱ 欧米  社 比べ  、 進でき   って う  年齢ハ    どう てもあ  で、そ あ 程度年

齢 っ 人 ち  って こ じゃ   、 か か    て始まって か  み   。そう う  あ んじゃ

  か 。欧米  社だ そう う こでも じレ   CEO  コ  でき 人 か  んで  ど、日 だ そ

れ どう ても下か  提案み   形   んで  ど、これ実際 社内であっ 話で秘密で  どあ 程

度分かって 人 偉 人  進 ま  。 そ   方はそ 中身 ほ んど  でき かっ 。偉 人か  

  やっぱ バカ  れ くは   で下か 何か言われ や   分 分かん   やっぱ  や んだ は 

うんで  。分かん   ど、こ 人 言って か やって も言 ず、あ 程度ちゃん    や    カウ 

タ      うか、説明、責任    きゃ    んだ ど、ちょっ   でき  か 、  やれ  み  

   あ  か  。 

A1112 
どう ても職 別     み   んで 。 だ、職 別  まれちゃう どう ても時  かか 。お客 ん

 課題 説明   も全 伝言ゲ ム  ってこ 辺はまだ偉 人 は   れて      ま 。 

環境 

A1201 

  ム  は特    ム かそう うこ は一切実装 れて    で わゆ 官僚型  って う。 ま ツ

   造 何 か長  てそ 下 何 か長 何人か てみ    造 あって、私はそ  じレ   何 

か長 集ま 中で  一個  レ    何 か長 週 1回か週 2回活動 状況、成 、課題 報告 

   う場 あ ま 。 わゆ  門 議   ま 。   ム これはフォ マ    うか 例 で ねそれ

以 で言う 、私  司  ワ   で   話   こ もあ 。それ 各週だっ  日だっ   

A1202 

うまく って  話 んで  ど、 当は  ム  も  ム 中 創発  や 取      ホ     て

参加 てほ かっ んで 。ちょっ    ム 進む「形」 今日考  れて くてそれ できて ません、  う 

 まず 1  あ ま 。  ム 中は   ムで 義 れて 通 やってま ね。        ニ グ はじめて

毎日デ     て状況検査、適応方法一緒 考  。今 1週      で回 て んで  ど、    

 レ ュ で 1週  成   有体  ても   も は体  ても ってそれ 踏ま て今後  画  フ

   バ  も っ  それ 前提      ロボ      議論 か わゆ 創発  話  て、  ム 

レ ロ ペ   ブ あ 。 

A1203 

まず一番下 各メ バ  How  レ  で言う    ム フレ ムワ   使って   何 うまく って  

  かって う  議論  や  って う声は  ムか あ ま 。    そ 開発   キ  足   っ

て う 論   場 もあれば  は様々 んで  ど何 まず か      画  画通  か かっ 

 かって う   分 ちで考  れ   ほどこ 辺 実感  てはあ     ム フレ ムワ  だっ  、 

ろん        紹介 れて   うんで  どああ うも  見てみ  うまく か  んで  どうまく か

 かっ  き どこ うまく って   かって う   じ土俵で考  れ   う  、メ バ こ 辺    ム

 フレ ムワ   あ  は    。 

A1204 

一番は ロマ   量次第み    ころ  く  って うんで  ど、 それはやっぱあ 程度 っか   

フレ ムワ    って か って うこ で かね そうで ね。 わゆ ウォ タ ホ    うか、 画主導 

活動  ロマ だっ  、 司     まで これ   み    ころまで踏み込んで 画 立てて、そ  

画 対 て 差分 見    ん かやって    う   って う  ロ   取   うんで  どそうやっ

て ロマ  ん  量でどう でも  んで 。最初 立て  画 3倍ぐ  ずれててももう翌日か  き  

進捗悪 で み   こ    んで ロマ  ちゃん  て   ま も 回   んで  ど、   ム か使っ

て   ロマ って う    て くても物事前 進んで く。進ま     うまく か  原  見  て対

処 て くって う  回って   は  ま 。 
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A1205 

    修、     ムマ タ  か   ロ       。これは   ムデ ロ   これは受 ても う

 う  て 須だ  って ま 。あ は  ム 入ってき 時 はウ  カムギフ   う形で   ム 関  

   レゼ   てま ね。 

A1206 

 じ      例 ば今 うまく って  こ ってこ   書 てあ こう う事象 似て  ね、み   

 通 軸で議論 始ま  でこう    くあ   、 司 そう言って  、従っ くかみ   感じでは く

て、問題 直視でき そ  で じ言葉 使って議論でき って う ころ 分か ま  。 

   

A1301 

私 身は かっ で 。  かっ  逆 、ウォ タ ホ    ごく違和感 持って て従来 や 方 ね、

やっ こ  対 て 画 立て んで  。こ  画 って    そ  画 対 てずれて  、やれ、進捗

 悪 だろう、後れ 戻  はどう  んだろう、  う議論 始まってもう 質ずれて   ずっ  って  

で、やっ こ あ  か、過去 類推    そう 領域は ウォ タ フォ  で 全然    うんで  ど

そ 辺  ごく違和感 持って   で私 身は全く抵抗感は くてこっちでや  きゃ メ んだ ど、こ  

社どう か    か ってずっ  ってま  。 

A1302 

  ム 中 関 ては 通 言葉、私  もそ 価値感み    ころ    ても う う  てま  。  

ム  ははっき 言ってうまく って  で 。内   は  ャ   進めて んで  ど、私     報告

であっ  ウォ タ ホ  風 報告 てま 。あ かも、こう う 画 立て か  う    ほど フ   

て   ほど、それはきっ 相手    沿っ 形でって うや 方 んで ょうかね  わせ   無 だ  

ずっ そうやってきて 。言っても、やっぱ  門   方 それ      あって、そう う人 ち 親 んで

 方法  わせてみせ     も れ  だろう  。そこ コ  入れても多分 か  だろう   っ 

 で、私も諦めて ま 。 

A1303 

横   だっ    委託 み    ころはま  、ここ あ  、一番大き  は「やっ こ   か できま

せん」って う反応で  。こう う開発   ャ  で進め  こう う キ     あれば、あ はこっち コ 

    か 何 か  ム  て立ち  れ はずだ、  う説明 差  げても、ちょっ やっ こ   んでで

き  で 、  う反応    ちで  。 

A1304 
説得は 局でき かっ で ね。でき かっ そう う ころは、一旦諦めて  ャ   やっ こ は   ど興

味はあ み    委託   絞って   お願    う 感じ   ま  。 

A1305 

一番若 エ  ニ 技術  はちょっ  ュニ 一番若 エ  ニ   ごく生き生き 仕事  て     う

ふう   委託 て   方か 言われて、そう う話 ちょっ 広まって俺もあ  ロ     入   んだ 

どみ   手    始めてき   一 転換点だ  。   で ね やっぱ  ニ  エ  ニ  人は逆

 従来 や 方 使   、 んかちょっ メ タ   参って まって離脱  って う タ  もあ ま  。

若 人 方 順応 早 。 

A1306 

 営層 半分ぐ  入れ替わ     メ んじゃ  で か。そ 辺    って う は足   で  

ね。そうで ね  ャ  って う単語 偉 人 言う う は ってき んで  ど、明 か     違って

  で だそれ 指摘 てあげ れ  う 人も偉 人 周      もあって、そ レ    入れ替わ  

  難   か 。 

  ャ  

   づ

  

A1401 

 当は  ム  も  ム 中 創発  や 取      ホ     て参加 てほ かっ んで 。ちょっ

    ム 進む「形」 今日考  れて くてそれ できて ません、  う  まず 1  あ ま 。  ム 中

は   ムで 義 れて 通 やってま ね。        ニ グ はじめて毎日デ     て状況検査、適

応方法一緒 考  。今 1週      で回 て んで  ど、     レ ュ で 1週  成   有

体  ても   も は体  ても ってそれ 踏ま て今後  画  フ   バ  も っ  それ 前提 

     ロボ      議論 か わゆ 創発  話  て、  ム レ ロ ペ   ブ あ 。 

A1402 

一番下 各メ バ  How  レ  で言う    ム フレ ムワ   使って   何 うまく って    

かって う  議論  や  って う声は  ムか あ ま 。    そ 開発   キ  足   って 

う 論   場 もあれば  は様々 んで  ど何 まず か      画  画通  か かっ  か

って う   分 ちで考  れ   ほどこ 辺 実感  てはあ     ム フレ ムワ  だっ  、 ろん

        紹介 れて   うんで  どああ うも  見てみ  うまく か  んで  どうまく か かっ

  き どこ うまく って   かって う   じ土俵で考  れ   う  、メ バ こ 辺    ム フレ

 ムワ   あ  は    。 

A1403 
  ム 中 関 ては 通 言葉、私  もそ 価値感み    ころ    ても う う  てま  。  

ム  ははっき 言ってうまく って  で 。内   は  ャ   進めて んで  ど、私     報告
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であっ  ウォ タ ホ  風 報告 てま 。あ かも、こう う 画 立て か  う フ   て わせ  

 無 だ  ずっ そうやってきて 。言っても、やっぱ  門   方 それ      あって、そう う人 

ち 親 んで 方法  わせてみせ     も れ  だろう  。そこ コ  入れても多分 か  だろ

う   っ  で、私も諦めて ま 。 

A1404 

横   だっ    委託 み    ころはま  、ここ  提示      こ  あ  、一番大き  

は「やっ こ   か できません」って う反応で  。こう う開発   ャ  で進め  こう う キ    

 あれば、あ はこっち コ     か 何 か  ム  て立ち  れ はずだ、  う説明 差  げても、

ちょっ やっ こ   んででき  で 、  う反応    ちで  。 

A1405 
やっぱ  ニ  エ  ニ  人は逆 従来 や 方 使   、 んかちょっ メ タ   参って まって離

脱  って う タ  もあ ま  。若 人 方 順応 早 。 

 

ケース B （協力者 B1） 

主 

 マ 
言説 ID 言説 

主導 

B1101 
お客 ま 対応   は ロ     方で、そ  ロ     方 対応   あ  、支援    場 は私 

ち お手伝      う形で 。 

B1102  署までは か  で  ど、小  グ   で ね。 

B1103 
それは 門  て指示 れて  わ では くて、私 やって   マは Agileで進め  こ  は立ち  って か

  だろう 、  うふう 私 判断    でそう って ま  

B1104 
B社って う は、もっ 前 段階で  ャ   、 社か 公  れて  タ  ホ  み     あって、そこ 

    は て んで 。 

B1105 

 社 ほう んで  ど、各   もう 分 ちで情報 取ってきて  ャ  は  であ って う  挙げて 

状態で ね。 社か も、発信は強 、だか 、私 ち 強く働きか てそう っ って う  は、最近だ DX 

流れで  。ちょ 前だ DevOps だ  うんで  ど、こう う流れで少 ず 取  む人 ち   てきて、今

DX、 んでも SI 人 ちも全員そう う      ま か、そこ 関 てはあ 程度    れて 状態  

か   うんで  。  で、ど  う って う 、時   ってそう っ 方 視点で 。 

B1106 

多分事  長ぐ  までか 。事  長、 長そ 実際 や って う人 ち やって   。やって こうって う

人 声か   ころもそうで、か  変わ か   って ま 。多分どっかで    変わ んだろう ってはそう う

印象は私は持ってま 。 

B1107 

  ャ   、開発 や 方 変わ だ って って 方、 考  か振 舞 、 動まで変  きゃ    って 

って 方で分かれてきて、まず分かれてま  。考 まで変  きゃ    って、 って 方はか  少  んじゃ

  か って う感覚で かね。 

B1108 マ   ャ  方 か  聞 れ   、今でも か か難  んだろう    ま 。 

B1109 一番大事  は 分   で か  で ね。 

環境 
B1201 6人 6人 も 分   ャ  って うか、価値観 持って   で、そっち 衝突 方 多    ま 。 

B1202 多分、擦  う  うか、お互  価値観     って う ころで かね。 

   

    

    

  ャ

   

  

づ  

B1401 

苦労 か て  。やっぱ 直近難    う は、 ほど  う 中  か、こう って き  って う ころ は当

然あ ま 。 屈  てはわか んだ ど、じゃあ 当 やろう  っ 時はやっぱそれ    ワ   て、そこはか

  大変だ  はずっ   続 てま ね。何て言うんで かね。大義名分はでき わ で  んで  ど、実際動

く    、やっぱ ここ 書 て  う    取  み    って、 ワ    。そこ 一番大変だ って感じ 

 ころで かね。 

B1402 

  ャ   限 ず、   も  取 入れ って うこ は、優 順  最高  げ きゃ     で、他 気 

 て こ  っぱ あ  ねって う で。じゃあ、それ 、  ャ        かって う 、そうじゃ  かも って

 う。  ャ      であ べき も わ  んで 。 

B1403 6人 6人 も 分   ャ  って うか、価値観 持って   で、そっち 衝突 方 多    ま 。 
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B1404 多分、擦  う  うか、お互  価値観     って う ころで かね。 

B1405 

どこまでそ  ロ     踏み込むかって う ころで かね。踏み込むって う も、ちょっ 言 方 違うか 。最

終  はそ  ロ     人 ち 選択 尊重は  きゃ    んだ ど、 分 ち  かってこっち 方  か

って っ 方   んじゃ  か  っ 場  それ 言う、言わ  って う話で、価値観では  んで  ど、お

互 悩み   話 て って う はあ んで  。どこまで言う 、彼  学習    奪う か。それ もこれは

言わ   どう  うも   か、どう んだろうみ   話はずっ やってま 。 

B1406 

多分事  長ぐ  までか 。事  長、 長そ 実際 や って う人 ち やって   。やって こうって う

人 声か   ころもそうで、か  変わ か   って ま 。多分どっかで    変わ んだろう ってはそう う

印象は私は持ってま 。 

B1407 

  ャ   、開発 や 方 変わ だ って って 方、 考  か振 舞 、 動まで変  きゃ    って 

って 方で分かれてきて、まず分かれてま  。考 まで変  きゃ    って、 って 方はか  少  んじゃ

  か って う感覚で かね。 

B1408 

問題は、私 ちは、そう う  ロ  活動でやって か きゃ    んで  ど、そこ うまくできて  って う 

もあ ま 。でも今はそこ    てあ か って、 うこ で かね。実際  当 やろう    、そう う ころまで

含まれて、 か か苦        

 

ケース B （協力者 B2） 

主 

 マ 
言説 ID 言説 

主導 

B2101 

背景はもう基    分 ち や んじゃ くて、あくまでもお客様主導    で、 分 ち Agile じゃ  れ

ば      うモ       あ 人って、多分そん     かも んで  ね。  で、お客 ん どう てもや

   み   話 

B2102 

お客 んそうは っても、お客 んも Agile    て学習 れて  方もそれ    っ ゃ ま  ど、そう う方ば

か では  。社内 Agile 専門支援 隊み    ころ あ ま  で、そう う ころ 一緒 や こ    

ま ね。 

そう    、 んちゃって Agile     ほど それもどうだろう 。 わゆ 教科書  Agile だ  じみ  人

も多  で、それ 工夫は   は ま ね。 

B2103 
それは 門  て指示 れて  わ では くて、私 やって   マは Agileで進め  こ  は立ち  って か

  だろう 、  うふう 私 判断    でそう って ま  

B2104 
ずっ 品質回帰って うウォ タ フォ  式 も  ずっ やってきて  で、それ 貫かれて    、やっぱ 持っ

て 。それで品質 ずっ やって   うこ  んで ね。 

B2105 
大き 企     、もう  単   社み   もん   。それはちょっ やっぱ  門 中でどう か  って

 う  基 。 

B2106 
6、7人ぐ     ャ  専門 支援 隊 10人は  かっ で ね。状況 応じて支援 て 、支援    、

  ャ   教育     かで ね。 

B2107 

あくまでも正直  人って、  ャ  でこう っ って う  、そん 関心    うんで  ね。あくまでも関心 

あ  は、利益  ロ     うまく っ か か。  ャ  は単  ツ    で、  ャ  だか うまく っ  考

    

B2108 もう社内で反対  ても「お客 ん ・・・」って言われ  もうそうで  ね。9対 1 ぐ  で勝てま  

B2109 

最小 価値 あ  ロ      あ ず作って、これで成長でき かどうか確    って 、そう うこ  ご 望

 れ お客 ま多  で、そう う き 、じゃあ、Agile でちっちゃ も  どんどん回 て きま ょうって う話は普

通 あ ま 。 

環境 B2201 
大き 企     、もう  単   社み   もん   。それはちょっ やっぱ  門 中でどう か  って

 う  基 。 
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B2202 

例 ば ロ    でこう う  ブ  起きま  って   、それは多分、全社 は か  んで  。 っきも言っ

  お 、 種特  内容  うも  区分 れてま か ね。そう う は  んで、事  中で終わっちゃうんで

 。 

B2203 ツ  はあ ごく普通 M365 であっ   かで ね 

B2204 

おそ くご じだ  うんで  ど、SNS  かでも書く人は 1割も れば  ほうみ   デ タ あ じゃ  で 

か。それ      場で、それで ロ ズ 場だっ     か  う 、そん こ は  んで  。書か  人は

絶対書か  んで  。何 あろう 書か  で ね。 当   で命令 れ  限 、そう っ  社  て ポ

   で、そう う レ    有   め ちゃん 情報 有 推進    う う こ って う は、 社  ては

あま 積極  はやって   

B2205 
一般  内容    どう  かって う 、やっぱ それは ウハウだか って う方   っ ゃ んで 。 ウハウは

秘蔵 ろ、 言う方   っ ゃ  

B2206 

や 気 あ 方も、多分  っ ゃ   うんで  、   ま  、それ どう うふう 全社  価値 持って く

かって う  体系立てて 方法、 かそう う施策     うんで  。   、多分、 だ書 って言うだ で

書 。 だ 何も何も支援は   み   も じゃあ、書か  ほう 最適   っちゃう。そう うこ で  ね。

ここも多分や こ    モ       んで ょう れども 

   

B2301 

従来 延長で何 か  だろうみ         変   れば     ころ 、じゃあここ こう  だ で   

ねみ    ころ あ   うんで  れども、そこ  ャ  せず あくまでも従来 延長線 でや   って う人

 ち めちゃめちゃ抵抗 感じ 。 

B2302 

   ツ   や  きでもこ ツ  で  れば     由は ぜかって う  浸透 せ   一番難  んで

  。 

だか 、こう う     課題 あっ  ね。これ こう   め はこう ま ょうねって う  言わ きゃ    

んで  ど、そうでは くても、明日か これ   ま 。 ろ くって う人だ 正直、誰も  てこ  で ね。だか

 そう う  ャ   価値 あ って う は、私は  ャ  開発 導入 ま ょう か。DevOps  導入 ま ょ

う は言わ  んで  ね。だか ここでこう う問題 あ か 、こう うや 方 変 ま ょうって うこ で、  ャ 

        であっ  、DevOps        こう うふう 使 ま ょうって う ころか 始め       

 うんで  ね。 

B2303 

社内だ で済んで まうって う  良くも悪くも良く  。良  は言ってま  ど、良  ころでも悪  ころでもあ

 んで ね。  目   て、例 ば  ャ  って う  も    あ じゃあ、それ 中 持ってこ うかでは 

くて中でどう れば  かって う  常   考   って   、ちょっ まだ良く  か 、答    求め  

 中 範囲 広げて何 か  うって う  、やっぱ 我々み   あ 程度大き 企 では くあ かも れ  

か 、どう ても中で事例   て まう 

B2304 

どう ても、 レ  、 フ   も    面もあれば悪 面もあ って う レ   フ あ んで、悪 面 ほう 

うまく見  て    あ   う言 方    、品質 分は「うんじゃあ メだね」って うこ   って、簡単で か

 ね。や   ほう  

  ャ

   

  

づ  

B2401 

基    分 ち や んじゃ くて、あくまでもお客様主導    で、 分 ち Agile じゃ  れば    

  うモ       あ 人って、多分そん     かも んで  ね。  で、お客 ん どう てもや   み 

  話か って。 

B2402 
大き 企     、もう  単   社み   もん   。それはちょっ やっぱ  門 中でどう か  って

 う  基 。 
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ケース C （協力者 C1） 

主  マ 言説 ID 言説 

主導 

C1101 

やっぱ お客 ん 全体      でやってて、多少 6,7   ム 分かれてこれ   ムって う開発手法 

過程で ね、大体 2週  周期 2週 、3週 で ね。3週  周期    ム 回 て って う感じ

で ね。 

C1102  社  方法論  う 使ってねって う、実はそうで くて各 ロ    でって う感じ んで ね。 

C1103 
それは 門  て指示 れて  わ では くて、私 やって   マは Agileで進め  こ  は立ち  って

 か  だろう 、  うふう 私 判断    でそう って ま  

C1104    ムマ タ は、それはお客 ん やって 。 

C1105 
 分もそう んだね、気 強 人じゃ   多分、  ャ  はもう崩壊 ちゃうんで 。 信 強 人じゃ  

 ね。や ぞ、や 通 ぞって う。 

環境 
C1201  社  方法論  う 使ってねって う、実はそうで くて各 ロ    でって う感じ んで ね。 

C1202  ロ      は  ャ  や 時はやっぱ    ム や 。時 は毎日毎日     グやってま ね。 

   C1301 

開発    あ 人だ   んじゃ  で かって う感じ んで ね。ちょ ぐ  はも も  ぶん  でワ 

マ で開発でき 人じゃ くて開発でき  人だ やっぱ 怖 って んで  ね。身動きはどう れば  か分

か  く っちゃうんで  ね。 

 C1302 

無 か   って んで  どやってみ  、あれ か ろん こ 、大変って うそれはあれで か、    ブ 

大変って う感じじゃ くて驚き  うか、これは 釈 ればどうで ょう、  こ  んだろう って うそう う受

 止め方 んで ょうかね。 

  C1303  分も最初 印象  って、ここで ん かやればでき じゃんって う感じで 。 

  ャ  

   づ

  

C1401  社  方法論  う 使ってねって う、実はそうで くて各 ロ    でって う感じ んで ね。 

 

ケース C （協力者 C2） 

主 

 マ 
言説 ID 言説 

主導 

C2101 

お客 んか   望、こ 中で 、そうで ね、 だお客 ん  っても何で ょうも  ご    か 言われ  では

 くて、 わゆ 情報   ム  開発 やって   ころ 中 今回 開発  ム     み   立ち   

お客 ん 、そ 人、別  か 指示では かっ 、そ 人 身      やってみ   って う 発  立ち

 げみ   で始まって ま  ね。 

C2102 
特   ャ  絶対み   方法論は特  くて、お客 んか こう悩み あっ  それ 何かで    中 一 

   ャ  やってみ うかって う  あ か   って ま 。 

C2103   ャ   そ メ      人 見  かっ  か 。 

環境 

C2201 

2、3 ヶ月 1回ぐ  、そ グ    人 集まって最近どう   か今後こう てこう み   近況報告  う

かそう う う  議はやって ま 。 レ  デ タ   って うこ じゃ  んで  ど わゆ 現場  く もあ 

 でか 普段は現場 人 士で か話 あま    で、そう うそ  議体 は別 勉強   う も   主

  開 て 1 ヶ月 1回や  ころもあれば 2週  1回や  ころもあっ   て、そこで レ   有  うかそ

う うふう     て ま ね。最近、 ャ   ツ   導入 てちょっ  話 や く っ か   う はあ ま  

C2202 

一番個人  はで  ど一番    っ  は、誰 どん    持ってそうかって う  あ     て    

 で かね。例 ば、 キュ    関 て詳 そう 人こ 人 んだ って う  わか   ま 最近導入   ャ

  ツ   かでちょっ 相談 んで  どって う   や く っ   ま 。 

 

C2301 
メ バ レ  で言う    取  み 対 ては興味 くやってみ   って う風 雰囲気で  ね。 ごく忙 

そうだ どでも   技術やって 人って、    好きだっ     で 

C2302 
若 人 実際手 動か 人 ちは積極  感じで  ね。   人  っきお話   お客 ん        

人、こ 方はも も    め 方だっ  で積極 だっ んで  ど。あ 、そ   方 は直 話はできて  
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んで  ど、 だウォ タ フォ   ま 戻 ちゃっ んで ね。そ 後そ  長 方 移動 て  く っちゃっ 。

後ま 普通 ウォ タ フォ   戻 て んで ね。 

C2303 

情報   ム 門 体 ちょっ 立場弱かっ か って  あ ま ね。どっちか  う コ    タ み     

れて  だっ  で、あんま    も  大きく崩  う こ は  く  って う環境はあっ  か って  ま

 。 

  ャ

   

  

づ  

C2401   ャ   そ メ      人 見  かっ  か  

 

ケース D （協力者 D1） 

主

  

マ 

言説 ID 言説 

主

導 

D1101 

顧客か   望って う 味で言う 、実際は か か 望 あ って うこ は  で ね。 

  で、そう う 味で言う 現状  で言う 、やは 顧客か   望 あんま    で、あ て  ャ  で提案

  って うこ     

D1102 顧客 方で最初か そ    てそっち 踏み込め  う 人って、そん     だろうか 。 

D1103 
 社開発 か 話は別だ  ってそこは逆 積極     べき んで  ど、そこ 今 んかでき   かねって 

う ころは今課題  って か って って 

D1104 
 分 ち   ムは 社開発もでき 立ち      で、そこでちゃん 実証 て、それ 実績 成   て逆 

提案 て実践 て くべきだろうって う ころで、そう っ  ころでちょっ 体感  分 今持って 。 

D1105 

どち か  う 我々 所属 て   署 そ 役割   ほど  で、   や 方 か   や 方もそうで  、

 規事 開発み   。エ  まで含めて期待 れて   署。   ほど やっぱ うち  署  てはこ    

こ やってみ うって う気はあ んで  ね。 

環

境 
D1201 

基   は ロ    活動で ロ    単 で 活動 メ    で、そ  ロ    単    ム あ 実際職

         ムって う  分かれて  で、それぞれ   ム 対 て だ   週 1回ぐ     ム  

   グって う で、だ   情報 有 か てま 。 

 D1202 
 社 層か はどう考 て かって う 関 ては、今後対応     って くこ    か 準備は進め   って

 う話   ま 。 

  D1203 

技術連携 議み     あ んで、そう っ 場で発表 て社内 周  て くみ   。 ほどお話    う 

 分   ロ     取 入れても っ  、そう っ こ で少 ず で  ど、ちょっ  体大き んで少 ず   

っちゃ ま  ど 

 

  

D1301 

そう っ 開発処方 今注目 れて んで  って う中で、どう   ても    かって う  課題で、あ は使

 分 だ  って て、ウォ タ フォ   適 て  ロ    もあ で ょう 、変 話。ウォ タ フォ   ちゃん 

何回も繰 返 て  う 似  う 実際取  み  て  ロ    もあっ  は   で、そ 辺   明確 切

 分  れ  んだろう 。 

D1302 
 はでも、やっぱ 使 分  顧客   だ は うんで  。そこ  か か 局一気 切 替わってくっても で

は  って う  あ か 。 

D1303 

契約面も難 くて何 我々 生き物    かって う ころ やっぱ そこもちょっ  か か難   って感じてま 

ね。特 私もそ 法律 超明  わ じゃ   で、やっぱ ちょっ そこ  ん 超  きゃ     そうで  ね。 

 ろん  味でお客 ん    縛  法   分であっ   かね、契約もそうで  ね。 

あ そう う ロ  であっ   かって、多分  ャ    気 やろう    そう う ころ 縛   ってく   う 

で、そこで二 足 踏むって う は多分  ャ  か    ま ね。 

D1304 
開発 社  て信頼 ても わ    か か踏み込んで    。我々        て一緒 成長 て く  

     て   て  だ    、 か かこ 取  みも難   、逆 言う そう う信頼 得てこう う  ち
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ゃん 推進 て くんだって話 んで  ど、裏 返せば や や、多分そうだ   ま  。そう っ  ころ  か か

 ぐ  ぐ 変  れて    感覚 持ってま 。 

 D1305 
顧客もで ね。情  であ こ は逆 稀で、マ     グ 門だっ   かそうで  ね。企画 門だっ   かそう

 う ころ 多  で、ここ  ん         わ で 。 

 D1306 
 局ウォ タ ホ  だ 受 入れ、一発でポ って契約でき んで出来  っ んで頂戴ねって。契約でき か 

多分、そこ  ん ちょっ こっち側で諦めちゃって  ころもあ かも れ   

 D1307 
  って う 味では多分でき   って  。だっ  、まだ仕 み    で、そ じゃあ、そ  頭 引っ張って

そ 仕 み 作れ  う こ  促せて  かって う ころ 振 返っ 時 、ちょっ そこはできて  んだろう 。 

 D1308 
準備仕 み作 って う もこれ。別 ウォ タ フォ  でも一緒 んで  ど、やっぱ そこ ちょっ 変 話、うち

不足 て  分 んじゃ  か って、そこ 今    取  み 一 で 始めて  

 D1309 
やっぱ   できて  か  んで  。ねこ  分は、やっぱ 小   ロ    でも一回      みん 引き

変わってく  か って ころではあ  

 D1310 

中途半端 規模 大き  で、やっぱ 腰 重  ころもあ んで ょう。 ん か    は って んで  ど、じゃ

あ、こ  ロ    だ  適応 て他  ロ     はどうやって ロ        み   。一気 はでき   、

      か   ど、どれ           か色々 んかごちゃごちゃ て  う 気も ま ね。 

 D1311 

進ま   って う  多分正直  ころだ  ってやっぱ 、それは当然、今あ 開発 ロ     やっぱ 優  

れちゃうって う もあ  、ちょっ そう っ  ころで多分そう って  か って って て、 だ っきもちょっ 言 ま

  。 

 D1312 

社員は  んで  ど、開発      んはどうだ  う話もあ わ じゃ  で か。 

やっぱ こ  界ってやっぱ そ       ん 、じゃあ   手法でやってみて言   かって う話もあ ま て、

そこは難    ってま ね。 

 D1313 今まで    ロ   中で、やっぱ どうやって、例 ば品質 どうやって対応   か。 

  D1314 

実際 PMO 方 話聞きま   ど、難  で  はおっ ゃってま   、一応 だ宿題も って 以 、何か   

 ウ    出    って言ってま  んで、そう う 味ではやっぱ  席 問題   持ってくれればちょっ ず で

も変わって く。 
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